
徳島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

徳島県

東部 I医療圏

医師 保

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

栞]11医療日における医療
施設従事医師数は増加して
いるが、県下全域において
は地域偏在、診療科偏在が
あり、県南部、県西部におい
ては医師不足の状況が続い
ている。

・I地域枠J入学定員を7名増
員する。

・徳島大学に寄附II座を設
置する。
・「総合片 耐 ■■ン」に魅カ
的な研修環境年を整備す
る。

・H224月 から篭島大学医学部定員増l_‐応
し、修学資金賞与署を

'名

から12名 に拡大.

・看猥学生修学資金の拡充は、看餞薇、た■捜
職を目指す学生に貸し付けし、新規貸付枠を2
年間で62名 拡大。
・県内にある臨床研修病院と県医師会などが運
携し、臨床研修颯絡協議会を30催するととも
に、東京、大阪などで合同説明会を開催するな
ど臨床研修藤の確保に向けた取組を実施。
・認定看医師■の霙成支援を実施中。

平成27年度以降は卒業予定である地域特別
枠学生12名 の確保が継続でき、県内定着医師
の増加が見込まれる。
・修学資金費付者の増加に伴い、■韻師薔の
県内定着が促遺される。
・特に死亡率の高いがん、精尿病などの認定看
饉師の試験及び奎韓費用の補助、養成研修ヘ
の派遣毎に要する経費の補助など、全ての医
療機関を対象として実施することでP.定看護師
の増力oが図れる。

129,406

25.920

313,000

10.000

4,000
――― ―― ― ―‐ヽ ―ヽ ――-    14,649

■Ⅲ師 rF"両■
「

鴨 oM 12.552

(医 療連携)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果 )

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

本県における死亡原因の年
1位はがんであり、今後、高
齢化に伴って増加することが
予想されるが、放射線治療
や化学療法並びに医療従事
者や患者への情報提供など
を一元的に行う体制になって
いない。

・Iがん対策センタ」を設置す
る。

・4疾病のクリティカルバスを
構露する。
・ICTによる111a遭構基盤を
肇偏する。

H223月 から場合メディカルソーンに1篠■がん
対策センター」を蟄置し.r在 宅緩和ケア支提事
業J、「がん愚詈支援事業」、「情報発信●業」な
ど、地域におけるがん匡標尋の体制強化を実
施。

|かん対乗センター」の訳置により、H228月 には
ホームページを開設し、がんに||する相談に応
じるとともに、緩和ケア研修会や県民講座の開
催など医療従事者のみならず集民にも広く情報
発信を図ることができた。
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地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況 )

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入観:単位千円)

二次、二次救急医療機関1=

軽症患者が多数集中し、救
急従事E師の症弊が深亥1化
している。
国域内外の超急任期患著
の迅速な搬送、あるいはヘ

き地、遠隔地におけるユ篤な
患者への医師確保ができて
いない。

・ドクターヘリを導入する。
・E師事務作業補助者を設
置する。
・開業屁による応概脇療を支
組する。

・H224月 から籠島大学輌院に寄l■

“

摩lER・ 災
書医療鰺薇都Jを設置し、2名 の目師が県立中
央病院をフイールドとして齢燎年に従事。
・ ドクターヘリ週航に向けて、導入検討晏員会
を開催し、餞課題の検討とドクターヘリ運航会社
の選定を実施。また繕桑饉師等の育成に向け
て研修に派n。
・開彙医が応援惨療を実施する教急医療機関
に対し補助を実施。

・県ユ中員猥院の獄n取忠センターでの診原反
援を始め、研修会 00LS、 外4●セミナー)の開催
など救急E環従事者の書威を図ることができ
た。
・県内の消防機alや医療機||と連携を強化し、
ドクターヘリ尊入の目的や通用に対する思議の
共有を図ることができた。
・開彙巨の応授診療により救急医療機関の医
師の■担軽減が回られた。

160.OIX

ドクターヘリコフターの■ス
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(周産期

地域医療の課題 日標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(=金投入額:単位千円)

県内で新生児集中始猥案
(NIcU)を 有する医療機||が
2病 院のみであるため、Nt00
の稼働率が高く、阜度児や
低体重児等の集中的な警
理・治療の需要に対して供綸
が不足している。

・総合周産期母子医療セン
ターのNICuを増床する。
・NICu後方病床体制を強イヒ
する。

・総合周産期母子IE燎センターである徳島大学
病院力く実施するNICuの 3床(0-9)増康整備を支
担し、H2● 1月 に稼働を開始。
・国立病院機構億島病院のNiCU後方居床の4

床(4→8)増床に必要な機器を整備。

.N10Uの 10床とNi●U退際後の受皿を整備する
ことにより県下全域での目産期医療体制の強化
が図られた。

50,000

ボストヽlCu病床の整備
    20,000

NlCu専任看護師の養威
    8,000

,■輛適]―ティネーIF正 )      28,000
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地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

東部□域には小児敷な匠瞭
拠点病院が未設置であるた
め、時間外の小児救急思者
は隣日の小児救急医療拠点
病院(億島赤十字病院)へ通
院するなど、日域内での小
児救急医療体制の充実がな
されていない。

・165日 、24時間対応の小児

教 8拠点輌院を設置する。

・H224月 から徳島大学鋼院に「小児E僚支援
センターJを設置し、2名 の医師が県立中央病院
等をフィールドとして診療■に従事。
・H2111月 から、小児救急電話相談の時間をそ
れまでの「365日 午後1時から午後11時まで」が
ら、「015日午後6時から理朝3時までJこ拡大.

fヽ小児医薇菫猥センターJの設置により、県立
中央病院による小児敦急輸番が週4日 から5日

に拡大。今後、東|1田域において唯―となる21

時間、365日 対応の小児致急医療拠点病院を
目指す。

・●B000の利用可能時間の拡大により、拡大前
のH2110月末時点の平均相談件散140/日 から
平成22年度来では212/日とおよそ16倍の相談
に対応できた。

1呪E景工壼ヤンター」の■■   96.000

14,000



へき地医療 )

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況 )
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

十 ユ :鉾 度 か ら、公 工 b捕
院をへき地E療拠点病院に
指定し、へき地診療所への
代診医派遣等に取り縄んで
きたが、へき地医療拠点病
院自体の動務医師不足が生
しており、安定したr地域医
療支援体制Jの構築がなさ
れていない。

・籠島入宇に薔Jfl語躍を設
置する。
・開葉饉による応援診療を支
援する。

・籠島大学との連携により、へき地をフィールド
とする「→合診療医学分野」、地域における周産
XF医療の研究等を行う「地域産婦人科診療部J

の寄附講座をそれぞれ開設し、7名 の医師が県
立海部病院をフィールドとして診環手に従事。
・闘業Eが応撮診療を実施するへきlL医療機
関に対し補助を案施。

・「総合診環医学分野J、「地域産婦人科診療
部Jの 2つの寄附腑座の開設により、7名の医師
が診僚、研究、散吉に従事することで、地域医

晰襟雛 馳雰震雷島こ
再開することができた。
・開彙匡の応援診療によリヘき地医療機関のE
飾の負担軽減力`国られた。

瞑こ婦人J4滲籠
1】"E●     404.000
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宅医療)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

呂飾1じの理晨や在瞬日数の
短縮により在宅医療の需要
は増加するが、それを捕完
する在宅歯科診僚や在宅医
療支援薬局情報などの整備
がなされていない。

°日科医師や薬副師との運

携による在 宅医療を推進す

る。

・県菫科医Eゆ会に防 r●|口科診療程霊と
'L・

身障
害者月歯科診療機器を整備し、高齢署や0身
障害者など自力ての色科曼診が困難な患者の
診療を行う体制整備を奏施。
・県栞剤師会が在宅饉察支援を促進するため
のマップ年の製作やインターネツトを通して在宅
医療連携を行う栞局の検察ができるシステムの
整備支援を実施。

・県下の日T_I医師会各支部への■宅自科診療
機器の配備により、在宅歯科診療に取り組む歯
科惨療所が3割増加し、在宅歯F4診薇への多
入が促進された。
在宅医療支援集局マップを作成しインターネッ
トによる|1覧を可能にしたことで、薬局情報など
を容易に把握できる環境が整備された。
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(その他)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進渉状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入螢:単位千円)

稲神科救8などの輸番病院
の指定はなされているが、夜
間,休 日における彙入調整を
行う機関がなく、必要な空床
確保がなされていない。

・精神科教急情報センターを設
置する。

平成24年度に県内初となる精神科救t情報セ
ンターの関設に向けた取組を実施中.

五間・休日の相談軍口を一本化することで崎番
病院や笙床情報のIE供など精神「4救急医療の
情報を総合的に提供できる環境螢麟が日られ
る。

椰 憚 ‖櫃 凛 ほ藪 胚悧 EnO工
    4.420

計画策定与経贅   ~~~而

徳島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

徳島県
西部立医療圏

(医師等確保)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(3金投入額:単位千円)

県下含,においては地雲燿
在、診僚科籠在があり、特に
当日電においては動務医を
はじめ饉燎従

=者
の減少が

続いている。

・●臓m手の委屁、IE保を図
る。

看 凛顧 、泄
=臓職を目指す学生に貸し付けし、新規貸付枠を2

年鶴で02名 拡大 .

・認定看艘師等の書成支援を実施中.

・銹宇賃壼責付看の増カロに伴い、■霞師等の
県内定着が促進される。
・特に死亡率の高いがん、精尿病などあ認定看
距師の試験及び登録費用の補助、養威研修ヘ
の派遣等に要する経費の補助など.全ての医
療機関を対象として実施することで認定■護節
の増加が図れる。

書E学生修学資金の拡充   25.920

晨:椒盟
mを工れ 綺` 12552

ョ
"田

n麟口郡 o曖
“

量●     46000

●E"●曇咸折●は■lE崚露●    5`Oo0

●●,■■晨
"の

事に●1■は■0罐■      4.081

医師の短時間IE餞
=用

支援   24,000

〈医療連携)

地域医療の課題 目裸 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

,日 常生活□崚の IPで質 の

高いがん治療を受 けること

ができる体●1確保がなされ
ていない。
・日雄内の善幹的病院にお
ける匡療情lnの共有がされ
ていない。

lC i,モ活用したE原理携
体lllのこ菫整備を行う。

・H224月 から県立三好嬌鷹において、[相談支
援業務Jや「院内がん登録業務J等、がん惨療
遭携拠点病院に率じた事業を実施。
・公立翻 院間におけるE像情報の共有に加え
て、地増の医師会も含めた連機方策の検討を
実施。

・がんF饉従事彗研修の興稲や瞬内がん登録
の促造を回るとともにがん手術後やターミナル
期の転饒支援にも応した。
・公歯 議院と地ltの 医師会t會めた情報の共
有化により、急性期から在宅へと二なる切れ日
のない医療提供体制が構籍で書る。

胎肝
携,颯センタ1■  25.000

,I阜1需:言
合E燎情颯■嬌   410,000



(救急医療)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・三次教急医療機関である
県立三好病院に軽症F_者が
多数集中し、救急掟事医師
の疲弊が深刻化している。
・口域の34%が 森林という地
理的要因により、救急搬送
所要時間が平均を上回つて
いる。

・露島大学に寄II講座を設
置する。
県立三好病院にヘリホ・―卜を
整備する。

・H224月 から毎島大学層隣に寄附講座「地軍
外科診療部」を設置し、3名 の医師が県立

=好病院をフィールドとして診療事に従事。
・県立三IT病院の高層棟改築工軍を平成24年
度から本格的に着手。

棚 E繁 臨 語F籍 野
能となつた。また、億島大学病院と通信F■術を
用いた競視下手術は、外科医の育成につな
力{つた。

思 詈璽腰撃

=蝋

話譜 お臨
選時間を短縮し救命

=の
向上が図られる。

番耐llE(地颯外■●晨

“"n【
   180,000

県ユこ

"癬
陵●■ 8饉晨晏燎奎■  1,584,447

E"0わ作貴嬌助●0`壼 11勒    40,000

赫 国雌 m休日,Il体 割0=●     62,∞ 0

(周産期医療 )

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

間違事業名
(基金投入額:単位千円)

H213月 から県ユ ニ好綱院
の医師不足 による分崚休上

に伴い、日娘 内の分娩 取 り

扱い施設 は存在 しなくなり、

隣回 の病院 へ の負担が増 加

している。

‐ 婦棟診への医師派遣を
実施する。

層科巨の負担遷減に向けた助底師外来等の設
置や周奎期医療連携体制の情策については間
係医療機鵬と調整中。

・産F4Eの IR担軽減や関係病院との連携による

=好
病院での妊婦検診が可能になれば、地域

における商底期医療体制の強化が図られる。

5,000

屁Ell日 ●■lR“驚lEn■■8■     36.000

(へき地医療 )

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入饉:単位千円)

回域

"に
は無医地区が2地

区、準機医地区が2地区存
在し、地区内の600人 以上の
住民が還隔地の民療機関で
の受診を余機なくされてい
る。

・無医地区に出張診環所を
開投する。

三好市を事案主体として,H2311月 に既存施設
の改員にょる素医地区出張診療所の整備に着
手し、H215月 に開設・

日,"における地域住民にとつて、E療機関ヘ
のアクセスが向上するとともに、儒医地区の解
消が図られる。

膊Eヒ饉
“
螢F41aO洒′●●々

“
    40,fll10

徳島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

(

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入鶴:単位千円)

師の地域偏在、惨療科偏在
が続いている。

・医師不足の解消を図るた
め、医師のキヤリア形成支援
と医師確保の支援を行い地
域偏在の解消に向けた総合
的な取組を行う。

・H23:1、 徳島大学綱院に「地域医僚支糧セン
ターJを設置。
・H231:.寄 附婿座「地域悩神経外科裕薇gF」 を

・[地軍E僚支援センター」においてホームペー
ジによる情報発信やキャリア形成に関する相談
窓口を開設した。今後、キヤリア形成に向けた
研修プログラムなどを整備し、大学や県医師
会、臨床研修病院などと違撻した総合力の高い
医師の養成を図る。
・県立海部病院に寄附講座「地域脳神経外料診
薇部」を開餓したことでH204か ら休上していた
土曜日の救急受入を3年半ぶりに再開した。

●3■■暉嘔E■■センターのL● ■■    71.500

"の
キヤリアι咸■■,

40,000

n■饉
"へ

●藪,E置研体の|・l饉     3,000

骸盤 tんざ郎のを 120β 00

病院内保 胃所の道営支援   20,000

[RII● 鴫 嗜もIlll"“ い像椰:の ll●     80.000

,P3・ 認定■饉師の青減支饉   56,000

看歴師等養成所の強化   4.51Xl

10,500

これまでの取組状況 (進捗状況)

・が/v拠点病院と地域医療

・県北部の基幹的 中核病院
である健康保険鳴「5病院の

た経営 基震 の確立が

・社会保険霧院に関する法

ける薔幹的・中核的病院で

ん診療連携推進病院を指定。
健康保険崎「,病院の公的存続に向けた取組

ることにより、地域のがん医療の均てん化が図

あり方



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

積急置設 入体制の充案
強化
嗽 命救急センターの充実、
強化

・獄8搬送先の迅速な決定
や場外離着隆場の整備によ
る教急患者搬送時間の短縮
を図る。

・危機雷理部 Flと tl通 携しながら県内全域のラ
ンデブーポイント増力llこ向けた検討を実施。

・ランデフーボイントの増加により、山間鶴地に
おける搬送時間の短縮が回られ、救命率の向
上が期待できる。

は,E薇の適工贅Fに,●●■彗全    10,000

ドクターヘリ毬
"難

看●場の盪t1   60,000

L●

“

薔饉,II"シ ステム=0澪 兒●口     10,000

『E籠とくしまJの摯賢撻
"の

発案    6,000

3.500

救輛教

'セ

ンターの■能強化   85,000

[:ξ :島11響 l‐ユ    21,095

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・NICuへ の入院患者が退院
できる後方病床が少ない。
県内のMFiOUは 周産期虜
康体制整備1旨針で必要とき
れる薇床数に連していない。

'NICじ、MF:CU及 びNlCu後
方病床を整備する。

織合周産期母子医療センターのlNlncuの 10床

整備を支援.

・億島赤十宇ひのみね総合療吉ヤンターの
N10U後 方病床整備を支援。

・総合周層期母子医療センターに3床増床を支
援し、同産期目療体制整備指針で望ましいとさ
れる0床の整備を図つた。

雰言F興
中浩瞑

=暑=(NICU)   70,000

鴇褥
t瑾奎・   25,000

N10U後方病床の6床翌備を支援し、周産期医療
体制の強化が図られた。

NICU後方病床の整備  10.000

地域医療の課題 日標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

項 郡日取には小児救急医
療拠点病院が未設置である
ため、時間外の小児救急憲
者は隣圏の小児救急医療拠
点病院(徳島赤十字病院)ヘ

通院するなど、日城内での
小児救急医療体制0■案が
なされていない。

・栞郡日重において小児童
症救急思者の救命救急医療

県三中央需院の開院に合わせて、小児救急医
療拠点病院に指定するため、関係機n3との道
携協力体制の構築に向けた取祖を集施.

・県栞郡における小児救急医療体制の強化が
図られる。

小児徴
'日

■拠点構院の道書   39,446
!こ 刃l●丁0ため、

“
Ⅵ ロニ

医療拠点病院を県内1病院
から2病院とする。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・医師・訪問看置師・薬剤師
等の多職穏連携体制が十分
でない。

・看蹟・介讚サービスを包括
的に提供する施設を螢備す
る。

・H25年鷹からの多憬籠型訪問看饉ステーシヨ
ンの開設に向けて、実施設計や施設整備につ
いての検討を実施。

公査7tLu法人徳島県●臓協会が奎備すること
で医療依存度の高い療養者に看置・介饉サー
ビスを包括的に提供できる。

i讐"型
肪間・ lEステーションの    5Q000

2p00

これまでの取組状況(進捗状況)

:DMAT活動の発案・強化を
滅災体制導の整

・H26年 度までにDMA■

"0

て`甲●的な役

「

lを 果た,11医
・都市医師会に災書時の 医療機

性を確保する投僣整備を行つた。
・被災地の目書を統括・露整する災書時コー
ディネーターを設置し、災書拠点病院や行政闘

5人に姜颯。

E僚体制の強化が回られた。

地域E豪の課題 日標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(=金投入饉:単位千円)

'各医療機関における院内

患彙制御への取組に饉があ
り、各E庶機関の対策を促
す必要がある。

・匡環機関における院内懸
簗対策の推遺を図る。

3保健所において先行31に院内悪彙に関する
臓習会を実施。

・l瞬四躍撃河栞マニュアル作屁の■針」を改定
し、各医療機関に配布することで、巨療機関に
おける院内感染対策が推進される。

目輌 騒燿口

"晉
発・人,I鷹

地

“

E彙を守る取組みへの支■

３

，

８‐０

一
２

．

０００

●■●■■■■8の儘籠売要    1.500
がん横ゆ体IIの充実強イじ  130Ю 00

計画策定・変更経費   2,433



香川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果 香川県

高松医療□(平成21年度補正予算にかかる計画分)

これまでの取組状況〈進捗状況)

を受け入れる後方病床が
足するとともに、高松・大

こおIす る公立病院の
捜能分担を進める必要があ
る。

・大川医療国の救急医療体
制につき、地域て必要なE
療を確保するため 3ヽ病院を
再編し、平成23年度にはさ
めき市民病院の建警えを行

・平成26年度中の開院に向
けて、高松市新病院の計画
的な螢備を推遣する。

・大川地域 の県立・市立病院を再編し、さぬき市

・富松地域の新病院については、病院施設に保

ワーク」への参加機関数が、日構として
いた100機関を達成し、さらに拡大する見込みと
なつている。
大川地域の中核的E僚機関の整備により、2

体制の強{じ とともに.3次救急と連携す

帥 欝蟹醐

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状7/R)
これまでの成果

(今 後期待される動異〕
関連事業名
(基金投入額:単位千円)

t/jMメ思杯m｀範調でぁo
とともに、2次救急体制が十
分機能せず、結果としてo次
区療機関への患者の集中が
ある。また11来患者推計を
踏まえ、3次救息機能の強化
も必要である。

市雀 医療日 で′
`、

脳梗こや

鼠籠屁島f蹴 患者
0'|、 2025年 までに34as
増力|し、救急睡療に対する
高い需要増が見込まれるこ
とから、これらの躁題に対応
するため、独急医療体制の
機能を強化する。

/1t児教思電お相餃亭栞の回線拡充・零朗まで
の時間延長を実施した。
1威人向け夜間救急電話相談事業を聞設した。
・広城災害救急医療と周産期医療のネットヮー
クシステムを統合,開 発した。
・高松市歯科救思医療センターの日像診断装
置を新設した。

小児電話IE餃は機能強化後、相談件数が2倍
以上に増力0するとともに、都道府県レベルでは
全国初の成人向け救急電話相談にも、一定件
数の相談が寄せられている。いずれも8割超の
相談署は相談結果に納得しており、時間外の救
な医療機関への受診鶴 llに貫献している。
・救急システムの再構築により、平成22年 6月
より適用を開始している「消防法に基づく搬送案
施甚鑽Jの 円滑化が図られるほか、日蔵期との
機能統合により、関係者により分かりやすいシ
スTA力 f14築 された。

夜円急痛鰺燎所の機能強化   70,000
夜間救急電話相腋の拡充   71.000
籠t"=日晨調システム開発   96675

:饉科診療体制の強化   3.000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位手円)

SしよII H‐ お [7● 田II nヽ ″

検 診 体 制 が 弱 く、また島 しょ

部における看護職員の不足
が揆亥りである。

・J｀ ユ 曖 環 日 か ら出 口 E環
圏 へ の救 摯 搬 送 能 力 を増 強

す る。

小豆島等の島颯部のな重
職員の確保を図る_

離島における歯科診療体
制の充案を図る。

・島しよ部に沢退された0重師の研修事業,力 0

を支援した。
老朽化が著しい離島の歯卜診療所の機器螢
備を真施した。
・島しょ部の中核病院に事tがん檎診機露を螢備
した。

・人材確保が困難な島しょ部の医療機関におい
て、必要な看置8市確保を図る。
島しよ部の歯科診療所にレントゲン装置が豊
備され、島内で対応可能な診療体制が確保さ
れた.

・小豆島地燎の中核的病院にマンモグラフィー
が整備され、検お体制が強化された。

島しよ311の ■護職員確保  19602

“
B=お 1,ら 口l■●0匡παHの ,■     20000

らしょ6'の力tん検
`体

ら,の強イし   15225

これまでの取組状況(進捗状況 )

の連携体制が脆弱であり、
、在宅医療を担う訪問暑
ステーションの充実強化

る2025年には、患者に占
める後期高齢者の●l合が現
在の271%から426%に

で急増する。高齢者や障
者ができるだけ住み慣れ

ことができるよう、在宅医

目指し.r高松地域在宅E無推遺姜
員会Jを立ち上げ、調査検討を奥施した。
24時間体制でシヨートステイをモデル的に奥

る在宅ケア不テーション「みちじるべ」を豊
23年度より遺用を爛始した。

県内全賊へ波及させ、人的ネットワークを構

肪間看菫ステーションと違構した薇養通所介
り、地域の在宅医療機能カマ

地域医療の課題 目攘 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後錮梓される動塁〕

関連事業名
(■金投入額:単位千円)

(精神科教●_)趙合病院の■
神科はE師の離職が相次ぐ
中、身体合併症を含む精神
科救急体制の確保が困難化
しつつある。
(がん関係)がん検診受診率
が低迷するとともに、県内の
選嫌体制が不十分。

駄 8を晏する精神 科医療 に

24腑 蘭365日 対応可能 と

するため、最終 的な受入先

を確保する。
・■度の身体合併症患者を
常時受入れ可ILな体制とす
るため、身体合併症拠点病
lDtを 指定する。
・がん検診の受鰺率を、平成
24年度末までに50%以上
にする。
隣内がん登録実施医療機
関及び地域がん登録協力医
療機関数を30機関以上と

・身体合併症拠点医療機関を指定し、空床を2
床確保して合併症患彗に対する救急対応を実
施している。
精神科救急の最終拠点病院を指定し、空床を
2床確保して精神科救急思者に対する対応を
実施している。
・県内全域を対象とする撃しがん専用検惨軍両を
奎備した。

身体合併症拠点調院である回生病院において
は、常時空床を確保するとともに、最終拠点痢
院である県立丸亀病院においては、常時空床
を2床確保するなど、精神科救急体制の強化が

精神科救急体制の強化  105p77
がん検診体制強化   36β 00

が粒量J体制の強化  29,063
図られている。
・院内がん、地域がん登録のシステム化を支援
し、登録作業の自動化等により、登録件数の増
加が図られる見込みである.

・乳がん検診車の利用者級は年間1万 人を超え
ており、事tがんに係る受診率向上にIR献してい
る。

し、地域がん登録届出件散
を年間3.50o件数以上し、
より精度の高いがん贅韓●
業の推遭を図る。

l16



香川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

香川県

中讃医療圏

(

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況 )

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

地軍(E療日)や診環科日に
よるE師の饉在や着手医師
の県外流出が顕著。■護
師 助産師等も、離島やへき
地等では不足している。

医師及び看匡師の確保につ
いては、高松饉療日及び中
讚医療田に人口あたりの医
師及び看壼師が集中・偏在
していること力)ら、医師及び
看II師の姜威数を増やすと
ともに、県全体で医師及び看
渡師がパランスよく配置され
るようにする.

・[EE市育成キャリア支援フログラムJを策定し、
これまでに14名 が参力0した。
香川大学及び重爆大学の県民医療推進砕の
学生に対し、修学資金0■付を実施した。
・香川県保健医療大学に動産学専攻科を開設
した。
・香川大学に地域医療に関する寄附講座を設
置するとともに、「地域医療・キャリアサポートセ
ンター」を整備した:

・公的病院の病院内保
=所

の運営費を支援し
た。

・県
=独

の買付け枠対凛者も含め、平成30年
までに地域医療推進枠を率葉した県内従事義
務者が30名 確保される見込みである。
医師育成キャリア支援プログラムの多加者を3
0名 以上確保し.着手医B雨の県内定着が回れ
る見込みである|

地域医療に関する寄附講座やキャリアサポー
トセンター整備のほか、地館の医療機関と連携
した案智等の実施により、医学生の地域医療に
ついての出心が高まつた。
・香川県保健E僚大学の助産学専攻T4設置に
より、24年度以降、年間10人の動産師が冑威
される見込みである。
短時間雇用など暑醸職員のライフステージに
はじた就労IR境力`導入されている。
病P9t内 保育所の螢備により、女性医師や書護

l「 などの離職防止や復聴支援が図られてい
る。

口″嗅E"■■キヤリアヱ疇ワログラム    149,480

地域医療に関する寄附綺座  140,000
喩民匿晨菫遺11■生への■■●   105120
叫 ョキャリアサポートtシウーロ●    200,000
●II"員 の

'餞

ウm情膠B“入■1,    7750

助産師養成機ltの強化  12705
露院内保青所運営費補助  20,000
餞科lll生士IL臨支援事業   4,000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入螢:単位千R)

急性期病院から患者を弓嗜
継ぐ後方病床が不足すると
ともに、通携体制の強化が
必要。

県画部地域にお1す る救急の
受入れ体制の強化と、急性
期からリハビリ期・維持期、
在宅までの切れ日ないケア
を確保するため、三豊総合
病院に地域救命救急セン
ターを設置するとともに、磨
療機関の連携体制を登傭す
る。

颯 姉敷急センターと運揚する後方支援病床と
してた宮総合病院に回復期リハ病棟を整備し
た。
・救命救急センターと違揚する後方病院として
の坂出市立病院の立薔えについては実施設計
などを案施中である。

・中級の中核的医療機関の奎備により2次毅急
体制の強イじとともに、3次救急と連携する後方
支援機能が強化される。

ニユ教0とこllす る●方支G″いの131し   400,000
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地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況〉
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投 入額 :単位千円 )

医師不足などから、地域の
初期・2次救急体制が十分
盤籠せず、また、県西部地域
には3次救急体制がなく、今
後の患者椎計を踏まえると、
体制強化が必要。

中敏医療日をはじめとする
県西部地域の安定的な救急
医療体制の確保を図る。

三 量総合病院に地域教爾款8センターを設置 ・県西部地域初となる地域救命救急センター」
を三二総合病院の新築した敷急棟に整償する
とともに、初期救急にも対応するER型の思想セ
ンターとして運用し、中西讚地域の救急体欄が
強化された。
中讚地域の2次敦急体欄強化のため、書川労

災病院のICuを 10床増床し、救急対応が強化

県百tlの |・電菫●センターの壺,   600p00
した。
・市町などが実施する地域医療に関する薔及啓
発事彙を支援するとともに、電話相談事業ば
に関する県民向けリーフレット(3万部)を作成
し、行政機関毎へ配布した。
歯科診療に係る休日当番医制を実施した。

中蹟生r"■ヵ●Eatn31の ■t   300p00

地城E薇に30する普及啓発   25950

される。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入観:単位千円)

低出生体
=児

や商齢出産の

増加に伴い、ハイリスク妊婦
等への対応が喫緊の課饉と
なつている。

書川小児病瞬と薔通寺捐隈
との統合病院において、NIC
uを 9床から15床に、MttC
uを 6床から0床に、経親治
原豊(GCu)を21床から30
床に増床し、後方綱床として
ポストNIcuを50床壺●する
など、総合周産期医療の三
次救急機能を強化する。

書川小児調院と番通寺績隈を続合した新鋼睦
を整備中。

・総合風奎期母子匡薇センター(喬 lll`:ヽ児属
院)のNlCuを0床、MRCuを増床するほか、Nl
CUからの後方病床を50床整備することにより
周産期母子巨療機関の強化が日られる。

産期医療の強化  450,000

地域医療の課題 目裸 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(義金投入額:単位千円)

島しよ蜀の移環悴●lが不十
分な地域を巡回している診
燎船r済生丸Jが老朽化して
いる。

・医師 の地撃 E環研修の場

の一つてある瀬戸内海運回

診燎船「済生丸 Jを新たに追

造することとし、関係4県でそ
の費用の一部を助成する。

4暴の積生彙夏郡において揉討をIIIうととヽ に、

設計などの業務実施中。

新たな済
=九

を最偏し、引詈続
=菫

戸内澤沿澤
4県の■しょ都鮮を巡回し、島民等への鰺燎を
実施するとともに、医学生が地域医療について
学ぶ栞留の場となる。

新済生丸の整備    50.000



これまでの取組状況(進捗状況)

所に関連機器書を整備した。

地域医療の課題 自標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今 後期待される効果)

関連事業名
(菫金投入額:単位千円)

臓ヽ薔秒饉′α工躊書砂lIB盾

の円滑な施行のため、県民
への適切な周知を図るなど、
体制強化が必要とされてい
る。

嗽 器移mコーティネーター
による出張ll座や院内コー
ディネーターらによる医療機
al内での日書移植への体制

演県鼻鳳精∫留勝F雪響学
る。

廣路移植法にLRす る詈及 啓発や、間係機関と

日署庸負ξRξ鳥聖)じ占ξ邸[:レ

ー財日の撃籠1七と駐|」踏霧謙£P蹄為
供事例が発生した。

10り引螢化     16000

香川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

香川県

これまでの取組状況(進捗状況 )

展開が課題で、
政策医療分野の医師確保が
特に重要。唯―の医育機関
である香川大学医学部附属
病院と県内中核病院等が協
力・連携する専Fl日養成体
の確保が喫緊の課題。

はじめ、協力型

が必要である。
看護職員の妾成、県内定

・中小公立=公的病院の医師
不足は厳しさを増しており、2
次医療に幅広く対応できる鋼
院総合医の養成が求められ
る。
・県内11機関の基幹型臨床

、離職防止、再就
、高度化する医療

の姜 成など、総合的

師確保 に取り組 む必

できる質の高い

看旗職員だけでなく女性医

る環境づくりのため、院
保育所や病児・病後児保

し、医学生や初期臨床研修
医、U」 lターン医師の相談・

・初期臨床研修医を65名以

・後期研修奨励金制度を創
殴し、敦急科、産婦人科専門

養成 確ヽ保を図るほか、
大学に、感彙症専門匿

び神経内科専Fl医の姜成
目的とした寄附講座を設
るとともに、「精神科後

し、精神T4専 門医及び指定

中小↑立公的病院の医師
足解消のため、「大リー

図る。
・女性医師や看震職員が子

ガー医招聘事業」や「臨床推
レジカップ」年を活

病院鶏合店の養成を

働を続けられる

くり推遣のため、院内
書所や病児・病後児保青

施設を整備する。
・高度医療に対応できる、露

150名 以上養成

務等に関するアンケートJを実施し、

、情報提供の希望寺を把握した。
の出床研修病院(11病院)が参加す

「番川県臨床研修病院協議会」の設置運営し
か、「大リーガー医Jを招聘し初期臨床研修
18軍医に対する指暉、臨床研修f8当 事務
の記置支援などを実施した。

精神科キヤリア支機プログラムの検討を行うた
め、精神II医師確保に関する検討会を開催し

・香川大学医学部附属病院が実施する病院内
病児 病後児保育施設の新築年に要する工事

・認定書饉師を希菫する県内の看護e市を対象
こ「認定看凛師教育課程体験講座」を案施t

るためのデータを収集書積することにより、
や初期菫床研修医、U」 :ターン医師のIB

・就葉斡旋等の実施に向けた準備を実施し

・初期臨床研修病院協議会の設置運営やr大

―E」 招聘による研修医療や指導医に対

び指定目を養成が可能とな

・携児・病後児保吉施設の整備により、女性医
宙てしながら働き続けること

ができる環境が螢った。
・県内案施の認定看tE師教育採程の県内受講

ことにより、認定■餞師の曇威

するf口諄等の実施により、初期臨床研修区あ
確保体制が強化された。
・精神科後期研修プログラムの策定・運営によ



地域医療の課題 目標 _これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・大網瞬での入院治僚を要し
|ない患者でも、高齢化や診
療所の需床化により大病院
志向が見られる。
・病院間の連携が不十分な
ため、急性期対応の比較的
人規模な病院遺院後に、受
入れ先である回復期匡薇機
関の選定が困難な状況も見
受1サられる。
・患者力{地元の医療機関で、
症状や容態に応した適切な
高度医療の提供が受けられ
るよう、急性期病院とその後
方支援病院や診療所間で、
連携や診療情報の共有化を
進める必要がある。
・かがわ遺隔医療ネットワー
ク(К ―MIX)を、電子カルテ
と接続させることにより利便
性を向上させ、十分活用され
るようにする必要がある。
・慣性疾患患者や ルヽ ビヽリ期
患者の在宅復帰及び00L
向上等を図るため、地域の
診原所や介IEサービス事葉
者などとのf病診連携」や「医
療一介護連携」を進めるな
ど、地域連携の僣化も課題
である。

| :::|||||||:llil:|||!:||||:|:

1躙
葛

県医師会が選曽する「か力t

わ遺鷹医療ネットワーク(K
―MIX)」 と連携することによ
り、中小病院や診療所とも連
携した患者情鍮の共有シス
テムを整備し、匡療機関の
連携体制強化とともに、がん
や周産期の地域連携クリティ
カルバスの機能も構築する
など有効な機能を整備する。
医燎機間と介護事彙所間

で、患者の診療情報等の連
携・共有1と を進めるため、E
療介護連携クリティカルバス
を構築し、K― MIX上で運営
することにより、ネットワーク
の参加機関を平成25年度ま
でに30機関以上11加させ
る。

・医療運揚ネットワークの整備に向け、中核医
療機関の代表者からなる検討会を設置し、シス
テムの機能事に関する検討を実施した。
・医療機関と介霞事業所間年において、患彗情

群:撻騒 冊激:縮端翻籠
デル的に運用を開始した:

聾櫂鞠難鰹糠
瑠鶏鞘:留完漁翻二

揚滑傷霊禦闘
ス」について、在宅El遣診療所や介護事業所な
どでも活用できるよう体制整備を行うことによ
り、IE僚 と介護の連携が図られる。

叫饉屈■■わトヮーク●o秘  325,900
it,電 饉

“
クリティ

"¨
F“1_ 2o000

u崚 EJl再生II口第■積眼■■    2,000
日餃′フネットワータ菫輛

=来
   40.000

これまでの取組状況 (進捗状況)

への集中により、従来型救
患体制の維持が困難となつ
ている。二次的機能を有する

二次教急医療機
、地域の診 療所それ

J蜆教急分野の中核的区

四口全域からの二篤

り、島しょ部の■驚憲者の
受人体制が十分でない。病
院数地内へのヘリポート壺
備により、より迅速な意者搬

ほか島しよ部からの息
受入れも可能となり、四曰
―の小児専Pη病院として

さらに発揮できる。
・小見医療圏域内だけでは、

ともに、防災ヘリの活用など
、高松E燎日の二次

下、救急搬送体制を強
る必要がある。

的に取組むこととして、二次

、地域における救急対応

の3次散急体制の機能

て、小児を含め

・ハード面の壺■のみなら
、二次医療日ごとに饉療
防・行政が一体となって、

における課題に関する情報
化し、解決に向けて協

る体llを 壼えるととも
小豆医経日からの救急

豆地区にヘリポートを新た

設置するため、n3係慢闘のIn整 を

医療計画上2次敦急医療機関に位置

・高松市歯科救急医療センターの障害児(書 )

支援することにより、2次

・小豆島地域に新たなヘリポートが整備されるこ
、救急搬送時間が短縮される。

・高松市歯科救急医療センターに心身障害児
(者 )向けの歯科診僚機器が整備され、自科載

者)歯料鰺療体制が強化さ



■より、ハイリスク妊婦など
に対する高度医療を提供す
る「総合周産朗母子医療セ
ンター」では通常分晩の件数
が増力0し 、勤務医の負担思
が増しており、産科医療機関
の機能分担と連携、周産期
医療体制の強化を進める必
要がある。
高鈴出産や不妊治原によ

る多胎の増力0などによるハ
プスク妊婦 低出生体重児
こ対 応できるよう、現行再

生計画における総合周産期
母子医療センターのNiCu・
MFlcu等 の増床に加え,他
同産期母手医療センター

や分娩 取扱 医療機 関におい

も、最新の関連機器の差
備などを通した機青ヒ強化が
求められる。

師数の減少が著しく負担が
増している分娩取り扱い医

上のため、各分娩取
医療機関の設備姜備など
支援するほか、現在、県内

に2つある「総合周産期母子
E猥センター」に加え、分娩

多い高松E僚田
に、「地域周産期母手医療セ
ンター」を新たに整備し、周

・周産期医療機関相互の連

=め
、地域 連携クリ

ィカル バスの構纂について

目療情4Eネットワーク構
の中で推進する。

ターを設置、周産期関連機器の整備を支援し
た。

扱医療機関が実施する医療機器やドクターカー
の設備整備キを支援することにより、IR内

の周産期医療体制が強化された。

地域医療の課題 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果 関連事業名
(基金投入韻:単位千円)

の医師等の通勁が
困難なため、医療従事者の

弊、看護師の高齢化
でおり、従事者の確
務痕墳 の改善が求め

られている。
医師の減少などに伴い、こ

れまで回域内で対応可能で
あった疾患への対応が困難

高松医療田年への転
の1曽加や一部病床の

化などにより、病院収支
ている。地域住

保と病院経営安定化
に向けた体制整 備が求めら

病院の統合再編を行い、総

診療 T4目 ごとの

・看l■師の動務環境の改

地域における医療の質の向
上を図る。
・また、島内の病院 診療所
と連携して、地域に根付き、

応できる.安定的な医療
体制を構薇する。

し、本年9月 から新病院の基本設計を実施する

派遣用の車両や貴機材の整
備が万全でないものもある
が、突然の災害に伴う派遣
こ備え、万全な体制を肇える

災害拠点病院においては、
●
‐に対する医療や救饉

に対応するため、平時に施
での備えが必要

であるとともに、行政や消防
などと連携した情報の収集
伝達体制の整備が不可欠で
ある。
災書時における医療提供

題である。特に、災害医療の
心となる2次以上の救急

1病院のうち、平
3年 11月 現在で、11病
未耐震の施設を有して

おり、早急な耐震化力{求めら
れている。

害に備え、県内の災

を進め、両病院
を、現状の42

%から90%以上とする。
・災書拠点病院及び災書派

ム(DMATlに必

病院、消防、行政間
・共有機能の強

や連携体制の構築を図

・災番時に機動的に対応す
ため、DMATを、現状の1

ムから10チーム以上
せるなど、災書時l―お

ける迅速かつ適切なE僚体
制の確保を図る。

支援することにより、災書時医療体



質の高い力くん医療を提
るため.力くん診瞭連携
病院に、移薇の高度化

地域の病院や診燎FF.

質やがん患者の00

'向
上、連携体制の強化

図る必要がある。さらに、
県において、壼備数が全

国でも低位となつている緩和
ケア病棟について、整備を推
進していく必要がある。
(感楽症及び中毒対策)

含む感染症対策で
は、感染症のまん延を防止
し、慈者力(適切な医療が受

うに、感染症指定
医療機関(感染症病床・結核
病床)を中心に、県民が安心
して受診できるE僚体制の
整備・拡充を図る必要があ
る。
また、中毒対策としては、

=門のスタッフを有し、高性能
の分析機穂を用いて、系統
的な毒案物の検査を行い、
中毒の病態解析から情報提

臆離手監醗懸:T
る中毒関連挨壼の中心的

う機関の整備が必

・平成22年度に作 成した五

ん診療連携拠 点病院
て、最新の高度がん

の医療違構を進めて、がん
医療の質の向上を回る。
・三豊総合病院のみに整備

れている緩和ケア病棟を、
5病院に整備するとと
口腔ケアの推進事によ

り、がん息者の00Lの向上
を目指す。
(感葉症及び中毒対策)

性の新型インフルエ
ンザや、高度な合併症ああ

=対
応できる設備を有する

医療機関の壁偏するととも
に、関係医療機関間の選榜
体制の構築やマンパワーの
育成を含め、感染症に関す
る適切な医療提供体制を壺
備する。
・中毒対策としては、毒薬物
に関する調査・分析か
提供などを行う「地域中毒研
究センター」を香川大学医学

こ整備し、中毒関連疾患
の拠点的役割を担う施設を

愛媛県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

愛媛県

字摩医療圏

地域医療の課題 日標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入観:単位千円)

不田重の■口のニス釈EE環
壺Bllでは、執急医■に加え、個

"0摯
凛科においても、達哺人

科や小児科を中心に、E節の滅
少0鶴止めがかれ ず、診環の

休上を

'僣
なくされている毬滉に

あり.E師確保が嗅緊の諫題と
なつている.

=た
、日師りの定■を図るt_め、

医療従事■の手育て支饉体制の

発案を図る必要がある。

臓麟入手の3カ のtlと、日崚囚
こおいてユ●セ

"―
拿務●に

'日
する日昴を姜威する。

R睡ス手に,肛ロヒ1理露E嬌,三手口菫」モEIE
し、その●7ライトセンターを四口中央市●に投●し、
サテライトセンターを地域郷点に田tにおいて静燎菫
爆や7r究 活動、地崚■状■をヽつた.

その他、燿墟E■
=保

センターを餃■し、地摯口療に

,球する医師の■成を回った。

サ7'イトセンターl_、 踵,軽外■、外ll、 J吼■IEE
臓遣し、じ書支■に当たるとともに、日麟内の開彙饉
●への牧0初憲■に出するノウハウ0薇■を行つたこ

哺颯暉目■奎旱

“

E{=い )●L亭菫     205200

また、新しい口師の派遣方式 (書

時

“

E、 サテライトセンター■)を

に無し、日崚内●E椰に対する
に尋やE学生・研修口■に対す
るは■を,うことにより、人材0
壬咸・■保

=回
る。

とで 今後、D●内のE凛贅澪によ凛 急対応が期待
される.

また、今後、地

“

Ilo彙学生を趙正に配置することで、
日,の医師不足解消を回る。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

不口躍 嘔 E環■■に之しいた

め、既● の E饉責頭 を有効 に活

用し、地崚全体でのEIの■E携

眈■の

「

暉菫諄を■勁に君月
し、地崚全体でのE薇の連機が

円滑に行われるための各■●■
を,う。

・■口、口保■猥磁口、E口會、■罠rt豪手で構威す
る「キ諄日麟E薇再生計口権

=撻
:1全■,Eし、暮

生ll口に
=づ

く取組みを円滑に■施するため協llを

lrった。(22年度il回、23年
=:1口

)

県饉料E昴奎都市支都と地元●‖診環所が連携し、
日

“

・●や軍浸 り■■1寄する口芭ケアを籠
`す

るた
め、3齢●■の在宅饉‖診■を■施するための必I
な機口0■入についての■助を行つた|

・■三計口にoつく取籠みのこ●メ況のロエ、計□の
見Eし・鰺■●関係

=同
での調整力(可能となる.

・311● 書たきり■●に対する●宅歯料81●の詈及
向上●IttIIされる.

星健E燎計田推進●彙■      4,000

を円,に行う0■がある.

口■●II● ●餃n壼由●彙,     1∞ o



これまでの取組状況(進捗状況)

患者の8割 以上が軽症筆者が占

、また、口域唯―の初期

ミな検姜饉鵠‐施設尋を備え
なヽいことから、急愚医薇セン

ターの城r● 、迪営体制年の見直
しによる[初期救急医薇饉籠の強

また、本田域では、4病院の■
.で二次教■医療を実えている

いずれも 中小規ll病院であ
り、0書体前の確持が国鮭な状
滉になっているため、二次紋急目
療を実足的 持続的にEえる『中
じ的な医療機関』を摯僚すること
求められている。

tの強化を回ることに,

|の 初期救患医療体制
二次載颯嬌院の■植

老:ヽ 化したロセンターの■彗えム

二次獄な医薇檀間の餞霰■ |●強 1ヒ のため以下の事

②二島E豪センターの中央監視簑奎、地下■■
=軟

C四口中央構映071ヽ児 日達期:ヨしや がん治颯及

来のための目素■0曇ロ
④三島餞療センターの,項 目自動血鍼分析姜置苺

●

=急
E彙織関のコエ員鬱薔発用賛材(テラシ、冊子、

マグネット)のマ市よびt:t薔発のためのIE洒象22●
瞑 0口 .23年度 30)を聞籠した。

化が期待される。
コンピニ贅おのlm制 ●による二次救なこ薇敏間の■

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額 :単位千円 )

本県では、自E大制度のもと、地
熾匡資を支える日合日の育成に
取り組んでいるが、薇第年霞を書
7した医師の3分の1は、県外1=

|.出 しているよ況にある。
そのほか 瀬F内 4県の難島E
燎を担ってをた巡回

"凛
船済■

丸は,朽 (し が進んでおり 事実
経読のためには、新P.へ の更新
が曖然の臓饉となつている。

場治目の県内
=着

促進と地域目
燎を担うい合目の奏咸I● 向けた

=層
体制を‖民するための春●

事案
=実

施する。

百罰∫国における=県出■E師と県内E傑関係●との
■流を口るためのセミナー■の開籠した。
県内へのUターン●を機計しているこ師をヽ ユ|=県内
医療薇円の視察,を買たした。

ン■が期待される。
51001

※全県事実のため、日EI崚 に●1/211上

r"囲■〔口::,愴 ■■■u■ ,="“●■,      250¨

※全県事業めため、日回崚に各 1ノ 2針■

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入饉:単位千円)

本県では、II●崚E■宇語E」 を
開験し 彙最大学E学部生を対
緑として地城E薇霙詈年を通じ

菫職入費 の理暉のもと、IBlス

学に県からの書腑による●円

“
Eを設置し、lettE凛 に関する
研究によるE薇In壇 のヽ■ E
薇レベルの向上、地崚住民の健
康増遺を通して地城社会0活性
{ヒ

=目
指す。

EDI力1退モほじの早菫の栞ヨや理床研

「

■曖■の強
|しを通じ、ltttEit担うE師の■減を回る拠点籠般
として、■鰻大学医学m内にr地城E■支撮センターJ

[地崚E■早EE」 [t,載なE量学誦EJ]地域E薇
再生学田E」のほか医師のキ雀圏床薇青颯能を担当
する総合EB床研修センター、口師や研修E、 医学部生 X全県事■のため、日口崚に01/2rt上

地域医療に■はする総合Eの■
咸に着手するとともに、■に、新
たに、「地域救急應燎学講座J入

び「地城医療再生学請EJを開餃
し、学生や研停C●

"青
,を,

いつつ、地域の医療連携による
敲急匡薇や専門診療機能の強
イヒにも取り組むこととしている。

を奎口した。 が地崚E薇に●■な技籠●を修■するトレーニングII

臓年が一槽EEされており、大学の持つ人的ネット
ワークの活用、申生の実彗、饉床研修糧

“

等の強化を
通し、地

“

E彙を担うE獅の■成が回られることが期
待される。



愛媛
]の場鼈 軍昇3亀霧罵名憲押

及び成果 愛媛県

人幡浜・大洲医療圏

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(3金投入額:単位千円)不螂IEのコ数の二次取,E漂

機関では、救tE置に加え、個
男1のじ蒙いにおいても、建蛹人
14や小児科を中l●に、E師の議
少の歯止めがかからず、診編の
体上を余置なくされている状況に
あり、E節確保か口緊の諫設
なつている。

晰しいE師の派遣方式の構築
里理天子に,暉嬌巴:増 嘔薇■日薇手綱EJを L●置
し、そのサチライ

「
tンターを市

=Ate浜
総合病院に■

菫し、,薇支爆や研究活動、地
`責

獣■を行つた.

その他 地重医療支担センターをよEし、地域饉薇に
■球する医師め書威七日つた:

蟄澱 理 鵠 子鮮 蜘
姜

[:まふt:f暑 ,す
瞳飾遺が戯

:Eと
して定■,苺

島橘鵡 業朧
を適正に配置することで、

(腱域散急嘔薇学躊座』(寄IF“

殷菫尋)のもと、濃EE師による
炒療支提のみならず、日崚内の
医師に対する救●_初燎0藪授
や、医学生 研情目■に対するよ
宙を行うことにより、崎マ贅昴を
活用した新たな人材の■威や電
保を図る。
その他、地域E■を担う●合E
の姜蔵と燎内定着促tのための
暉In彗 口を回る.

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

菫■のE猥貫‖モ■動に后用
し、地崚全体でのE凛のユ構が

円■に行われるための各la事業

,疇、間,■ E環璽口、E昴舎、t民代
=辱

でl■ 成す
る「人情手 大‖□崚目藤対策tall全 」を

'こ
し、再生

ll回におづく取IBみを円滑に実おするため協籠を行つ
た。(22年艦 1回 、23年度 12回 )

県歯‖E師奎都市支都と地元饉科じ熙籠が題慎し
高籠者や雲た書り●●にヽ する口座ケアをIE進するた
め、高ま薔●0●

=日
F4診澤を

=龍
するため0必要

な彼語の猥入についての●助を行った。

再生ll口にユづく取組みの進炒状況の機肛、It口 σ
見直し

"工
●間係

=間
での調整が可ILとなる。

富齢■ ■だきり者●に対する●宅●140薇 の■■
向上が期待される。

保腱目燎‖回推進事業■      250C

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位干円)

う体IIが十分でなく、二次執急E
晨祖間にかかる負担が大きい。
また.各E薇糧間の役割分担が
明確でなく、自腱間で■籠分化が
でせていない。
このため、口l●内の3地区の区
崚を超えた機能分担とこ鶴を棧
討する必要がある。

ス調■,不日霰閻●5センターそ騎たに奎両し
「

_.

・救急思IEの ■症度を判断し 謗書の優先 IIIを決め
るトリアージナースを■成した。

苺工●●の受,ILとなる初期篠急医療体制0拡充・
強化及び二政救患饉凛螢間の■担母菫が日 れヽる。
日崚内にトリアージナース(散急■E2定書鼈

")がEEされた。
日,内の二次散急巨暉社間における0薇u籠分担

辮 鶴 朧
牛

‐ 次蘇急口彙体

"0
また、24年 度より晰f_に ′ヽ輌浜地区と大洲地区で二次
憮なの広撃輪書体制力颯 縮された.

・ヨンピニ晏

“

のlmll● によるこ次秩急口燎機関の彙
IB饉滅汲び口崚における教,E量体制ついての住民
向けの日知が口られる。

い }505100
・こ次散急E療機||で謗瞑科目単位の広城||な 晏IE

分担を回るため、各機関に対して投憐奎■に蘭する機
動を47つた.

敦忠E豫曖関の■■受摯啓発用責村(かかりつけE
カード、啓発用ll子)の2市ユび□電の教■饉薇体●l

●0日 知のための住民懇話会をll住した。

区燎施設施

`整
備事集■     150010

日■施餃耐菫化壺備事業■    250000
E■施投餃備整備事業■    102031,

これまでの取組状況(進捗状況)

支鷹を回るためのセミナー●の腑僣した。(22年度)

県内へのυターン年そ棧計しているE飾を対象に

'内E競を開の機■螢を嘉施予定。(23年度)

ることにより、当麟ネットワークを活用した地域臓饉

7した医師の3分の1は、
ている状況にある。

、滅戸内4颯のL■ E
て,た巡回D■船層生

※奎颯●業のため、画日崚に,1/2酎 ■

※全颯●菫のため、ロロ崚に各 1ノ 2計上

地域医療の課題 目裸 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

不県では、1●●E無甲BEJそ
開殷し、壼最大学E申都生を対

ユとして地崚目燎案雪●櫛 じ.

口贅ス早との選

"の
もと、同大

学に鵬からの書備による辱円E
饉を餃●し、地城巨線に関する

暉師派遣そまじめ宇
=の

■3や嘔床研輌■■■0"
化を■じ、地崚E臓を担うE鋼の■咸を口る拠点た殷
として、,爆大学燿学部内に「地域E療支援センターJ

を肇僣した。

|●●E優甲B腱J[地嘔取8E●,疇■J[地墟E彙
8=学疇座Jのほか餞師め車螢鱚床薇青織鮨を担当
する●含鱈床研修セ

"―
、E"や研修日、医学部上

が地球口薇に必晏な技籠●ビ俸||するトレーニング鮨
投手が一倍配置されており、大学0持つ人的ネット
ワークの活用、学生の栞口、饉床軒0●龍等の強化を
通じ、地

"E■
を担う医師の壺咸が回られることが期

●される.

X全廉●彙のため、日田摯に各1ノ 2計上

地域E薇に■薇する0合Eの■
威に■手するとともに、二に、晰
たに、「地崚,3日壼学臓座J■

びr地崚医颯再生学

“

座Jを 18腱
し、学生や研修Eの仕■■を行
いつつ、地域の目豪菫佛による
PA急目晨や

=円
診饉栓籠の強

化にも取り報 t・ こととしている。

研■によるEE■■の発案.E
康レベルの向上、地域住民の健
康増遺を通してlet社 会の活性
lヒを自指す。



愛媛県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

(医師 保 )

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況〈進捗状況)
これまでの成果

(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入予定誦:単位千円)

いては、■成10年 以降、松山田

曖m● 足ヽにより,環 賢 厖が 厖下

した痛け を,撮するため 、広く県

内の目彙糖田(開 彙医●)のLa
力を得て、広嬌的に医師を派遣
する体制を構築することにょり、
地重の自察体

"の
総絆を図る。

また、県内で勁務する誕床研修
医0確保やE師の負担長工のた
めのE薇クラークの姜成・確保と
ともに ■lR師 保

“

飾 助鷹師
33康機籠基師の姜威や費菫向
上に取りtaむ。

菫
'医

墨
=饉

供するEモ畿関辱における目昴不足を
実糧するため、開彙Eキの

`力
を得てE師派遣を行つ

た。
・県内どの地崚においても●7●が受けやすい体制を奎

"し
、県内の■重議員の電保及び層鳴力0強化を国

るため、彙尋県■麟11会が実幅する地■■饉力・t化
●察に対する経費●助を行つた。

EE"民退システムか足置す0ことにより、医師不足と
なっている[礫,00の 支捏が進み、こ思不足地城にお
けるE凛提供のi葉が回られるものと期待される。
県内で動務するE師や■饉昴、保健師・助建節・餞床
横奎技師の奏膚や賢質向上が■待される。

‐――…………・ヽ・●●●●‐‐●●,`    23● 311

魃薫耐F=覆傾万ズ軍栞貫    14,OO

… …
面 ●●●●x,■・●●●●●|●,  13333

■
=■

匡療クラーク養屁支撮事彙贅    00,11

少しており地域医療を担う人材
の電儡や医師の地域償在0是
正を図ることが聟緊の誤題となっ
ている。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入予定額:単位千円)

められる運籠体制も時 るヽことか
ら、熙られた医療☆籠を有効に
活用するため、地摯の4寄 12に応

二次E猥国ことこ.地燿の医療
貪露の毬滉や0性をおまえ、都
市E飾全、晨驚機関、F政■の

遭機により臨席撻性体制の情策
やえ察 強化を回る。
また、IBttE僚連携体制を支援
するための甚螢奎■として、E薇
情報ネットワークシステムの菫憫
に取り組む.

地
=ほ

栞3=計画に尋つき、二次E澪□ことに 地
嬌のE颯資源の状況や特性を諄まえたE療壼構体制
の構策を回つた。
ヽ亭申地域IE腱 相後建腱の強 {ヒに関する0■ (手

暉日崚)、 広lt鳳療適格型心血守苺改予財システム開
発

`凛
(′ ■ヽ滉・大‖日域)地域リハピリテーション綺

棗を目指した嘔携檀進軍童(宇和島田嗅)など.

二,疇離□ことの理重のE瞑■謳の状況や41性を諄
まえた、関儡

=0理
機による医療提供体用の情贅や

え栞 強iし が国られること力(翻待される。

■瞑田1:●●■猥こI「u賢■■j1    125つ 00

嘔

“ "ほ
ぼ 死 OⅢ 3Rr   45 111

の医療間儡者の連携強化に取り
IEむ必要がある.

これまでの取組状況(進捗状況)

により ,急医療体制の結絆か
困難になっている地域も見受けら
れ 11照 の医療を支える中核病
院の

'i強 `し

を図るなど、救急
饉薇0詢 崚を食い止めるための

ヽえを旱息に議じることが強く求
められている。

二次款な医燎薇関のIE薇 饉墨
■の餃摘奎●を1予うことによリ
地●0救急医療体制全体の資
it強 化を回る。また、県内全崚で
リボートを肇備し、ヘリコフター
息..勁の円滑化を図ることに
り、■ なヽ患著に係るヘリコプ

ターを有し、高E・■門瞑療躾能を絆つ■院0餃債を
奎● 拡売することにより、颯全敲での救t体制OE

ため ,和島市,が
`テ

う格崚 摯
"蟄

IBに

る(月 防嗜■ヘリのドク,一ヘリ的運用を行う,こ と
、技急愚電のな衝

=の
向上、後遺定の嗜減●を

対して

'動
を行つた.

医師■が層肪防災ヘリに搭彙してヽ■■■に出E・

し 毅●攣急1綺 置●を行つた上で患會
=困

療牲間に,

E薇■薔■の■■奎口tiラ うことにより、地域のIAt
E霰体制全体の機籠強化が□られることが期けされ

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入予定額:単位千円)

瞬
=丸

は、

“

謳以平、三瞑に
=まれない地崚住民の区燎のな保

に努めてきた力t、 ″航饉20年が

経過する■4T船 (露 3世■)につ
いては、老朽(ヒ が選んでおり、■
彙継燎のためには、斬船への■

斬及び医療■霊年の奎僚●t喫編
の課題となつている。

●■■ 1こ対して勁屁を行うことに
より、離■における経続的な受薇
機会とluttE篠に従,するE綺
の晏成機会の確保を回る.

口雪■■云人昼臓F口お二■か収りHC前
"ヽ

昴41E
■)のlalE及び医凛燎●●の壺■に対して、間係4県
(■爆、同山.広島.■

"Dが
共同で構助を行う予定.

(H25年層)

輌 ヨ :‐ お 17●IE枕 口 IJヌ爆 鷲 言 と犯 罐 曖 凛 に ■ ,,
るE師の■成社会のほ屎を図ることができる。

20.000

るとともに、櫨郷 L

ため、本県では、8饉 所の災薔拠

点属院が中心となり 災薔医燎
が適切に提供されるよ

う、取り組みが違められている.

近い,黎発生が懸きされてい
る東南濤 南閣地震に備え 災詈
医薇の確保に向けた対策を―層
lt遺する必要がある.

・■海地笙J■の大規根災
県下全災書拠点■腕が

る体●llを

"離
し、もって

=

市立′ヽ嗜浜総合

"院
、市立宇和島輌院

DMATの 恒結強化に必晏な級憫 櫨譲■を奎債

り、県民の生命や腱晟にとつて■

、がんF_者やその察族の切
をヽ受け止め、その立場

に立つたがん対策を、一目性遺

察麟総合
=眼

センターの
がん患奮及びそ
る支饉やがん

"環材青紋を国る。
た、tl和 ケ7E薇体●Iを EIn
るとともに、その均てん化を回

経和ケア病薇の奎■に

その結果●をもとにモデル●彙に通する
、モデル●彙立ち■げのため

がん思■の鴨やtようだいを,0つ子ども0不安や緊

るとともに、家族のコミュニケーションのR
びがん●■●身0■饉騒減を図るため、四国

る院内子ども見学会及びキッズ

欠な人材の■咸、緩和ケア●燎体制の■員の促遣



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

員確妻居品雪罰昌獅″議重
が不可欠であるが、再編統
合して新病院を整備するに
あたり、単に施設避備を行
い、大学医局に医師派遣を
依頼する従来の方法では匡
師確保は不可能であり、新
たなコンセプトによるシステ
ム構楽が必要となつている。

・安≡地域の医師確保のた
め、新たに整備する県立あき
総合病院を、病院CP吉成を
含むキャリア形成拠点となる
ように整備する。
・県立あき総合病院と日域内
の施設間の役割を明確化
し、それぞれの機能展D3と地
域連携により、安芸保健医
療圏の地域臓療再生を図
る。
・全県的な中長期的な医師
確保対策事業を実施するこ
とにより、医師特に着手区飾
を安定的、持続可能に確保
する体制を構築する。

療院CP年のキャリア形成拠点となる新県立病
院の整備を支援した。
・病院GP姜威プログラムゃ拠点病院間ネット
ワーク壺備のための検討会の開催した。
・指導E資格取得のための研修支操、指諄医
の招時、確保を支援した。
・医学生・研修医の研修支饉、及び醸床研修医
の確保のための事業を支援した。
・専Fl臓等資格取得のための支褪、及び先進
的医療機関への留学を支援した。
・コメディカル職員の研修支援、及び認定■讀
師等の資格取得を支援した。
・県内医療機関への医師の統彙r掟・広織活
動を実施した。
・高知地域医療支援センターを設置した.

覇院GP野のキャリア形成拠点となる新県立病
院の整備
・指導医責格取得 9件
・
=「

1医資格取得 56件
・認定看饉師責格取得 lo名

・県内初期臨床研修医採用機
H22:41名 → H2339名→ H24:50名

初ヽ期臨床研修修7者 の県内定着準
H2217'%→ H23:,0%‐ H24:81%

・県外からの医師の招聘 6名

霊皆檄
リア姜成

23691田

高知E壺再生機ll遺帥 葉  152.000

高知県の地域医療再生計画のこれまであ実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

高知県

安芸医療圏

高知県

中央 高ヽ幡医療圏

医師

高知県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分 )

(医師等確保)

地域医療の課題 目裸 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

再生計画に定める施策の前
提になる医師確保に必要な
散冑研修拠点の整備が必要
である。

若手医師にE力のあるキヤ
リア形成環境づくりのため,

研修拠点を整備する。

医師琴医療従●者の電舎及び研修センターの
整備を支援した。

・3知大学匿宇部に研修拠点施設が整偏され
た。
・若手医師の県内定着が促遣される。

罷壼霊稲婁覆]質
拠点

  1,。00,000

これまでの取組状況(進捗状況)

け入れ匿療機80の■担が増
|るなど、地域における救

つており、急性期E環を担
う医師の確保、病院前敦置
の充実、ヘリコプターを活用
した救急E書体制及び広城
匡薇遠携体制の拡充等が嶼
緊の凛鶴となっている。

・教急教命士の数:230人
・敦命救急センターの軽症患

・敷急E療に従事する医療関係者に対する技

・敦急医療の適切な利用毎についての広報軍
業を実施した。
・爾海地震対策として、医療救蹟活動に関する
研修・樹1練を実れ た。

・災書臓療救餞活動に必晏な資機材の壺備や
日本DMA研修への多加に要する籍■を補助

・教急医療体制の実情についての理解の促遭
が見込まれる。
・大規格災書時における、災書対応能力の向

関係横闘との連携などが図られた。



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今 後期待される効果)

関連事業名
(3金投入額:単位千円)

圧t4・ 圧姉
^科

医、
“
児`■

医、動産師等の人材確保。
・身近な地域での出産猥境
を確保するための産T」医療
機関の確保。
・同産期医療のネットワーク
の充実に向けた.一次、ニ
次、三次の各医療機能に応
した役割分担と、それに基づ
く連携機能の充実。
.新生児死亡の濠少のため、
妻因の1つとなっている胎児
の適切な管理・評価に基づく
早期母体搬送や新生児lll送

が確案に実施できる体制の
ヽ実。

・局jE期 ,LE■5手+コ 出ヽ
生1.000あたり):全国平均以
下
・新生児死亡撃5年平均(出

生1.00tlあたり):全日平均以
下
・12二未満の母子手帳交付
旱:9096
・未受惨のまま分岐のため、
あるいは分娩後に初めて受
診した妊農婦数:平成19年よ
り減少
・MFICu病 床数:3床以上
。NICu病床数:18床以上
・分娩取り扱い医療機関のな
い二次保健磨療目:0

姜群蜃農輩翼
施設・設備   :縞

国産期医療確保事業     3,000

これまでの取組状況(造捗状況)

民の小児医療に対
る意 臓が変

`ヒ

する一方 、

の小児科層が減少し、
医師の年齢も高齢化するな
ど小児医療の提供が難しく

・崎番病院課夜帝曼診番 (1

日あたり,10人 以下
高知市小児急患センター及

児科病院群輸番制の維

・地域の医8凛尋の協力により小児医療提供体
るために行う研修等を支援した。

・少ない症例の疾病の小児の受け入れができる
廣医療機撃を奎備するようにした。

環嵩犠畠胴魏電馴計腫計銘
るようになる。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(3金投入額:単位千円)

中山間地軍においては地
域医療の維持のために地域
ケアの観点からの総合的・―

体的な施策が必要、在宅匡
療の取組みが相対的に運れ
ている。
都市部においては在宅医療
推進の基盤螢備や人材育成
が必要である。
・訪問看護ステーションの経
営規模が小さく、ステーショ
ンの運営・管理や看歴技術
の向上うについて支援が必
要となっている。
・在宅歯科医療遠携体制を
進める上で必要な在宅歯科
医療機器の整備配置が充分
でない。

・
"北

甲哭属職に,E期医療設JRの最憫を
行つた。
・仁淀川7Tt崚 において、医療機関間、医療と介
霊の連携強化による円滑な在宅移行の仕faみ
づくりを行った。
・訪間■鰻師62名 、訪間薬剤B薔 201名 の養成を
行つた。

訪問暑護師:H2220人 、H2342人
肪間桑剤師:H22114人 、H208'人

・県民及び匿猥従事者向けのフォーラム・研鰺
会●を開催し、在宅医縦に関する理解を深め
た。 蓼加者304名

・H22年臓 5麟科匡院 ●H23年度 4歯科医院に
対し、機器肇備の補助を行つた。H24年 度は 6
歯科鷹院に対して補助する予定。

・薇北地域において二次救急E晨を提供する体
制が整備できた。
・在宅医療を担う人材の育成、多職糧による通
携力`進み、自宅で嫌養できないことを理由に長
期の入院や施設入所を余儀なくされていた患署
が、自宅等で生活できる地域が増える。

・在宅医療及び訪P・1看護ステーションについ
て、広く県民に知ってもらうとともにE晨機関や
肪闘看饉ステーションで勤務するE燎関係者に
対し退院膀姜の必要性を認識してもらう。

・当県は、在宅歯科医療の推進に取りlaんでお
り、そのための機器の整備も計画的に進めてい
る。
・貸出を前提に補助しており、補助制度を活用し
た機器整備は、今後の県内全崚にわたる在宅
歯科医療の提供時に役立つものと考えている。

施設・設備整備事業     22.000
IcTネットワーク構築事業   68.588
E薇仕●署●レベルアップ●●    22128
肪問暑眠体制壁備支根事業   29433
lL4饉猥■■,刊 壺憫支限事実   23フ 43
嶺北地域医療再生事業   89,フ 82

“"包
精ケアシステム|1奎 o■    45257

モデル研究事業       9,ooo

E練普及書発事業    7,89

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果 )

関連事業名
(基金投入額 :単位千円 )

精神科救急や身体合併症、
急性期重症者や措置入院、
児重 思春期の精神科治療
を行う中核的病院の中央E
療日内への設置、民間では
確保が困難な精神科医療の
確保が必要である。

課 題解スのために、高知医

療 センターに精神科病棟 を

整 備し、平成 24年度から運

用を図る。

H21年度 基本設計  H22年度 実施設It
H23年 3月 ～H24年 3月 精神科病棟施設・設備
整備

平成24年 4月 薔知医療センターこころのサ
ポートセンター開設
・精神T400床・児童精神科14床を整備。
・民間の精神科携院等では対応の困難な、措置
入院や身体合併症のある者などの受け入れ。
・児童 思手期の精神疾患の専門治療や、児

=福llt機関や敵育機関と連携しこころのケアが必
要な子どもの診療などを実施。
・民間病院や高知大学と連経して饉床実習の場
を提供。

嘉懇極構躍
―精神科   50,000



高知県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

高知県

(医師等確保

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

君手嬌帥の百屁と定看の対
策を進めてきたが、その効果
が出るのは数年から10年程
度の期間が必要である。そ
のため、短期的に直接の増
員効果が期待できる新たな
医師確保対策の実施が必要
である。

早期に不 県地域医療に従事

するに合市を確保するための

・医師求人耳F5サイト
=を

活用した医療機関の
リクルート活動を支援した。
・県出身医師への定期的な情報提供を行つた。
県内での動務を希望する医師を一定期間薔

知医療機構で雇用し、希望するL攘横蘭へ派
遣する事業を実施した。
・高知県の地域医療支援を行う寄附tr座 を県外
私立大学に設置した●
・県外,から赴任する医師の処遺をは薔するた
めの研修修学会を費与した。
・児童精神医学分野の世昇的権威であるス
ウエーデンのヨーテポリ大学のギルバーグl● 士
を本県に招聘し、県内医師に対する訴濱会をF3
催した。
・小児T4医靖 神科医を対象とする診断・治療
の最先端技術に関する学習会を開催し発還障
害尋P3医を甕成した。

・餞Hの雇用する医師の派遣 2名
。地域赴任医師への研修修学金賞与 05名
・県外から赴任する医師の増加
・ギルバーグ博士招聘 H23"15～ H231120

(この間にIE接指導を受ける)

・ギルバーグ博士請演会 H231110開 催

"彙
を1県内のぼ療、景12.41祉 霰青性「R円偏看

チ
"=賦

:150名
。第1回高知小児精神神経発遣研究会

H2■1 19na催

・ヨーテポリ大学への医師派遣研修
5名 H2431'～ H24324

平成24年度から
'日

知ギルバーグ発達神経精
神医学センターJを設置
共同研究の実施、セミナーの開催などを通じ

て発連障害専Pl医 を養成していく。    ,

とにより、地域医療が現在必
要とする即稼力としての医師
を確保する。

これまでの取組状況(進捗状況)

、本県の小児散急その

まつている。
・早期の教命措置の開始に
より救命率を向上させ、また
後遺障害の発生をlE滅させ

先(救急騒療機関)と搬送手
段の選択、搬送中の救命措

ルとコーディネート
力句み要である。
.特定の高次救急区薇畿聞
に愚書が集中していること
、医師を含む医療資源が.

の処置に■やされて
るとともに、二次及び

二次の救急医療機関が本来
の機能を発揮せ ていない。

と小児救急の崩壊を防
止する。
・教急搬送時の救急専門医
による直接的メディカルコン

ル体制を相置し、県全

の機能を完全に発揮できる
体制とする。

初期敷急巨療施設の内の
ンター強:1-2

・四万十川急愚センターの整僚による同地域の

'ス

デム薇憂
=彙

~~  97.058

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

現lTの NICu翔床颯(18床 )

は国の設置薔●数を満たし
ているが、本県では全国に
比べ低出生体■児の割合が
高く、新生児死亡・後遣障害
の低減を回るためには、NIC
uをさらに充実整備する必要
がある。

二次周こ期E環薇間のN:C
uの充実を図る。
高知目廉センター

9床-12床
高伽大学塵学部III鷹 病院

6床‐9床

周慶期医療体制整備
=業

  フ3,635

138



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入観:単位千円)

は、重陽者手を県外の底栞
施設に収容することが必要と
なるため、大型ヘリコプター

=を
使用した広域医療搬送

を行うことが必要であり、搬
送拠点に設置する臨時医療
施設(SCu)の資機材の早
急な整備が必要である。
・広域医療搬送拠点をフォ
ローする拠点病院の1つが
ヘリポートを設置していない
ため、当該病院に域内搬送
用ヘリポートを整備し、円滑
な域内搬送と広域医療搬送
が実施てきる体制を確保す
る必要がある。
・入院愚者並びに医療従事
者の安全を確保するととも
に、大規模災害時における
匡瞭提供機能の維持 継続
を図るため、医療機関の耐
震化を強力に推進する必要
がある。

口
^υ

A[Ⅵ Al●粉ルゥ栞疋
のSCuに配備 すべき費機材
の福準例に掲げる資機材
を、県内2ヶ所の広域優療搬
送拠点く宿毛市、南国市)に

整備する。
・広域医療 t・2選拠点をフォ
ローする拠点病院でヘリ
ポート未整備の病院に、雄
内搬送用ヘリポートを整備す
る。
・医療施設の耐震診断・設ll
及び耐震4ヒエ事の実施を支
援し、耐震化工事未実施の
E瞭施設を減少させる。

躍騨翼型
繭躍 269β 22

需炉競

―
医療施設耐震イじ促遺事業  22β 71

[環
機関災薔対策支援事  165,552

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(薔 金投入額 :単位千円 )

がん診環連携拠 点属院 が

中央医療国 に集中している

ことから、帽 多医療 日に拠 点

病院を登 備す る必 要があ

る。
・がん診療連携拠点病院の
治療機器等の老朽化が著し
く、機器の整備をする必要が
ある。

・IB多曖猥日にかんじ薇E
携拠点病院を確保する。
・がん鰺療連携拠点病院に、
がん診療機器を整備する。

がんじ燎理拐拠点憫瞬の籠定要件を濤たすた
めの条件整備に係る経費を補助した。

・幡多医療日にがん裕薇連携拠点綱院が整備
された。
`がん診薇遭鶴拠点病院の診療機能強化力境
込まれる。

かん臓僚陣1じ子栞     510,902

悽性腎展病(CKD)思 署の症
状悪iし を防ぐため、県下のど
こでも檬卒的な治濠を受ける
ことの出来る医療体制を構
築し、透析思者の増加と警
不全による死亡者の増加を
食い止める必要がある。

CKDの 早期発見及び、CKD
惨療連携拠点病院(仮 称)等

の専「
'Eと

一般医の連携に
よるCKD患 者の継続的フォ
ロー体‖を構築することによ
り患者の症状悪化を防上し、
新規に人工透析を必要とす
る患者の発生を減少させる。

暑り菖環5甲
KD)対 策推

    25,000

・官民を問わず医療機関の
施設肇備を可及的速や力ヽ こ

行い、より県民ニーズに合数
しかつ安全な医療サービス
の提供体制を整備する必要
力
'あ

る。
特に、老朽化宇により医療
機能の発揮に支障が出てい
る医療機関については早急
な改善工事の実施が必要で
ある。

E燎施設の近代化や耐震化
などを推選することにより、
県民に対する良質かつ安全
な医療の提供を推進する。

医療提供体制施 設整備受付金 の漬饉に対する

補壇を行った。

国庫補助金の減額分が補編されたことにより、
見込みどおり施設整備が実施された。 :露

鷹骰近代 {し施致整備   15,718

医療施設計農整備事業   14,836

県民により良質な医療を提
供するためには、院内感染
対策対応能力や思者との信
頼関係構築能力など、県下
全ての医療機関に求められ
る基礎・基本的能力を向上さ
せ、全ての目者が安心して
医療安全を受診できる体制
を整備する必要がある。
また、入院患者等に対する
口腔ケアを充実させ、誤哺性
肺炎等の発生を防止じ、全
ての人院患書が安0して療
養を続けることが出来る医療
提供体制の整備を図る必要
がある.

院内悪梁対F能力、思者と
の信頼関係構贅能力、入院
愚者守に対する口腔ケアの
指導能力などを向上させるこ
とにより、県民が安心して安
全な匡療を受けることのでき
る医療提供体制を構築す
る。

・隣内悪彙研修会を冥謳した。

・医療 対誌仲介を養成講座 、施設 管理者の研

修会 を実施した。

・医療轟関の院内懸業に対する意臓の同上
・医療対籠仲介者の姜威  : 院内感染対策研修事業    1,842

畢棄
対露仲介者姜威講座   1.662

尋麗[]こ
精通|た人材    4,500



福岡県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

福岡県

京築医療圏

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

比較的医療資源に意まれ
た福岡県においても、恒常的
な医師不足など地域の医療
贅源の不足が顕著
看壼師が、就職先を都市

部に求める傾向が顕著と
なつており、看護人材の安定
的な確保が困難

E帥研Eフログラム●によ
る地域における安定的な医
療体制の構築

地元定着の看霞ltiの確保
および離職中の■護職員の
現場複帰

EttBIIを 有する大学に0大学に寄附講座を設
置

医師不足の医療機間に医師を派遣し、商
医師不足対策とあわせて将来地域医療を担う
医師の青成にも貢献

寄附講座設置事業     320000

■護学校学生に対する桑字金制度を11設し、
15名 に対し新規貸付

電朽化した看饉学校の改築着工済

護軍義製異置蟹臨 虜お嵩玉l雹
産・盲児等で離職中の議在モ饉師の41帰を図
ることにより、地域における看護人材の安定的
確保に■献              1

書置学校奨学金事業    39,240

翼
腱師椰場復帰支

摯
事   27.600

看饉学校改築事業     200.307

これまでの取組状況 (進捗状況)
関連事業名
(基金投入額:単位千円)

用する観点から、医療機関
の連携体制の向上が必要

不ツト.ノ ークの■受に l●lけ、螢
について関係者間協議の実施 が可能となり、在宅医療の強化にも寄与

地域医療の課題 目標 'これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

二次救急医療機関が2ヶ所
しかなく三次救急は他の医
療日に依存するなど救急医
療体制が詭弱

急患センター等の機能強化 思慧センターにおける耐用年数の経過した緊急
度の高い医療機器を買新

急患センター等の改築に向けた設計を実施:京
都地区では着工所

老朽化した急患センターの改築・機能強化l‐ ■
り、地域の初期数3区僚体制を確保

軽症患者については、急患センターで対応する
ことにより、限られた二次救急E療機関の負担
を聡漱

急患センター寺整備事業  1.100.593

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額[単位千円)

地颯の限られた開 栞医晉

の医療資源では、在 宅療 姜

の経続が 困難

在零医環の推遣
(受 入人数の増)

医療依存度が西い在零療贅看が日中週所でき
る場を新たに開設し運営

こ彫振奮書の受け入れ人燿を増やし、自宅で
生涯を終えたいという愚者の声に応えた在宅療
贅の継続に寄与

介II家族の負担を組和し、在宅燎姜者の生活
の質の向上に■献

デイホスピス強化事業    91.133



福岡県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分

'

福岡県
八女・筑後医療園

医師等確

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千日)

此頸的医療資源に恵まれ
た福岡県においても、恒常的
な医師不足など地域の医療
資源の不足が顕著

女性医師、な護師毎の離
職防止のための就業環境の
改善が必要

産科苺、特定診僚科におけ
る医師の確保

女性医療従事者の確保

医学部を有する大学に3大学に寄附臓座を設
置

医師不足の医療機関に医師を派遣し、現状の

医露お曇震歪t異懇
せて将来地域医療を担う寄附講座atE事 業     307.500

久留米大事の地域枠の字生に対する奨学金制
度を創設し、8名 に対して新規貸付

地域Ittの 設定による入学定員増に対応した、
教育環境整備を真施

+双28年層以降順次卒業予定のItt枠 卒業
医師の確保

量彙質
師
T保

対策奨学    40,800

異す
鎌孤盤牌 l188田

ヌEE猥 征●者の積
"促

還 、出濯・百児による
離職期間の短縮による人材確保

糞
同Et児所施設整備事   61,319

これまでの取組状況 (進捗1大況)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

聞遠事業名
(基金投入額:単位千円)

ニス翠尋区燎確関の颯
在、山間へき地の地理的姜
因年により、運遠な救思医療
の提供に支障

地域の中核的な二次教急医療機関の医療機器
を整備するとともに、施設装備に向けた設針中

中核二次救急医療機関の整備・機能強化によ
り、数命率の向上等に寄与

警露

・災書E瞭体制整備 9“ J9

1呆等

●L撃リエ,7●口
"竹

ほ球硬口り■■T‐・lCuて
整備

EI距円に,い 目餃禾逐看そさむ精神科救な思
書の早期回復、利便性の向上に寄与

需書襲
救急医療体制豊  崚a“9

地域医療の課題 目機 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入観:単位千円)

出産を取扱う産科匡の減
少により生活している地域で
の出産が困難

筑後市立病院における出産
取り扱い再BI

助置En外 釆●の壼■についてB晰看 間協議の

実施

助産師外栞や病院内助壼所の整備簿により、
住みなれた地ltにおいて安心して出産できる体
制のII長に■献

周産期医療対策事業    138,765

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円〉

山間へき地 の 地理 的晏 困

等により、地域 住 民の医療
ニーズヘの 対応に支障

ドクターヘリの活用、AEDの
配備とあわせて日域内の診
療所の機能向上による医療
提供体制の確保

へ
=地

じ療諏 1ケ所)を整備するとともに、新た
なへき地診療所整備に向け着工済

ドクターヘリの夜円運航に対応したヘリポートの
整備に向けた設計を行うとともに、お地病院の
建書工事にあわせた照明設備を整備

山田へ
=地

における医療提供体制の確保 (無

匡地区化の 回選等 )及び地域住 民の利便性 向
上

AEDの 活用、敷急 医による早期治療蘭 96、 搬

送時間の短縮化による教命率の向上

へき地診療所整備事業   148,021

AED整備事業        6,300

含
き地ヘリポート整備事  228,314

vタ
ーヘリ夜間遺航事  94,923

これまでの取組状況(進捗状況)

医薬品の備書情報共有化システムを構

より、過疎化 高齢化が進む本国域において今
後重要性が増加するものと見込まれる在宅医

群軍翼
置ステ~シヨン整

   120,1

1螢露優婁
報管理システ 13,

目然 災 香 の 多 い日 重 であ

るにもかかわらず災薔拠点 しており、施設整備に向けた設計中



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

計画に掲げる事業の着実
な実施

地域の医療提供体制の維持
整備 医療機関専簡保君とめ協鮭・連おの実施

上記のとおり、日憮達成に向け、ll回に掲げる
事業について取組み

地域塵療再生計画の実施による地域E僚の凛
題解決 事業管理事務■       1.573

Fr回り嘔″ス洸こ崎
=^、計画事業の更なる充実やll

画策定後の新たな地域医療
の課題への対応が必要

地域医環再生轟金の有効活用による地域医療
の課題解決 検討中 40,389

福岡県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

これまでの取組状況(進捗状況)

||●.l別素口
`ほ

暉 IL5■L・ 置暉メ

るための姜員会を設置し、開催 料の分野での医師確保に寄与

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入饉:単位千円)

取思医療俸刷が腱
"な

医
燎日が存在
また.載急搬送人員は増嵩

しており搬送に要する時間も
伸長傾向

ス留米大手病院野の取,秩思センターや地域
の中核的な敦急医療機関の設備整備を実施

新たな菫■猥急センターの壺偏により既存の駆
命載急センターの負担が緩和されるととももに、
全県的な見地からの二次敷急目廉の機能強化

救急E僚体制整備事業  335,915

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

.これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(=金投入額:単位千円)

これまでNICuの量輛を置
めてきたが、地域間で■在
また、地域を越えた搬送例
が存在

周燿期 E僚体 BIlの 元案・強

化

筑二地域IE― の周鷹期母子匿魔センターであ
る飯螺病院の施設整備を実施するとともに、他
の周産期母手E燎センターの設備壺備を実施

県内4=清日を単位として、奎県的な見地から
の周産期E療機関の機能強化による周慶期医
療体制の強化

曇
産期医療体制壺

,事   225.594



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
G金投入鋼:単位千円)

小児科標傍菫療機関や小
児科医に偏在があり、初期・
二次救急医療体制が脆弱な
医療□が存在

小児 医療体制 の充薬・強化 福岡大学病院等の地域の中骸的な小児医療機
関の施設設備螢備を実施

小児医療機関の機能強化により、子供を安心し
て生み、■てることのできる社会の実現に寄与

小児医療体制整備事業   329,095

これまでの取組状況(進捗状況)

番医療体制整備事業   53,18

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

間違事業名
(基金投入額:単位千Pl)

□暉父掟の有
"1じ

●を■
景とした新たな形での感染
症発生への対策が必要
結核対策のための病原体

サーベイランス体制が未豊
備

騒乗FE調 辱の再綺・最 熙

"

検査 体制 の機能強化

騒梁FE積足菫環機関の範殴肇露に同け順次 着
エ

検査 腱器の整備に着手

全県的な見地からの感彙症績床の再編・整備
■にょり、広域的な専門医療提供体制が確保さ
れるとともに、把握した感染症情報の医療機関
への情報遺元

=に
よる感染症E療の向上

露挙霙
極 際 犠醸  "Q観

霙
原体サ

^イ

ランな ηβ祀

佐賀県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

佐賀県

北部医療圏

(医師等確保 )

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(む金投入観:単位千円)

国内においては、救忠医療 、

周産期医療 、小児医療に係

る医師が不 足しており、早急

に医師を確保する必要があ
る。

増軍医療を担うEB・Tを20年
瞑までに県内で45名確保す
る。

佐賀大学の地
`枠

の学生1名 に対し新規費し
付けを行つた。
医師事務作彙補助者の設置を支援し、勤務医
の負担軽減を図つた。

県全繹で平晟20年度までに実施した各種屋師
確保の取組により新たに2o名 の医師が確保で
きる見込みとなつた。
また、医師事務作業補助者及び短時間正規雇
用の導入により、医師の勤務環境が改書され、
医師の定着に寄与できる。

34,720

11856

短時間正規雇用制鷹や新たに短時間正規目用
制度を利用する医師の雇用を支援した。

地域医療の課題 目採 これまでの取組状況(進渉状況)

これまでの成果
|

(今後期待される効果)

関連事業名
(薔金投入額:単位千円)

地域の核となる「唐澤赤十字
病院」を中心に地域完精型
の医療提供体制を再構築す
る必要がある。

経年 を柄 化し、また狭陰 1ヒ

が 日立つようになった
'唐

津

赤十宇病 院」について、移転

改築を行う。

地域の医療機関の役割分担を明確{ヒし円滑に
運用するため、会略開催経費を補助した。
リーフレット配布、講漬会開催、公報等を通じ、住民
に医療現IBの実態の周知やE療機関の過切受
診を促すための費用を補助した。

地崚の関i桑磯関が一悴となつて、地域医猥体
制のFt持向上に取り組むことが出来た。
地域連携に向けた取り組み簿について、地域住
民に対して周知、書察(H演会)が行われた。
診療録地域E燎通梼システムを構築し、病病・
病診遭携が推進された

嘔瞑E燎ヌロ,栞

晨円対応暴局螢

"事
拿

に■
「

摯■鰈システム●1し ,■

1,513150

11,472

50,000

106715

地域医療の課題 これまでの取組状況(進捗状況)

うシステムを構際運 用を開始し、関係

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される動曇 )

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

地域の核となる「層澪赤十字
病院」を中心に地域完継型
の医療提供体制を再構築す
る必要がある。

災晉時の地嘔任 民へのE環
確 保するため市衛 拠点病院

として必要な設備を補助す
る。

綺隋におけるD―MAT責機材の壼備に関する■
月の補助を行った

被災地における完結型の医療施策に対応でき
るような応急用医療資機材を整備し災書時の
医療確保の充実が図られた。

／
４



佐賀県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
佐賀県

西部医療圏(平成21年度補正予算にかかる計画分)

周産llJ医療、小児医療に係
る医師が不足しており、早急
に暉師を確保する必要があ
る。

へより安0・安全な歯
医療を提供するため.障

害者歯科保健地域協力医を

診療所での歯科衛生士が不
足状況にあるため、未就葉
歯科l●

=士
の再級盲を行

い、歯科●I生士の確保を行
ふ要がある。
カロする電尿病憲者の治療

こ聞わる人的不足を解消す
るためt診療所に勤務する

の資質向上をはかる必

死亡者数を減少
るための早期発見、早

期治療介入が確立していな
い 。

保健地域協力医

知臓・技術を向上と高次

、出産年により離職した

佐賀県内の歯科衛生士の人
的不足を解

'門

する。(未就彙
歯科衛生士リカバリー研修)

目指して、書尿病コー
イネータ■護師を■成し、

る医療機関の医僚El

てヽ診療所肪問等を通
て、その地域の糖尿病治

る。(補 尿病コー
ィネータ者置師吉成事業)

早期発見、早期治
蘭始できるシステムおよ

地域医療機関と遺携した
システムを構築

業補助番を4名 lx用 し,島務饉の

鳳工規雇用制F_や新たに短時lLl正
規雇用

利用する医師の雇用を支援した。
大学内に「IIt域 医療学支援講座Jを蟄置し
成を支糧した。
口を設置したほか、複職を希望する女性

取組により新たに20名 の医師が確保で

、医師事務#業補助者の導入により、医師
0●湯環境が改善され、医師の定着に喜与で

や短時間工親層用制 度を
る医師の雇用を支援し、医師の定着に

寄与できる。
窓口を利用し、研修を受けた3名 の女性医師が

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

日困におけ0堡環の兄網E
が低いことから中核となる拠
点病院の整備が必要であ
る。

経年を11化した伊万里市民
病院と有日共立病院を統合
し、移転新豪をし、地域医療
の再構築を図る。

地域の医療機関の役割分IBを明確化し円滑に
適用するため、会議開催経費を描助した。
リーフレット配市、講演会開催、公報苺を通じ、住民
に医療現場の案悪の周知や医療機関の適切受
診を促すための贅用を補助した。
伊万里市民病院と有日共立病院を、伊万里・有
田共立病院として統合し、移転斬栞を行つた。

伊万里・有田共立病院を新築することにより、
E瞑機ltが九集し、地域の拠点病院として完結
性が高まる。

目喘薔輌嬌斬nE9■■   671.518

儘 瓢
ξ■■3■ 1■システム饉{し■■   18000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況),
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

国内における医療の完縮性
が4Eいことから中核となる拠
点瘤眈0整備が必姜であ
る。

伊万里市民輌院と有日来
=嬌

隣を、伊万里・有
田共立病院として統合し移転新軍を行うに際
し、休日・夜間急患医薇センターの整備に対し
補助を行つた。
救急E療情報システム運営の支縦した。

休日・夜間急患匡景センターの職備を行い、教
急E療体制の強化が図られた。
県民へ教急餞燎機関情報の提供を行う敦急E
療情報システムの効果的な適用が図られた。

沐 日覆閻 ● ●E肛 センターヨ 腱● ■
    76,OCKl

13

150



佐賀県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額 i単位千円 )

コ`/vの ,こ L牛 ほ菫ロエ■嬌
に高い状況にあることから、
早ltJ発見は重要な問題であ
り、治療を含めて医僚優

“

等
が連携して対応していく必要
力`ある。

|=50●●

最先端がん始僚施設

L重ス手輛綺覇匠にお携黒センター看聞獣す
るなど検査体制の議{じ を行う一方で、地域がん
じ僚拠点病院うにおける治療機議の肇備を推
進した。

貯松0■凛         319,203

これまでの取組状況 (道捗状況)

講するのではなく、■
段から感棄症の発生及びま

延を防止することに重点を
いた事前対応型の取締を
ていくよう対策を推進し

により早期に回復できるよ
う.医療機||との連携を図
り、支援し、また、新たな新型
ンフルエンザ●新興・再興

感染症発 生に向け、F動計
画、調■体制等の整備完案

橋榮じ.今後も情報収藤力を高めていく。
1キヤリアの不安の蛭蔵や正しい知騰の

及、関係機関のネットワークの整備を行つた。

し、今臓も1青電収ニカを薔めていく.

1キャリア●不安のll.Wやェしぃ知師 ,ユ、
ットワークの奎at,った。     _

これまでの取組状況(進捗状況)

ターを中心に、連携する医療
機関と機能分担を国りなが
ら、機能強化を図る必要があ

国の中でも低い値を維持
る

事奢の質の向上を図ること

(医師等確保 )

地域医療の課題 目糠 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(轟金投入額 1単 位千円)

医師の幅覆や不足を解消す
る一方.E僚の高度化 早「1

化に対応し、医療の安全を確
保するため、質の高い看腋
は■の再成 確保が必要で
ある。

全県フログラム初用嘔暉研輌E
ll颯 てヽ ッチング螢)をH25年 晨
までに3o人 .

け合内

"饉
のサラ イト研修人

贖H2S年 どまでに3人

R内 ,卜聖■卒嘉
=の

幅内就t
eH20年底までに||%

初期腱床嬌
"E受

ムの2県 7ログラムを要種
するための■舎等の壺備に着手するとともに、
広報りを実施した。
自治体膚院に佐翼大学のサテライト

"綽
となる

i●Tn境を螢

“

した。
県内■EE学校年に、■餞敏■の充実年に必要
な数材購入費や鮨晉会の受講費用を補助した。

初期目床研修Eを受け入れやすいような環境を
壺■することが礎 た。
レジナビに参加し、佐賀県への受け入れを推進
した。
■臓学校●の酸材等の充実や確員の研修など
を通して教胃の質の向上が図られた。

嗜杏肉71E■蔵事●
贄●●ti■工●■■議 凛,■

厳■■酪 畳tttl●勘蔵
=彙

・
８ 5

幽
珈．８，０００．

えていく体制の整備を図って
いくなど、切れ日ない医療を

医による指導や情la提供を行つた。
ンター運営年、2知症高齢

から適切な介Eにつなげるよう、

専ヽ門医廉、情報発信、地域連携の拠点とな
、認知症介饉遭携体‖が壼籠された。23年魔
来利用件致974件 、相談件敗304件。
・思尋期の子どもの外来専用の特合室 、検

び惨察
=を

整備し、診断・治療の力奏が



(平成21年度補正予算にかかる計画分)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

_二_二金筆期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

不足及び医師の退職によ
り、医療機能が低下し、緊急
度の高い脳卒中、急性心筋
梗選.産科、′卜児科などの不
足が顕著であり、島内で二次
救急医療が担えていない。

匿 1印 颯 元 足 尋

【対馬地域】
H20:976・|‐H25:1100%
【上五島地域】
H201924%―H25,1000%

入早地嘔枠彙字壼責与により、長崎大学11名
に対し、新親貸付けを行つた。
医療研修壼境整備事業により、長崎大学内で
シミュレーター毎研修撻器を導入した。
長崎県臨床研修協撮会を新たに設置し、研修
匡住居支援、研修支援、PR強化事彙●を実施
し、医師キヤリア形成支援づくりのための仕組
みづくりに着手した。

平成29-30年 に卒業予定の地域枠学生11名 の
確保が見込まれる。
初期臨床研修匡や後期研修睡苺の研bl■境
が整備され、県内定着に寄与するものと見込ま
れる。

大学地域枠奨学全資与

“

葉   51,260
E薇●I"環崚奎|lo黎      50,0∞
晰 鳴■■健選事業       64,936

長崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果

長崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果

長崎県

離島医療圏

長崎県

佐世保・県北医療圏

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

理専
`籠

3・ へ言咆,において
将来にわたつて安定的にE
師、看霊師等を派遣するシ
ステム及び診療情報ネット
ワークシステムの構築を図る
必要がある。

病 床 利 用 平

【対島地域】
(新病院)

H201887“―H25:"“
(上対馬)

H20:166・・
→H25:000%

【上五島地域】
H21:622%― H25i350・ |

公立0療所ヌ援事業により患者情報共有シス
テムを導入した.

しまのE環スタッフネットヮーク事業により、日
立長崎医療センターから■五島病院へ医師、
看護師のローテーション派遣を行つた。
有川医療センター内にリハビリテーション施設
整備、人工還析設備の増設を行つた。
奈良尾病院を診環所化し移転新簗肇備を行つ
た。

墨内の●Fn瞬と公工移瞭所間で連携が強化
され、勁率的な医療提供体制が回られる。
本上高次医療機関との連携が強化され、上五
島地域において、産T4医 ,名 .暑餞師2名が確
保されるとともに、派遣職員の技術向上、意臓
改革が回られた。
上五島地域では、入院機能を上五島病院に集
約化し、有川、秦良尾病院は診療所とすること
により、上五島病院は地域の基幹病院として専

「1医の獲得、最先端の医療機器の整備など医
療機能の強化が図られるとともに、役割分担の

禁橿撮:鳥警F機
能の再箱により地域の医療

公立衝院診薇支援事来        0

:霧里
医薔スタッフネットヮー

    20,000

有川饉燎センター奎薇●栞    9o,0∞

奈良屁病焼移IE菫輌
'■

   210,084

離尋綸w、
中対5痛

 2,Ooo,ooo

上
"昼

病院苺僣事業      25.000

(平成21年度補正予算にかかる計画分)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(=金投入額1単位千円)

県Jじ地域において、な性期
後の回復期リハビリ椎能を
担う医療機関が不足してい
る。
患者情報の共有寄医療連携
体制が不十分である。

・地域医療センターを設置

し、医療連携体制のIL進 と

地壊医療マネジメントを行
う。
・地域のネットワーク基盤の
整備のため、診療情報の共
有化、連携パスの運用を行
う。
(加入率20%)
平成25年度末までに回復リ

ハピリ嶺床を1病院整備す
る。

県北医療機鵬において回復期リハビリ購凛の
整備、設備整備を行った。
医療情報救急システム(あじさいネット)ヘホス
テイングシステムを導入するとともに佐世保地
域において加入に向け医師会会長向けに説明
会等を開催した。
佐世保市において地域医療連携推進センター
を設置した。
県JL地域脳卒中連携体制壺傭検討委員会を設
置した。

県北地理に8性期医饉機関の後方支援を行う
回復期リハビリ病棟を有する施設を2病院以上
肇傭する見込みである。
あじさいネットの普及により、病院・勝瞑所等の
診療情報の美着化、連携′`スの運用などを進
め、地域の医療の質の向上を図る。
地域医療遺携推進センターにより、救急搬送体
制の再構員、住民教育等が実施され、入院を要
しない敦急憲者の減少、饉薇資源の有効活用
が図られる。

口篠7Jlリバビリ構棟菫憮
`彙

   56β 00

署憂
情報取

,シ
ステム輌蜃

   320,000

墨
嘔EF工薇セで~通r■  97,641

]塁
口燎伝遂システムヨ

「    100,000

口晨遭騰体鋼奎脩検|1事業    3.000

b:なく、高次医療機能
る病院間での役割分

慣性的な医師不
地域のE療機能

務医の疲弊も生
ている。

継虚患者の救急搬送を平

年度比で5%減少させる。

、佐世保共済、佐世保中央の轟幹3
′ヽて、救急豊等の施設設備整備を実

りの格納庫、給油施設整備のため

において、救急医療に目する臓漬会
、敦急ハンドブックの作成、書発活動を

三次救急臓薇の発縮が日られ

性期心筋糧墓、脳卒中)敦急医療体
、ヽ疾患別の輸書体

“

を整える。
り施設・設備整備により、効率的な搬
こえ、救命率の向上が図られる。
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地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

`

(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入額:単位千円)

■レ曖薇日に1工 、人口」lXl人
以上の離島診療所が4葛所
あるなど長期的な離島 へ

=地医療体制の確保が重要で
ある。

県コ的 緻に医師確保の拠点
として研修センターを1箇所
豊崎する。

平戸市民病院内に研修匡飾を受け入れるため
の研修菫と宿泊施設を兼ね備えた「へき地再生
研修センター」を釜備した。

平戸市民綱院と民崎大学(へき地着院再生支
援 敏青機構)との連携で.地域で医師を育てる
システムの発案や環境整備力

'図
られる。

全回の研修医(年間約25名 )を受入れ、総合E
として必要な知識を技量を持ったEB●の養成が
見込まれる。

3甜ら二J膠
=ン

ター  50.000

長崎県の地域医療再生針画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

(医師等確保 )

地域医療の課題 目椰 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(お金投入額:単位千円)

県内各医療施設の教胃凛揚
が十分ではなく、医師の地域
偏在傾向もますます麟著化
し、医師確保のためのキャリ
ア形成システム.派遣システ
ムが必要である。

・初期 研修屋の口年比 596
増

・後期研修医の前年比 596
増
・■饉師3年諫程の学生確
饉 r嘔 由 R`%じ :← 1

医療数百開発センター構築事業により、大学病
院の医療散盲開発センターのシミュレーション
機器整備を行った。

・全最の堡療人数百のレベルアツプとキャリア
形成システムを構築し、医燎従事者の養成、定
着化力く見込まれる。

E晨
載責開発センター精贅●

  776.600

貫署興
予キヤリアシステム|1   40β

00

景
崚E熙支l■センター運営事

   68,882

・新卒看饉師の県内定着向
上(前年比5%増 )

・新卒■肛師の皐期離職防
止嵯 職率5%)

斬・鳴濾摯権蓬事業      loo.200

晟凛尋露1壼費鼎♂
E●   48.000

EE研
究研修センター壺●●

  386.225

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

地域医療1澤報ネットワークシ
ステムについて、県下全域
への普及啓発が重要であ
る。
地域連携パス全体の運用把
握、コーディネータによる露
整が必要である。
県南地域において小児医療
について持続可能な連携体
制の構築が急務である

`

・精尿病等地域連続システ
ム
(平成24年度)

一般連携医による糖尿病
連携   ′
パスの運用、データ収集
250～ 500症例
(平 成25年度)

連携医、登録E拡大
1.200症例

地域運携 在宅医環鷺違事業は、大学病院を
中心とした実務者会議を開催し、5大がん地域
連携クリティカルバス運用に向けて、nl係機関
の情報交換、観整が図られた。
県南地域医療連携強化事業は、島原属院に小
児休日診療所を設置し、医師派遣の体制を肇
疇した。

匡療機関から在宅へつなぐ連携体制の構築力く

図られる。
県南地域の小児科医の負担軽減を図るととも
に、がん、脳卒中、感染症に対する数宙研修、
書及啓発を重ね、地域全体で医僚適榜体制の
梅栞力

'見
込まれる。

県宙II域 E曖菫擁強化奉彙   63,253

あじさいネット燎先事来     139,67フ

地t■構在宅E摯推壼事業  49,745

驚露:1地
鐵■携シぅテ

ム
   70,000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入麟:単位千円)

県下で重症 多発性外憮患者

の死 亡率が高 い。

県全域で治猥レベルの向上

が必要である。

・災薔医療、外饉センターの
構築
H23年度 大学病院で災

薔、外傷専門医0名 確保
H24年度 大学書院で災

害、外傷専門医4名 確保

大学層瞬において、外傷センターが設置され、
ドクターカー、シミュレーション機器整備専を
F7つた。

外傷治薇システム輌興、治療の集約化、機能
分化、教育システムが確立され、多発性外傷壼
者の救命率の向上が見込まれる。

昔EE薇
.相セン

7‐
築 1田 ,675



地域医療の課題 目裸 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

刀`″曇影
"策

酵■そこの0
ためにも、市町による台ll、

システム整備が不可欠であ
る。
がん検診における検診精度
の向上、医師等の研修、が
ん登録情報の収集分析によ
りがん死亡率の低下を推進
する必要がある。

・がんによる死亡者数の滅
少
フ5歳未満のがんの年齢誨

整死亡
=(人

口lo万対)を 2
0%減少させる。
長18県980(Hl,年 )→

78 4(H27年 )

がん検診手受診串向上対策事糞において、佐
世保、大村市、平戸市.東彼杵町、川桶町、演
佐見町が力くん検診寺データシステムを導入し
た。

がん検診の実施から各種報告まで一連のシス
テム導入の支援を行うことにより、がん検診受
診準向上に寄与するものと見込まれる。

織富3霧冒藻尋鵡  656J3
:民・

力型

“
・

医薇向上事  236,000

デリバリーヘリ奎|1旱彙    300.000

営条

横鬱零量じ早向上対策
   149,600

がん検診軍手奎備事彙     151,736

11筆箋
促遣、医薇

f:化   3JF50

:1口 "l・
瞑tttE輌研膠

    9.Ollll

がん奎燎推進亭■       13.000

熊本県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

熊本県

阿蘇医療圏

(医師等確保)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投 入額 :単位千円 )

屋■■Bが不足してい0ことか
ら周産期医療については、二
本的レベルから高度なレベル
まで、すべてを回蘇医燎圏内
で完結させることは困難な状
況である。NICUにおける処置
●の高度な治燎を必要とす
る場合には.対応の医療施
設を保有する機本医療日と
の連携が必要であるが、
NICuの長期入臨時の割合が

ステム

0医師瀑這こ行い、薇叡E
師体珈による救急饉療機能
の向上
0住民への普及啓発活動強
化による2疾患の発達予防

0熙不ス手臓宇即

“

目需瞬円にコ

い学寄附語霞を設置。(H22-H251
o薇本大学医学部附風病院内に睫

筵
'い

身暉が
:度 4年間)

卒中・急性
0■症心身障がιマ胃腎習魔留携ネットワーク構
築のための、聞逮施投会議を実施するとともに、
NICu長麟入焼児の在宅支援のためのアセスメ
ントシートの遭用を開始し、阿蘇10域のN10u長
期入饒児1例を在宅に移行(H22年度)。

0阿蘇地域に在住する小児在宅■症0身障力(

い児を対象として訪問実態調査03例 )を実施
(H2010月 ～12月 )し、阿藤地城の■症0身障
がい児の医療及び環■環境の提供体制の課題
を明ら力ヽ ●することによって、地崚の実情に即じ
た在宅移行の方策の検討が可能となる。

【脳卒中・急性冠症候群匡燎連携寄附購座】
Ol■i卒中:急性冠痙候群医療連携寄附臓座の
関係医師(常勤1名 、非常動0名 )が阿露中央痛
院でお療及び当直の支援を行うことにより、常
勁医師の当直の負担が軽減し、就労環境が改
善されるとともに、散急車の受入件数が対前年
比で約9%(36件 )増加した。(H204月 ～

"2312月実績)

菫彙●■暉がい早薔‖語E
□旱■|●t●

“

橙3E彙 lL工市
=

０

，

０

・
０

，

６

H25年度 3年間)

0住民への脳卒中、0筋榎
=初

期 |

に関する啓発キャンペーンを実施
症状の対応



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額 :単位千日 )

阿蘇中央病院が医師不足や
施設の老朽4ヒ 等により中核
的性能を巣たしておらず、ま
た、地域の医療機関間の運
携体制が不+分であり、地域
完結型医療体制ができてい
ない。

り 阿嬌 甲興病院の磁籠掘充

を行い、脳卒中、急性心筋榎

=撃

瀧驚笙製3篇風驚急性
期、急性心筋模

=の
匡環日

内受療率を上昇させる

1野慧極績暑足護孵

0阿蘇医療田南部地区にお
いて二次救急鷹療機能を補
強する

O平成20年度に阿蘇中央痛
院が地域医療支援病院とな
り、施設。設備が日崚内E凛
機関の共同利用に供する体
制が螢う

Rl瞥翻 聰
間が参画することにより、急
性期病院退焼後の患者を国
域内で受け入れる数を増や
す

O口域の8割を超えるE僚従
事者が参加し、研修を通して
ネットワークを構築する

Ot PA対 応病院力:地域病院
を支援する際の仕組みを報
告書として取りまとめ、そのモ
デルをもとに、他の中核病院
への事業拡大を図る

鶉躙 、留[赫詰 |

蘇中央病院・小□/1N立 病院)

籐硝[:亀
電:

0阿篠中央病院によるlp卒中疑いの患者への
t―PA投与治僚に係る遺隔画像惨断支援システ
ムを構員。(摘 本大学医学部附鷹病院神経内I14

による支援)

0小回公立病院に適隔医療支援システム糧薇
を奎備。

骨][:i
理

こついて地域の医療機anで診療を受けられ

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入gl単位千円)

菫FIで高度な医療興IEを要
する患者が、備本市に搬送さ
れる事業が多いことが、搬送
時間が長くなる要因となって
おり、的確かつ迅速な治療の
開始やこ次救急医療機関尋
への搬送手段の確保、二次
救急医療機関辱による支援
体制の奎備が求められる。

Ol●域の医療機関による体
日 夜間の初期救急匡薇体
04が整備され、年間300日 の
確保が回られる体制を目指
す

0救急庭薇情報システムの
効果的活用による.区療機
能の分4ヒ と執急搬送の効率
化を図る

O県境のE療連携を書える
ための金議を開催し、課題の
解決を図る

0■症以上の患者の搬送時
間を短縮させる。

0阿蘇都市医師奎主4Eに より、地域の医師を対
象とした専rl的な初期糧急医療に醸する研修会
を平成22年度から年2回開催。
0阿蘇都市臓師会において、阿藤医療日にお
ける休日夜間救急センターの実施に向けた検討
を開始。
0日城内の2つの病院で、地域の開業目年の協
力による夜間教急センターの選誉を開始(週1回

から)。

O救急医療情報システムの整備は、H2212月 から
区療機能情報システムと統合し、新システムに
て運用開始。
O地燿教急医療東授体制の構築については、
・ヘリ救な搬送体制の構築に向けて、救命級急
センター(熊本医療センター)のヘリポート奎備を
実施、竣工。
・熊本県ヘリ教急搬送体鋼専門晏員会を設置
し、防災消防ヘリとドクターヘリの連携体制の構
築に向けた検討を実施、H241月 にドクターヘリ
の運航を開始するとともに、防災消防ヘリと連携
した運航体制を稼働。
鵬本県全体の救急底僚の鰈rE(救命救急医療
体制の枠組み)に対する検討を実施.

地域の救急医燎を支援する体制として、救急
軍がリアルタイムで心電図や画像等を救命救急
センター●に伝送するシステム導入の可能性に
ついて検tlす るため、阿蘇地域において、画像
尋伝送システムの案証試験を実施し、課謹等を
奎理し、導入に向けた検討を実施中。
・教急ワークステーション事実の案現可能性に
ついて検討を実施.

0県 境の救急医療零に係る課■dとして、山椰町
蘇陽地区と宮崎県五ヶ漱町との県境底薇連携
遭絡会館を開催。

υ

“

顆の開IE●饉力によ0:体 日・覆間紋思
センター」を設置することで、阿藤目域外への救
急bla遺及び受鬱患者の流出が軽謎 れる。
O敦なE療情報システムの整備
・医療機能情報システムと統合することにより、
各医療機関の詳細な情報についても、一元的に
提供できる。
0救命救急医療体制の充実
ドクターヘリと防災消防ヘリと遭携した題航体
申lが稼lLlし 、それぞれの特長を活かした活動や
相互4n完を行うことにより、更なる救命救急医療
体制の充実が期待される。
.熊本市内に立地する救命救忠センター全て
に.致地内ヘリポートの設置が完了し、ドクタ…
ヘリ甚地病院だけではなく、各救命数急センター
が協力しながら菫篤な傷満者の受け入れを47う
ことで、相互に負担軽減に努めることが可能とな
る。
O地域の救急医療を支援する体制の充実
阿蘇地域における画像苺伝送システムの実IIE

試験を通じ、その有用性について、具体的な検
1寸モ進めることができる。
O県境地域の関係者で意見交換を行い、各々
が持つ課題を共有することができた。
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地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでめ成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

界
=椰

にあいて周 F■期関係
医師 嗜 饉師零 が不足してい

ることから、阿蘇医療国内で
周産期医療の高度なレベル
まで対応することは困難な状
況であるため、日域内では基
本的なレベルのE療を確保

蔓鼠鶴 零務局警電亀
期母子医療センター●の機
能強化.連携体制の推進が
必要である。

0□重内での分晩犀の向上
0新生児躾生法講習会の受
講完了者の増加

O阿蘇圏域からの円滑な毅
建と同産期医療体制の後方
支機の強化

0秋思関係吾向け新生児藤生法翼晋会を開催
し、28名 が受鮨.

0阿藤.2泉病院(地域産科中核病院)の医師・
看護師等の研修会をBn催 。
0阿蘇温泉病院(地域産科中核病院)に分焼監
視年に係る産科機器を奎償。
O熊本市民病院(綸合周麓期母子IE環セン
ター)に新生児月散急車を記償、高度なN:Cu饉
器を奎億。

0周産期に係るコメディカル及び救急隊員の新
生児の要生スキルが向上することにより、周産

盟思mの
機送件敗を

0崖科中核環院による適切な妊振及び分娩管
理により、■症事例の母体搬送を減少させる。
0新生児用救急

=の
記愧を通して、児の状態に

印した適切な搬送が可能になるとともに、総合
国産期母子医療センターでの高度な医療管理
のもと、救命竿の向上を図ることができる。

4.825

65,903

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

県=い
のJ｀児 t・l EInが不 足

し、阿蘇 医療 囲内で二次救

急医燎機能を確保することは

国IEであるため、阿霧医燎国

を機本医燎目が支援する体
間をつくるために、無本区環
日の小児救急医療機能をも
つ医療機関の機籠を強化す
ることが必要である。
小児を持つ保饉者が、平素
からかかりつけ巨を持ち、急
着時に適切な対処をできるよ
う備えるための壺備も必要で
ある。

υ凸瞑なE環処ロモめ晏と
する小児救意思者の入焼体
制を壺■する
0小日公立鋼腕の小児科常
勁医が年1回程度研修に,
加できる

0かかりつけ窪を確保してい
る小児の割合を増加させる

医(1人体制)の学会,

イドブック・阿蘇地域版を作成し、

る搬本赤+字病院(小児救
にモニタリングシステム●の医療

04｀児■ 臓 1人 体制の調瞬を反援することiミ よ

り、初期から二次までの小児敦 急医鷹体制が強

化される。

0小児の保護
=が

、子どもの急病時の対処方
法を理解し、順正に受診するようになる。
0小児救急拠点病院である燎本赤+字病焼の
匡療機器を菫備することで、高度な処置を必要
とする小児患者の受入体制が強化される。

“
兄`メコEf驀虚獨

"の
颯IL

Jヽ児二次露籠機能の強化
適正な受診に関する啓発

２０
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地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
く基金投入頓:単位千円)

|●lttE薫日の

“

口
=IEステーションは4ヶ所い なく、

いずれも小規操であるため、
24時間及び遠商地の妨間
看饉提供は肪間看壼師の■
担が大きい。    .
一般摘床から藤姜嬌床ヘ

の退院者も多く、在宅医療体

蜘 :硼 餞
隣し、在宅琴0生 活に槙帰
できるような在宅E書体制の
整備のため、訪間看E推進
の支援を行う必要がある。

爾 間看 腱 の元興 0所間■エステーシヨンに対して、

:医療・編社鵬係者へ配布。

υtt「|●壼への間′●が石
=り

.ステーシヨンヘ
の問合せが増加し、膀Fn件数増加にもつながつ
た。
0訪間看観師については、事業開始l■ 新規の
確保が困難であつたが、年度末には応募者が■
られるなど肪間■観師の確保にも効果が見られ
た。

V間看醸麗 ●栞     30β00



これまでの取組状況(進捗状況)

備及び連携を進 めるに当

=つ
ては、地域住 民が,面す

る機会を設け、地域全体で地
医療を考 え、守 り育てる気

運を醸成する必要がある。

る、日域内の安全

南小日町共同主催による、住民を対

L催 による、住民を対象とした地域医
ムの開催内容を検討中。

今後、市町村が主体となる啓発活動

熊本県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

熊本県

天草医療日

ステムの再構 築が 必

0総合的な診療のできる医
師の育成とそのための実践
的な活動が必要。
O将来地域医療に従事する
医師を確保することが必姜。
O臨床研修医を確保し、匡
師を県内定着させることが必

向にあるが、「相尿病専門
医」や「精尿病療養指導士J

医療スタツフが十分に
できていない。

ム医療は有効であると言わ
ており、関係者のネット

ワーク構築が急務である。
O新人看護職員の離職防止
のため看護学生の看艘実践

0住民に身近な自治体病院
や中小病院の看護の専「電性
を強化することが必要。
O看護職員が必要なときに

して受講できる拠点螢

が働き続けたい
と考える職場環境整備等の
二めの支櫻が必要.

O女性医師の就業継続を支
することが必要.

システムを

④公立病院への5名 程度の
経続的な総合Eの派遣を目

与枠の利用率が80%を
ることを目指す。

00名 程 度の臨床

威25年度までに精尿病
71名 からloO名 に、

ら450名に増加させる。
こおける臨地研

参加する専任教員の増

案施螢 1ヒ 。

成 25年度までに、精尿

瞬、訪 F・l看肛.脳卒中リハビ
リテーション看饉認定看護師

計20名 宙成する。

る課題の把握と戦言
ラムの開発.研修間

ていた地域医療システム

また、19名 の医師を■用し、医局を強化.

学での地域医療に関する購薔やゼ
地域目僚セミナー、代惨巨派遣、若手饉師

着手医師の遺腐カンフアレンス摯指導

グラム作成病院において総
実施(H24:受 講者3名 予定)

貸与した学生力
'地

域 医療に従
=

協議会を設置することで

同して取組む体制を構築。

これまでに92名 の臨床研修指導医を青威.

(H223:73名 →H242:00
)、 穂尿綱療秦指導士数(H223405名 →

二次保健医療日(10日崚)でネットワーク研究

症例検討●を通してお互いの役割尋を確認
し、顔の見える|1係が相策されつつある。
今後は、医療連携パス等の連携ツールを活

のない保健医療サービスが住民(慮

に提供されることを期待している。
の質の向上及び教育環境の

整備を行うことにより、■盤学生の看置奥餞能
力の強化力期 待される。

威25年度までに、loO名 の認定書獲師を

OIP咸 23年度にモデルロ域で実施したことを
踏まえ、平成24年以74は、県内の全図域で日

体制づくりを進め、■EE職員の
る。また、県全体では■讀職

や発信の一元化、拠点づ
、ヽ看讀織■のこ―ズにあつた研修が

ログラム設置を促進。
医姜成プログラム作成病院において総

10名 に対して修学費
(地域粋)を賞与し、将来地致での動務を希

熊本大学に委託し、日床研修指導日を育成し、
研修環境の発案を推進。

フの人材育成やネットワーク構築を進める
:めのコーデイネーター(特 任助教)を配置。
コーディネーターが中心となり、41尿 書専11

医・療養指導士責格取得研修全や糖尿病連携
医スキルアップ研修会、二次保健医療田毎の
保健医療関係者ネットワーク研究会を開催。

青壼境整備の実施、6養成所

ラムの企画、実施 (



(医師等確 づきつ

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

(ツ00床以下の清院で看凛
師確保のための動務改善に
取り組む病院、新任看饉職
員研修寄をtlm的に実施す
る病院、看護鵞務の強化を
図る病院の増加。
⑫年間のドクターバンクの奎
録者数を10名 とし、2名 の統
職斡旋を目権とする。
⑬E師のキヤリアモデルを
作成する。
⑭自治体病院5ヶ所に院内
保盲所を設置する。
①自治体病院3ケ所に病児・
病後児保育所を設置する。

認 響 運 鴨 綿 堅 鶏 雙 請 電
就職支援として現場体験(病院実習)を路まえ
た研修会を開催。
2ドクターバンクをPRするための話演会、広範

女性医師キャリア支援センター道言事業を実

保育所設置について,事業者を勘間して
周知したがH23設 置補助実績はない。
・病後児保宙所設置について、事業者を
て事業を用知したが、H20年度の設置尋

助実績はない。

u層″め●洒臓つ、リス遣●栞のモ7′И病院
の改番検討の事例を学ぶことで、他の病院の
取り組みの参考とし、職場環境の改善を促す。
滑在看慶師のニーズ調査を行い、再就職支

援として研嬌会を開催することで、潜在暑餞師
の再就職を促進する。
看置臓員の子育て支援として院内保育所設

備整備、備品購入の補助を行い環境改善を支
糧する。
●.lH23年 度のドクター′ヽンク登録者数は1名
あったが、就職斡旋者数は実績なし。
ll女性医師の就業継統を支援する。
0院内保盲所設置補助は、H24年 度1病院を予
定している。
G描児・病後児保■所設置補助は、H24年 度5
病院を予定している。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

0地域の医療賛簿を活用し
た連携体制の構築が必要で
あるが、連携体制を構築す
るコーディネーターが不在の
ため、円滑な運用が困難な
状況であったこと。
O地域の医師不足から、病
病連携、病診連携など、地域
の医療機関が連携し、医療
提供体制を4E持していくこと
が必要。

0人車圏重を言む全県a9な

地域連携クリティカル′ヽスの
導入。
lal天革地域医療センターの
E師集約と公立病院への医
師派遣体制を構築する|

0、 ④天車地域医療セン
ターによる公立腐院への診
環支援体制を整備する。
O上天車総合病院の診療体
制を整備する。

OH22 4、 添本大学医学部附属病院に業務姜託
のうえ「楠本県私のカルテがん診療センター」を
開設。(事務晴員1名 、コーディネーター4名 .)
がん診療連携拠点病院並びに各都市医飾会

専、がん診療に従事する医療従事者に対する
助言・指導.これに県民をカロえてパスの書及活
動を行つている.

2)天軍地域医療再生推進会路を設置し、その
下に遺隅医療、医師確保、ヘリポート設置の3
つのワーキング会餞を設置し、地域医療につい
て桟討を実施した。
3天草地域の拠点となる病院に這隔匡療シス
テムの経撃を導入した。
Э天草地域医療センターに演登機器(uRI)を 導

C熊本県が独自に指定するがん診療連携拠点
病院も含め、現在、パスの担い手となる病院は
176所 .これらのすべての病院に対してコー
ディネーターによる助言・指導を行つており、パ
スの導入件数も順調に増加(パス導入R計
0,6件 (H223月 ～H244月 ))

今後も、通用に当たっての医療柵 相互の観
整、思者への対応や各医療機‖の連携担当者
へのVr修を行うことで、地域の医療資源を最大
限活用するがん診燎連携体制が整備されると
期待できる。
Ott域の医療鶴係者での検ltの 機会を持つこ

i甚淵 累 響 鼎 謝 離 選鷲 竜[詐 i
り、病務連携、病診連携の推進が期待できる。
C最新のMRlの 導入により、これまで設備の老
朽化により難しかった検量が可能になり、医療
の質の向上が期待できる。

:マ 4■輌7リアイカルバスIl■こ■    78.500

140,000
49 690

これまでの取組状況 (進捗状況)

次E薇を提供できる病院ヘ

のアクセスが2時間以上が
かる地域であり、ヘリコプ
ター等の高速な搬送手段が

卜を設置することで、地域の口療機関、自
治体、消防本部が合意.

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

へを地等では医師確保の■
要な晏件であるにも||わら
ず、医師住宅の整備・改修が
進んでいない。

医師住宅を10F罹反菫僚
する。

公立多風不洒院及び湯島へ
=地

β燎所に医師

住宅を整備した。

EE● のlF環睡 壼備ア0ことで、E"の 磁保及

び定着を促進する。

医師住宅嬌備事栞補助  67.033

これまでの取組状況(進捗状況)

介順者数に対し、不足して
るヽ在宅歯科鰺療に携わる

医師に対し、在宅歯科移療用機器鵬
て一部補助を行つた。(H22年度12件 .

処置、息者の負担軽減及び治療内審の拡大が
図られている。

地域医療の課題 目林 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(■金殺人硼:単位千円)

0世界的に自国内での移植
臓器の確保が求められてお
り、県内においても多数の移
E希望●がいる状況の中
で、移植E燎体制の薔襲強
|しを図ることが必要。
0地電て鶴 簑のない匡素
品情報を得ることが必要.

0移植E猥の研究.施設通
携強化、検査体制の整備を
図るt

Э饉凛品の情報と在庫状況

0驚本人宇附属病院にHLA検奎機器を壺■す
るとともに、検量技師1名を確保じHLA検壺体
制を構築した。
県内E療機関連携強イヒのための協膿会及び

市民公開講座を開催するとともに、薇器摘出シ
ミュレーション等へ医師等を派遣するなど移植
医療の普及啓発及び人材■成を実施1´た。
②■棠実施の検討を実施した。 .

①今後、拝間20名 裡屋の新規量鰊者のHLAタ

イビング嗜を行うとともに、ドナー発生時のHLA
クロスマッチング検壼にも迅違に対応できる体
制を維持する。
また、県内の医療機関のネットワーク構臓に

よる移植E燎技術の向上.県民に対する普及
啓発及び人材青成が進み、県民の機器提供意
思表示率の向上及び移植医療に対応できるE
療機鶴の増加が期待せ る。

0移40「編推建支援事*  50,000
0■■串●雲奎性●硼●の構供   20 000

を提供するシステムを構築
する。



熊本県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

熊 本 県    

′

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

り 甲 ′
1｀ 現 晨 り 躍 環

"敲
■

は、感染管理の専門家が少
ないため、組織的な感染対
策に取り組むことは難しい状
況にある。
2脳卒中の再発予防、リハ
ビリテーション効果の向上が
必要である。
③がんの早期発見、検査の
精度維持、手術時の迅速痛
理診断の観点から非常に重
要な役割を担つている病理
E及び細胞検査士が不足し
ている。
C移植医療を円滑に進めて
いくために施設の体制壼備・
拡充専が喫緊の課題となつ
ている。
0アミロイドーシスの専Fl医
が少なく、診断や治療に専門
性が求められることから、相
当数の患者が原因不明の疾
患として対処されてぃる。
③年々増加する認知虚患者
数から考えると認知症医療
の妻となる認知症専門目が
確保できない状況にある。

C嗅剤
"E口

の懸染肪工 と

その防上 のための地域医療
ネットワー クの構築

2ヽ昴學中属者の経親した治療リハビリの効果
的な経統を目的として脳卒中ノートの作成を行
う団体を支援
02庭療機関に対して、筋電計誘発電位検葦装
置、心電l・機器、超音波回像診断装置の整備
に関する費用、人材育成に要する費用の助威
を真籠

i      
繁 静

②急性期から在宅までの脳卒中地域連携シス
テムのツールとなる脳卒中ノートを開発、運用
し、脳卒中の再発防止を図る。
③病理医及び畑胞検査士がいない地域におい
て、がん手術時の迅速病理診断を行うための
選隔装置の導入、迅還薇理診断を行うために

ぶ誉爆を重[量l:[i[章:ittil
霞寧遣臨 讐穏糀詔感専馨高

支
る。

無激 憲柵 魏 I罐
療の仕組みを構築する。
Cta知症専Fう 目を中心とするスタッフの姜成及
びネットヮークを構築し、県全体での認知症E
療機能の向上を図る。

鎌 前耐性雪感染防止事彙   45.300

…

■3システムのll瞑    13.915
(21平 成25年度までに急性期 60140
肩瞬からの口手甲患者の
ノート利用率 うo,`
@地域における病理診断機
性の向上
C移植医療にEEわる施設の

移llE"にかかるl・ ■3●■■唄=,    25042
|ワミロイドーシス彗颯r"II“

=3    99.733
17●拿モデル,電t“

`gぉ
■峰●化卜■     67801

い剛こ壺憫・孤元す0.
計 ミロイドーシス専F5医の
育成並びに地域の診療体制
の整備
0認知症専門医5名 などの
養成

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況 )

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
〈基金投 入額 :単位千円 )

① 教急 llt送 に長時間を要す
る地域 が あり、アクセスに地
域格差 が生じている。

0菫症以上の信病者の搬送
時間の短箱

∪地顆にお(す0二次餃急医質体制の発集。ま
た、■篤な傷病者に対しては、救命救●_セン
ターとの連携及び救急搬送の質の向上により、
教急E療体制の充実が期待できる。

C教急医慄体制0整口.え■  498.128

解,肖することが必要である。

を習得することにより、新
生児の救命と菫篇な障議
回避することが必要である。

先進・特殊 医療 が必

等を総合周産 期

子 医療 センターヘ円滑な

ること力泌 要である。
で安心な地域の周産

期医療体制の強化を図るこ
とが必要である。

成25年度までに全国平均

・先進・特殊医療機闘
てヽ平成25年度までに

状態を解消し、県全体の周産

生法請習会のインストラクターを姜
各周産期日域内で新生児轟生法‖習会

ることで、N10U等への円滑な搬送を行える体

こ、医療機器整備を支援し、県全体の周

地域医療の課題 日精 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円,

0入院児の在宅移行を支援
することで、慢性的なN10U満
床状態を解

'肖

することが必
要である。

υ十屈25年鷹までに20人
以上の児を在宅に移行
②平成24年度から経食沖
価実施件数を前年比10%
増加

Ψ県四病瞬の勁
=児

tl写 に、こどもの発百発
ltを尊F3とする人員の配置を支援し、心身障が
い児(宥 )医療の向上を図る。
②障害児(者)摂食リハビリテーションに必要な
診断設備を整備し、また、障害児(者 )授食リハ
ビリーテーションができる人材育成を支援するこ
とで、周産期医療体制及び小児敦急医療体制
実の向上を図る。

①こともの発青発違支提事葉   15000
2■

=,(■
翔,り ′ヽビリ

'―
ン●レrFヽェ    56890

②量症lF_の 在宅移行を支捜
し、小児科及びN10U専の満
床状態経和することが必要
である。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

⑪勁 間管証ステーシヨンは

都市部 に集 中し高齢化率が

高い中山聞地等 に少ない状

況にあり、当該地域等 での

訪問暑鍍 ステー ションの螢

備を進める必要 がある。

⑪退院支晨ナース100名養
成
訪問■饉スキルアップ研修
修7者GO名養成

0退院支援ナース研修:20名 受話
訪間看菫ステーション雷理者研修:フォーラム
聞撻、ア4名 蓼加
研究事業:関係者へのアンケート調

=

0罰間看饉サービスの発案 強化などを行うた
め、訪Fel暑 餞師書成研修や退院支l■ナース養
成研修を実施する。

CヽtEII■いい鋼菫■における

肪綺■捜

“

贄軍青咸事彙   117927



地域医療の課題 日標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入議:単位千円)

じ0人
'製

P輌玩同 C人晉
時を想定した‖練や研修の
実施体制に基がある。
②災害時におけるDMATの
派遣や重症愚者の受入と
いつた災書拠点病院としての
機能が十分ではない施設が
ある。

Q,X吾 碑慮潤瞬王賃|■ よる
地域の実情に応した災書医
療研修及び節1練の実施
②災書拠点病院`DMATI旨定
医療機間の機能を強化

tク災詈拠点病院に対する医療資機材の整備捕
●|
・衛塁携書:携 薔型超音波診断装置

=(フ
病

院)

じ各災薔拠点病院で、地域の実情に応じた災
薔医燎研修 訓練をで,るよう、災吾研修体制

亀建与tiた
め、災害医療研修 訓練の

甲
催を

②各災書拠点病院等が行うDMATや医療救護
班の派遣に必要な医療責機材の整備を支援す
ることにより、災害時におけるE薇提供体制の
強1ヒを図る。

15000
2去

=に
●lln‐ T薔彎

"●
,■ ,I1    125000

地域医療の課題 目擦 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(墓全投入額:単位千円)

じ医療に対する県民の需要
と医療機関の供給能力の把
握が明確でない。
12/県 民の医療への要望が専
P'E志 向、高度医療の充実
など高い要望がある一方、コ
ンビニ受診や軽症での救急
病院の受診など病院の厳し
い状況に対して理解が不足
している

じ県内各地域での医療の需
給動向の把握
②各医療圏での地域医長に

じ県民の日僚需要と医晨餞闘0供給能力を調
査し、将来的の底療の需給バランスを検証す
る。
②壺正な医療機関への受診を促進し、医師ゃ
医療機関の過菫負担の軽減を図る。

1医療資源眼査事業  76146
142125

鵬する啓発、理解促造及び
適正受診の推進

大分県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
大分県

中部・豊肥医療圏
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

これまでの取組状況(itE捗 状況)

ており、医師総数を増加
るとともに、大学と連携し

中核病院に安定的に

医師を派遣してもらうための
づくり、新人看饉士の

や燿在的な看IE師

・豊肥医療国では医師不足
により二次救急匡燎体制の

り、公立おがた総合病院及
大分県立二菫病院を統合
ることになつており、患者

にとっても医療従事者にとっ

IE師や■臓衝の確保を
図ることが求められている。

り、将来、本県の

tS人確保するも
・短期的なE師確保対策とし

、後期研修Eや後期研修
医師が地域中壌病院に
するような仕組みづくり
、ヽ地域中核病院にお

ける医師不足に歯止めをか
ける。
,大分大学医学部と連携し
、地域の中核病院をフィー
とした地域饉藤の率前・

る研修や臨床研修の指軍
るとともに、県内全域

・女性医師の就葉を促遣す
短時間正規雇用制

の定着を図る。
・新人看攘師の離籠率を、現
在の99591からH25年度を目

引き下げる。
・専「1看讀師嗜現在の1人か
らH25年 度には5人に、認定

の53人からH25

にする。
訪間看饉就業者数をH25年

■證研修センターにJおけ
る看讀師研修●力0者を、H20
年度現在の3000人 からH25
年Eには5.000人 とする。

¬鰊糞医療研究研修センター及び医療視線セン
ターを設置した。

・平成′2年度45名 、23年度40名 の看盤師事務
作業補助看を雇用した。

・
`看

額姜威所や県立看護科学
が導入された。

・看ll会館を移転新築した。

・訪間看II師 20名 を養成した。

・将来、地域E濃を担う腱学生や研修にの地域
区猥現場での教冑・研修体制の充実と医師の

リア形成立橿等の充実が図られた。

・■艘事務作業補助者を
ける●観師の負担軽減が口られた。

・新人看護師の質の高い学習が行える環境が

看E研修センターにおける研修暉境が整備さ

:麟面1轟融商 ~「
~      8,416



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・地域での医療連携体制の
強化を図るため、二次・三次
救急教急医療機関寄におけ
る画像診断データの共有1ヒ

やネットヮーク化が求められ
ている。
県内には緩和ケア病床が5

0床しかなく、多くの終末期
がん憲者が行機状態である
ことから、新たな緩和ケア病
床の整備が求められいる。

・握卒規格イしされている画像
診断データの共有化やネット
ワーク化の乗導入のこ次・
三次磯療機関等が行う設備
整備を支援し

=地
域において

医療情報のネットワーク化を
進めやすぃ環境を整備す
る。

・ 中31医僚日に小児初期E
僚センターを設置し、準夜帯
における聞業医の支援によ
り、大分こども病院勤務医の
超過勤務や当IEを 目1減し、
小児T4医の負担軽減回る。
・津久見中央病院におけるリ
ハビリテーションの医療提供
体制を整備し、H20年度の憲
者数15,478人 をH25年度を目
構に2倍にする。
・現在、県内の緩和ケア病床
は50床であるが、H25年度ま
でに新たに28床を奎備し、現
在よりも待機患者数を減少さ
せる。

・澤久夏中央病院にリハビリ様の壼備(増 築)し

た。

・アルメイダ病院(地域がん診療連携拠点需院)

に経和ケア書床(21床 )を 奎備した。

・22年度2病院、23年反4病院で画像診断情報
のネットヮーク螢備が行われた。

・人分市小児夜間診猥所を斬設するとともに、
その週営費の一部を補助した。

・高齢著●が身近な地域でより質の高い、総合
的なリハビリテーシヨンを受けられる体制が螢
備された。

・地域の医師会との連携によるがん患者の受入
体制の強化が図られ、待機患者数の減少が期
待される。

・画像診断情颯のネットワークイしにより、地域中

籐繁 F舞
所0の画像

P断
情報の理境が盤

・小児初期救急医療体制の確保により、二次救
急E練体制が維持されるとともに、周辺地域を
含めた小児初期救急E療体制の強(しが図られ
た。

(リハビ
"テ

ーション■●IB臓)‐       51,332

出  [町・
・ 。

「   183.672

1鵠轟輩置
=夕

・ ^    84,467

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入額:単位千円)

豊 1巴医療□では、統合する

公立おがた総合病 院の 二次

救 急医療体制の再 籠策 が課

題 .

・遠距離の構院間搬送を
行つている間、他の敦急患
者への対応ができなtヽ状況
であり、その改善が必要

`救命率の向上等を図るた
め、搬送時間の短縮等、でき
るだけ身近な地域て対応で
きる体制が必要。
・県内に多くの蕪医le区ゃ離
島があることから、高度救急
医療機関への搬送時間を短
縮するため、ドクターヘリの
導入など、県内全域を対象と
l■ 広量鮨,II接 休輛1のキ

・壼 肥 医 療 日 にお けるほ 環

提供体制の強化・充実を図
ることにより、管外搬送人員
の割合をH20年の308%より
引き下げる。
,二次救8医療機関におけ
る鳳者搬送用の救急自動車
の導入促遣を図ることによ
り、中部医療日、豊肥巨療田
における腐院間搬送の割合

・大学輌院に屋上ヘリポートを備えた敷命敦急
センター線の施設・設備整備を行つた.

・アルメイダ猥院 (救命教亀センター)の設備整
備を行つた。

・統合後の豊後大野市民病院の高度巨療機器
整備及び

=■
診療所の整備を行つた。

・5医療機関に患看搬送■を導入した。

広収取記医薇及ひ猥節独 8E環 倅刷 の発案
が 図られた。

・載命救急センター専用の設備整備により、救
命救急医藤体制の充実が図られた。

・豊肥医環国における医療提供体制の強化が
期待される。

,自 院の患者搬送車て転院搬送を行うとともに、
DMATとして現場出動する体制が整備された。

畔 薔11脳品) 943,810

堂室二22r拭体lrnl1 81,wl
は,●0し諄崚■■■)‐    27.600
地燿F環提綺体欄盪昴事業  137,119

躙
顧よよ口]・3澪

  40,859

を、H20年 の166%、 272%
より]|き下げる。
・豊R巴医療日における医療
提供体側の強化・先案を図
ることにより、■知から医療
機関に雲J着するまでの時間
を、平成20年の397分から県
平均にできるだけ近づくよう
短縮する。
・中部医療日の救命救急セ
ン
ター.二次救急医療体制の
機能の充実強化を図るととも
に、豊肥医療圏との連携強
化を図る。
・豊後大野市における二次
救急匡環体制を強化する。
・竹田市の二次救急医療に
ついては、中部医瞭圏や豊
後大野市との連携により対

実が課題。
・中都崖療圏の二次・

=次
救

急医療機関の機能の充実・

強化と相互間の連携強化が
課題.

塁後大野市では、二次救急
医療機能の強化が課題。
・竹田市の二次救急は、中
都医療口や豊後大野市の匡
療機関の支援が必要。



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進渉状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
は 金投入額:単位千円)NLUV“いこ贅17入れ0

満床数に限りがあることや、
入院の長期{ヒ 等によりNiCu
が年間を通じて満床状態に
あること等から、日産期母手
医療センターの体制強化や
後方真機病床の確保が求め
られている。

°日麓PJl母子B燎センターの
医癬提供体制を強化するた
め、アルメイダ捐院において
ハイリスク症例の母子等の
対応に必要な後方病床を5
床整備する。

・アルメィダ嬌瞬(地域周産湖母子医療セン
ター)で産科病床5廉の増床整備を進あてい
る。

・地域周産期母子医瞭センターの受入体制の
強化が期待される。

嚇 欄 ■・・   29,870

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入薇 :単位 千円)

・中郡医療圏では、開葉医と
二次救急医療機関との役割
分担と連携が求められてい
る。
・里1巴 匡猥日では、小児初期
救急医療体制を維持していく
ためt勤務医の負担軽減が
必要。
・中部医療日の小児の二次
救e医療機関である大分こ
とも病院に、周辺医療圏を
含め、初翔・二次救急患者が
集中し、医師が療弊するな
ど、初期救急医療機関と二
次救急医療機関の機能分担
が必菫_

・公立お力【た総合病院にお
ける小児初期敦急医療体制
を確保・充実するため、小児
診察菫■の施設 設備整備
を行う。

・本分市小児夜間診療所を新設するとともに、
その運営費捕助を行った。

・小児初期教急医療体制の確保により、■次教
急医療体制が維持されるとともに、周辺地域を
含めた4ヽ児初期救急医療体制の強1じ が図られ
た。

(1ヽ■ll椰 餞●センターを口)

小児敦急E憲体制推進軍業

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果 )

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・量肥医療国では、今後ます
ますの高齢化が想定される
ため、モデル事業として在宅
E療連携体制の構員にも取

・奎 1じ 皓猥□において、保健

所が 中心ぬ って、診燎所、
福祉・介餞保険施設.歯 科
診薇所、薬 局など医療・福
祉・保健が連携し、こ宅医療

を支える体制を整備するた
めの検gfを行い、地域にお
ける医療提供体制の充実を
図る。

県に地域医療連携に係る協饉全が設置される
とともに、研修会が開催された。

ポ留撃鷲型liお
ける脳卒中医療連千システム

・県全壕てこ宅医療連携について橡酎する場
が投けられ、推造の機還が高まつた。

・地域おける医療と介護の連携体制が情籠さ
れ、在宅医療連携体制の基盤が整備された。

地簿医療理BIE追事業

一

‐

‐

６６〇

一
２

，

７９７

ことが望まれる。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位干円)

外釆や人瞬懸看へ の悪業

防止など、感彙患者 に適切
I「 樹 広オス■ハ 凛 趣壷鰐

。初諄対応医燎猥関の発纂
外来や入院施設の施設・毅
僚整備を行い、徹底した感
染防止対策を図ることがせ
る対策を整備する。

・県ユ病院の感染筵隔離嬌篠を改乱 、EE嬌
床6床 縮 室)を整備した。

新型インフルエンザの菫症患者に対応する体
制の強化が回られた。

断望インフルエンソ対量強化平,   300,000

'定
  148,769

定医療機関や初惨対応医療
機関の施設:設備の整備が
求められている。

74



大分県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果 大分県
北部(東部)医療圏(平成21年度補正予算にかかる計画分)

これまでの取組状況(進捗状況)

師の確保が喫緊の課題と
なっており、医師総数を増加
するとともに、大学と連携し
地域の中核病院に安定的に

仕組みづくり、新人暑II士の
離臓防止や着在的なな攘飾
の使職対策などが必要。
・中津市民病院では、l●I神経
タトr4医 、螢形外科医.産科
医などがいないため、複数の
診療領域にわたる

=症
患者

への総合的な対応や、ハイリ
スク分娩はもとより通常分娩
にも対応できない状況にあ

り、将来 、本 県の

:短期的な医師確保対策とし
て、後期研修医や後期研修
後の医師が地域中核病院に

するような仕組みづくり
、ヽ地域中核病院にお

、地域の中核病院をフィー
とした地域目瞭の率前・

―を設置し、医学生に対
る研修や臨床研修の指導

にあたるとともに、県内全域
の地域医療臨床研修病院や

地lt医療を担う医師の委成
を図る。
・女性医師の就業を促進す
るため.短時間正規雇用制

・新人看凛師の離職率を、現
からH25年度を目

に90%に引き下げる。

ける医31不足に歯止めをか
ける。
・人分大学医学部と連携し

・専門暑鑽師を現在の1人か
らH25年度には5人 に、認定

・訪問看輩統業者数をH25年
度までに90人養成する。
・暑[貫研修センターに」おけ

IE師現在の53人からH25
年度には,3人になるよう贅

現在の3600人からH25
年度には5,000人 とする。

に医学生や研修医●のため
泊施設(宿泊標2練4戸 )と研修セン

1棟を整備した。

・22年度2病院、23年層0病院で画像診断情報
のネットワーク奎備l14行われた。

・人分県立病院に地域医療部が設置され、2名
のEeTを記置したが、現時点では地域中核病
院等への常rjttltまでは三っていない。

・平成22年度3名 、20年度4名 の後期研嬌匡に
研修資金の■与を行つた。    .

・平成22年度1名 、20年度3名 の地域中核病院

・平成22年度
"院

(うち新規の1病院のみ轟金
象 ,、 23年度 1病院 で短時間正規晟用を行つ

平成22年度11名 、23年度10名 の認定書腱師
の姜成を行つた。

り、大学から研修様に派遣しやすい環境が螢
Rされた。

・派IE元の大学と研修E派遣先のへを地筐薇

・後期研修Eへの研修資金の費与により、地域
ける小児科医及び産科底を確

・地域中核病院の動務饉の動務環境を整備す
ることにより、医師の県内定着を推進すること′
できた。

・新た2病院が短時間正規雇用を開始し、女性
医師の就共促進の基盤が整備された。

i撃妄1興412彗■により、質の高いなll

化を図るため、二次 二次

折データの共有
`ヒーク化が求められ 整備を支援し、地崚において

・北部医療EIに小児初期匡
センターを整備し、準夜帯

における開葉医の支援によ
、中津市民病院勤務医の

児科医の負担軽減を図

ワーク整備が行われた。 画像診断情報の共有イヒの



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・冨升園嘔人員颯か所コ20■ 6

であること、搬送に時間を要
していることから、救命率の
向上年を図るため、搬送時
Ellを 短縮するなどできるだけ
身近な地域で対応できる体
制力く求められる。
・連距離の病院間搬送を
行つている間、他の教急思
者への対応ができない状況
であり、その改善が必要。
・県内に多くの無置地区や離
島があることから、高度救急
医療機関への搬送時間を短
縮するため、ドクターヘリの
コ入など、県内全城を対線と
した広域救急Ila送 体制の充
実が課題.

東部医療圏の二次・三次救
急医療機関の機能の充実・
強化と相互間の連携強化が
凛題.

・北B13医 療圏では、総合的に
対応可能な二次救急医療の
整備が求められている。

・コι郡医環日におけるE薇
提供体制の強化・充実を図
ることにより、管外IIR送人員
の割合をH20年 の2200もより
弓lき下げる。
二次救●_E僚機関におけ
る患者搬送用の救急自動車
の導入促進を図ることによ
り、北部医療日における病院

・P'■市民病院(二次散急医療機関、地域周産
期母子医療センター、災署拠点病院)を新築し
た。

・新別府病院(教命救急センター)にドクター
カーを導入しf 。

・月1府医療センター(二次敷急E燎戦関、地域
周産期●子E薇センター)で散地内へのヘリ
ポート肇備を進めている。

馴 緑路な簿節芳劉雅鷲
'と

した。

・免霞薔造を備えるとともに、救急医療や周鷹
期医療体制を強化した地域中核病院が整備き
れ、機12強 化が図られた。

・新別府病院へのドクターカー導入により、県内
全ての救命救急センターにドクターカーが記傭
され、広域救急E憲体制の九案が図られた。

「防災ヘリ(ドクターヘリ的活用)、 福岡県ドク
ターヘリの3県 (4B岡 県・佐賀県・大分県,共同
道航、大分県ドクターヘリの3機体制でへを地
●の広賊救急E僚を担う体制が整備された。

・平成24年 lo月 から薇鈴″闘峡:■ナ会暉ド々

屁轟
=品

面扇面5~    886.145

(ドクターカー)~~ ~           8,250

4940
ドクター りヽ置航体珈聰鮨事栞   268,623
ヘリパッド整備事業   30000

|1搬送の割合を、H20年 の
224%より31き下げる。
・北部医療田における医療
提供体制の強化 充実を図
ることにより、■知から医療
機聞こ到着するまでの時間
を、平成20年の3,0分から県
平均にてきるだけ近づくよう
短縮する。
・東部医療日の敷命救急セ
ンター、二次救急医療体制
の機能の充実強化を回ると
ともに、北al医療日との道鶴
強化を図る。
・北部医療日における二次
救急医療体制を強化する。
¨ 公離着陸
燿■確優1うnド々々 ―へ,1

ターヘリの離着陸場4』■教急E療二周産期
医療壽霊Ω活用壺

―

だ安全二離着腟螂 所
を確保■■ため

…を整備する●

17

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・N10υ や母 体を受 け入れる

病床数 に限りがあることや 、

入院の長期 化等によりNICU
が年間を通じて満床状態に
あること密から、周産期母子
医療センターの体制強化や
後方支援病床の確保が求め
られている。
・北部医療日r・ lま、中津市民
病院での分娩取扱の再開が
求められている。

・中澪市民月 院での分娩取

扱いの早期再開を目指す 。
・別府E薇センターにおける
新生児救急搬送体制を整備
するとともに、入院の長期化
を抑制し、日産期母子医療
センタ…のNICUの空床を確
保するために、別府発達医
療センターに後方病床を整
備する。

・月1府発■EE燎センターの施設・設備壺備が行
われた。

・別府医療センター(地域周産期母子医療セン
ター)に新生児搬送用高規格救急軍を導入し
た。

中澪市民需隣で1=、 平成19年度から休止して
いた分晩取扱が再開された。

,■度障がい児の受入施設で、病床16床等螢
備が行われ、周産期母子医療センターの後方
支llを行う体制が強化された。

・男1府医療センターヘの新生児搬送用高規格
敷急車導入により、東口東地域や北部医療□
への支援体制の強化が.●J待される。

融 翼覆身暑D  166′ 252

同産期医療体IH整備事業   9,498

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入顧:単位千円)

・開栞Eと二次敦 急医療薇

間との役割分担 と連携が求

められ ている。

・北gl医療日の中j●市民痢
院における小児の二次救急
医療体制の確保・充実を図
る。

・甲澤市民輌競(小児釈8医療支援事栞栞薦,

に小児救急センターを整備した。

・平成24年 10月 から、大学編腕や地域の開業
小児科目の支援のもと、中沖市民病院の小児
救急センターが診療を‖始したことから、北部

いえ匈
“
●●セン碑「

口・・    55,138

医燎日における初期・二次致急医療体OIの発
実が期待される。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今 後期待される効果)

間違事業名
(薔金投入饉:単位千円)

・北郡医療日では、今後ます
ますの高齢化が想定される
ため、モデル事業として在宅
医療理携体制の構築にも取

・北椰医療日において、保健
所が中心となつて、惨療所、
福祉・介lE保険施設.歯科
診療所、薬局など医療・福
祉'保健が連携し、在宅医療
を支える体制を構策するた
めの検討を行い、地域にお
ける医療提供体制の充実を
図る。

・北郡医療田における洒卒中医療理鶴クリテイ

カルバスが構策された。

咆 理おけOE薇 と介臓の理露体刷が輌鶏
れ 、在宅区凛連携体制の基盤が壺■された。

保健FJr機能強化事栞   3140

組み、県内全戦に広げていく
ことが望まれる。



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

~

(今 後期待される効果)

関連事業名
〈基金投入額:単位千口)

災署時の医療提供体制を
確保するため、災害拠点病
院に加え、二次救急医療機
関専の自家発電装置や受水
槽などの施設を充実させる
必要がある。

・県内の二次,二次敷急医療
機関の自家発電装置.受水
槽.備 書倉直やヘリポートを
整備する。
:県医療政策課金保腱L
災害拠点病院

…

衛星
雷静篠井秘債する´́ +Jニ

響 裂電:-5病
院が備薔倉鷹等の整備を

鶉
'槃

勝発臭鰤 f災●●n崚●■)~‐
~……      288,095

率 4・
「 `二

い 則 続 関鰤 喩 郵 崚

鼓菫留澪曇A¬ 』暫響警審誓悴,彗彎ダ
航空搬送拠点臨時医療施設 墨根け

m2摯尽4-
(SCLnに必要な設備を整備
■●_

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今 後期待される効果 )

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・外来や入院憲著への感彙
防止など、感染患者に適切
に対応するため、感染症指
定医療機関や初診対応巨薇
機関の施設・設備の整備が
求められている。

・初診対応医療機関の発熱
外来や入院施設の施設・設
備整備を行い、徹底した感
染防止対策を図ることがで告
る対策を整備する。

・初診対応医療機関13施設τ新型インフルエン
ザ対策に必要な施設・設備螢備を行つた。

・辱彙FL防止対策の強化が国られた。 フルエンサ
"贅

口ilこ■   118439

地域医療の課題 目採 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

地 域医療再生計画の計画的な執行や進行T
理を行い、変更協議年を庫生労働薔と行つてき
た。

・地駆E猥再生基金の終期である平成25年度
に向け、今後とも、地域底燎再生計画の計画的
な摯行や進行管理を4Tつ ていく。

2,509

大分県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
' (平成22年度補正予算にかかる計画分)

帳 師等確保)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

県内で ま医師の地燎颯肇

が顕著 であ り、地域 中核病

院等 における医師確保 の支

援が課 題。

医自市の県内地着を図るた

め、医学 生 、初期 後期研修

ExIと いつたライフステージに

応した対策や魅 力のある戦

育環境 等を整備す ることが

菫婁 。

新卒看護購員の離職率を
い力Чこ1印えるか力

`課
題。

・地颯枠学生など、将来の地
域匡猥を担う医師の青成を
推遣する。
・先進医療の修得体制の強
化や研修Eの資貫向上を回
る。
地 域医療に従事する着手
医師のキャリア形成支援や
指導体制を充実させ、医al

の地域偏在の解消を図る。
・

“

量医轟にa菫オス医鏑

・大学病院に内視燎手術支援ロボット「ダ・ヴィ
ンチJ及び手術菫映像支援システムを整備予定
である。

・大学病院にシミュレーター (エコー、心エコー、
内視観)を整備した。

・へき地匿藤拠点病腕●地城中核病院に医師
住宅を整備予定である。

・日杵市が医学生に対する奨学金賃与制度を
開始するとともに、大分市が大分大学医学部に
小児 (救急)E僚に関する研究委託を通じ、′ト
児夜間診療所に小児科医の派遣を受けてい
る。

県看饉協会が看臓学生を対象とした県内病院
での職場体験 (インターンシップ)幕業を行つて
いる。

・思署負担の軽減と術後の社会壺帰や、外科分
野での先進E療の習得体制の強化や研修Eの
資賞向上に14与することが期待できる。

・循壼器科、産婦人科、消1じ器科領leの医師や
地j●医療に従事する医師の■質向上を目るこ
とが期待できる。

地域医療に従事する医師の生活環境を整備
することにより、医師の県内定着が期待される。

地域における医gn確保対策等に関する市町
村の自主的な取組を支援することにより、市町
村独自の取組が進んでいくことが期待される。

・学生の間に県内の病院での職場体験を行つて
もらうことにより、当該病院をはじめ、県内医療

岬
傾曖

“・
凛
  233,100

`"輌
埼attln籠晏口,~~      19,684

出薄聾り写場3・     2,200

の動務環境や生活環境を壺
備することで、医師の県内定
着を推進する。
・へき地医療に従事する医師
の研修環境等を整備し、へき
地医療に従事する医師を確
保する。
・地域における医師確保を回
るため、医学生修学資金制
度などの市町村の取組を支
援する。
・新卒看饉職員の離聴津を
全国平均以下とすることを目
穂とし、■饉師の確保を図
る。
・■饉師の職場体敏事業(イ

臓間の磁暉者の確保・足看を図ることが期待で
きる。

ンターンシップ)を実施し、1

年F4の参加者数の目編を5
0名とする。



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

外搬送人員の増加に対応す
るため、地域の二次敷急匡
藤体制及び

=次
救急匡薇体

制を強化し、救意医療体制
の充実を図る必要がある。
・平成24年度に導入予定の

器 器 批 鱗 ミ 讐
入されているドクターカーの
効果的な運用体制の構築が
課題。

・メ昴メロセン,一の喧lL・

充実を回る。
こ次救急医療体制の強化・
充真を図る。

・県ユ病院(凛幹人薔拠点綱院)の晨上ヘリ
ポートに夜間鷹明を整備した.

・県立病院(救命救急センター)にMR:室及び設
備を整備した。

大ヽ分県済
=全

曰日病院(二次救急E濠腱B13)

に経皮的心肺植動システムを整備した。

・六親篠災IEや事故などの広j●救急医療体制
の強化が回られた。

戦 命救急センター専用のMR:が整備されたこ
とにより、緊急時に迅速に対応できる体鯛力t整
備され、センターの機能強化が図られた。

・西EII医 療日における急性心不全零の救急患
者に対する医療体制が強化された。    .

(へ・jⅢ―卜崚
`,              48,765

麗鯉雰1題露言

…

扇
にr● 3巨n饉躙

"l・

ェ●理●)      3.533

(に011●

`RE●
●_t,         103.670

これまでの取組状況(進捗状況)

・峰こ人院 :百
=調

瞬 の子■足
や医療保護 入院

=の
移送体

制の早期の構築が課題。
一般教急病院で身体の処
置が終わった精神障がい者

体制の整備IIK課
一̈̈・敦急の身体合el症思者の

り、平日の日中の応急入院等の受入

大学病院に新たに違般された救命教急セン
(うち2床 は精神疾患患者用と

て空床確保)を奎備するとともに、救命教leセ
クリーニング設備を整備した。

・大学病院でより高度な救命救急医観を提供す
るとともに、身体合併症のある精神疾患懇者を

入れる体制が整備された。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(薔金投入猥:単位千円)

・H21年度に
=入

した県立嬌
院と診燎所寄との問0テレビ
会議システムにより、思者の
状態をリアルタイムで確認
し、県立病院からのアドバイ
スが可能となつたが、地lC周

塵期母子医療センター等に
はネットワークが整備されて
いないため、地域ごとの周慶
期医療体制の機築が課題。

・同E調情刊 ネットワーク体

制 (テレビ会議システム)の
充実を図る。

木宇輌購(周 F_母子センター)、 人分赤十宇病
院、アルメィリ議院、中

'市
民病院、別府E檬

センター(地域周産期母子医漱センター)0フ 施
設に、日産期テレビ会議システムを導入した。

。これまでの県立病醗(総合周産期母子医療セ
ンター)と分娩可能な産科診燎所等とのネット
ワークに、地域用産期母手医療センター等も加
わることにより、新生児露生専をネットワークを
地域でも活用できる体制が整備された。

蹴需品I勝期慮
口°
「    5.688

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

、フリーベーパニなどによる小児薇急医療機
の普及啓発や4、児科Eの研修
るヽ。

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入額:単位千円)

・実 施希 望者 なし ,後異距希
=雪

がでれ II、 地域中核覇院や
へき地惨薇所の医師が研修を受けやすい環境
整備が進むことが期待できる。

翻 lm    2,848



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・患者が住み1■れた地域で
安心して療養生活

=を
送る

ことができるよう、在宅医療
の支援体制の充実が課題。
・保健・医療・福祉の連携が
不可欠であり、患者のE葉
品の管理が適正に行えるよ
う、藁局の体制整備や在宅
医療に」携わる築剤師の増
カロが必要。

・が
～

思者の在宅医療体制
を構築し、在宅での療養を選
択できる患者の割合(21年 度
56●6)を増やす。
・累局が、がん患者等の在宅
匡瞭に」対応できる体制を螢
備する。

・県のがん在
=医

療遷携促造協議会、爆健所
単位での検ll部会を設置するとともに、研修会
を00催した。また、がん患者への相談対応やが
ん診療運鶴拠点病院と連携し、在宅環奏につな
げるためのコーディネートを実施するための
コーディネーターをQ置した。

・平成23年展に要局に対する在宅医療に関す
る研修を5回栞F●し、1237名 が出席。24年度
は、各国域ごとに、クリーンルーム及びクリーン
ベンチを整備予定である。

・コーディネーターの設置毎により、がん在宅医
療の連携体制強イヒの基盤づくりが進んている。

がん在宅療贅患者への支撮に薬局が,回す
る機運が高まるとともに、その体制整備が進ん
でいる。

口`ル生モ蠍凛理n■理●不   40,409
口ni=E■ 螢,F司曇口

=召    11.961

家発電時間が3日 以上の薪
院が50%であり、大規模災

ける適切な目療提
体制や傷病者の搬送のた

携帯する責機材の整備な
、大分DMATの 出動態勢

の強化が課題.

害医療体制の強化を回

・人分DMAT指定病院を18

の充実を図るとともに、
出動体制の強化を図る。

ス)やE"er● o(専阿木医療机上リリ締システ
ス)を行つた。

。新男1府病院(災害拠点病院、お命救急セン
)に 自

=発
電、受水福、備冒倉庫を重僚す

・大分DMAT指定病院を18施設から20施設に
るとともに、平成23年度1礎設、

16施よの醸備整備を行う予定である。

られた。

力1杵還見地●の災害拠点病院の機能強{しが

・人分DMATの出勁体制の強{しが図られ、災
現場での臨環提供体制が充実するこ

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況 )

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(二金投入額:単位千円)

がん診僚連 携拠 点病院 や

その後方支提を行 う医療機

関 の更なる医療機能の強イヒ

を行う必要がある。

居住地域にかかわらず、在
宅医療など患者の意向を十
分車重した適切な医療方法
が選択できる体制づくりが課
題.

・目の 向上 を図るための嗜置

機関の機 能強 1し '充実を回

る。

・アルメイダ病院(地域がん齢療還携拠点偶院,

l_SPECT装置や乳房用X線装置を壺備した。

・石垣病院に化学燎法菫等を備えたがん外栞
診環練を整備した。

・lt域成人病検診センターに多機能超詈波移
動検惨軍を肇傭した。

・地域がん診僚連携拠点病院の機能強化が図
られた。

・外来化学環法を行える医療機関が整laされる
とともに、地域がん診僚連携拠点病院と違榜す
る医療機関の機能強化が図られた。

・これまで施設でしか行えなかうた検診を移動し
て実施することが嵯 る体制が整備されたこと
から、がん検診曇診旱の向上が期待できる。

帥
口E疇・・   81,451

(がんE●饉崚菫員〉
~~~       70.224

がん対策推進亭莱   65504

地域医療の課題 目榛 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果 )

関連事業名
(基金投入額;単位千円)

・急性から回復期 維持期の
リハビリテーション、退院後
のかかりつけ医などによる継
続的な僚養管理を行える体
制づくりが課題。

・医療と介輝との連携を促選
し、脳卒中ノート(教育縄・連
携編)の 普及を図る。

大学病院が患者やその家族などに配布する

脳卒中ノート(教育縄 )を作成し、普及啓 発を

行つている。

・脳卒中ノート(数百綺)の配下により、腿卒中
の発症予防及び再発防上が促遺されることが
期待される。

蹄
工髯口菫口・・        1.378

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果 )

関連事業名
(基金投入額 :単位千円 )

思看の搬送前トリアージを
円滑にし、覚知後の救急殿
送体制を充実させる必要が
ある。
・具体的対策を話するため、
県全体の心筋梗塞の発生状
況等に関するデータの集約
分析が喫緊の課題.

・県全体の心筋撻喜に円す
るデータを暴約、検討するこ
とでな性心筋梗

=の
対策に

活用する。

・大学病院に不奎脈診断治療システムを整備し
た。

・大分大学医学部が急性資金百遠の艦例登録
システムを構薇し、データの集綺 分析を進めて
いる。

巡選かつ
"確

な篠葦・治僚が可能と り、心筋
撻
=患

者に対する医療提供体制の強化が図ら
れた。

・県全体の急性心筋横豪に関するデータの集
約 分析により、今後の急性心筋梗轟医療対策
に役立てていくことが期待できる。

(2色●●●●区瞑口|口■)‐       27.300

躍懸継糠罷調出留雷
員~~  22,582



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(iL捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・咆取の核とr.|● 峰環磯関の

機能強イヒや感者等への教吉
推進が課 題となってぃる。

・質の向上を回るための医療
機関の機能強化・充実を図

tlB中 央病院に日詈波診断装置や内視鏡ビ
デオシステムを装備した。

・県同地域における糖尿病治療の拠点が整備
され、迅速で効果的な検査・治療が受けられる
体制づくりが進んだ。早期発見・早期治藤への
寄与が期礎 れる。

(●凛嬌E"IRIII歯,~         91.385

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況帷 捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

県内 V」 罹●準ほ
=日

と比

較して高いが、近年 診療 や

=壼
経験のない医師・看眠

師が増加しており、合併症愚
者の受入が困難なケースが
増加。
・合併症憲者が増加すること
が想定され:適切な医療を
行うための結核医療拠点病
院とモデル病床を有するE
療機関との連携強化が鰈
題.

・稲核思看収容モデル病床
を有する医療機関を3施設
から5施設に拡充する。
結核モデル病床を有する医
療機関が合併掟と併せて適
切な結核E療を提供できる
医療体制を整備する。

・平成24年属に局1府医療センター、25年度に大
学病院をモデル病床を有する屋療機lnとする
ために必要な施設,設 備整備を行う。

・西男り府病院 (港 核IE燎拠点病院)に総合呼吸
抵抗nl定 器を整備した。

西別府演隣 (結核医療拠点病院)の医師
=による技術:旨二、研修会の開催年を実施してい

る。

・身
"含

研症を有する精核思者に対するE僚
提供体制の充実が期待できる。

結核医療拠点病院の機能強化が図られた。

粕核モデル病床を有する医療機関が合併症と
併せて遇切な結核医療を提供できる医療体制
の構築が期待される。

{λ摯,",哺 ll及輌薔口)        25,238

匿 口 疇 露 IJい 嗣 強 イじ軍 栞     7337

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況帷 捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

・
"延

ヤ
"、

早期発えのため
の予防・検診体制の強化や
検診機関とE療機関との道
携体制の構築が課題。

かん薇診聞 Eの強イじ手を
図ることにより、がん検診受
診率を平成20年

=の
■がん

106%、 肺がん266,`、 大腸
がん1,39る、子官がん
2160も、早Lがん129%よ り引
き上げる。

'別府市医師会地域保にセンターと,I府市医師
会が既にネットワーク化している「湯けむリネッ
ト」を結んだ。(湯 けむリネットで1ま 、地域中核病
院と診凛所力{画像、診療情報を共有できるよう
になつている。)

・

"「ヽ

市豊師全い の中移蒲院及び診療 所で、

暑脇 :豊薔護埜憾吾遷懲孵
ながることが期待される。

15,484

地域医療の課題 目様 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入麟:単位千円)

篠た者りや人工呼吸器を装
着している難病患者に対し、
日常生活の■担を軽減する
ことのできる支援が課題.

・障がい児・者が必要とする
治、歯科診療体制の充築、
寝たきり恩者や障がい者な
どに対する在宅歯科診療体
制の充実が課題.

・人工呼吸器を使用している
難病患者等の円滑な在宅移
行を推進する。
障がい児・者の歯科惨燎体
制の強化、在宅障がい者の
訪間口腔ケア及び訪間菫科
診簾の体制を充実させる。

西別府病院に猥自動吸引器を整備した。

・別府口腔センターと別府発違医療センターに
=

在宅歯科診療用の書帯整高層波レントゲン撮
影装置を整備した。

人工甲限器を使用している菫肩患者の円滑な
在宅移行の推進につながることが期待される。

・障がい児・者の機科診燎体制の強化、在宅障
がい者の訪蘭口腔ケア、訪間歯科惨療体鶴の
充実が期待できる。

暉がい
=ヨ

■3■骰口■■0秦    9406

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(3金投入額:単位千円)

咄崚E僚再生計画の計lE的な執行や進行管
理を行つてきた。

・地輌医療喜
=こ

立の構期である平屁25年度
に向け、今後とも、地域E薇再生針回の計画的
な執行や遺行管理を行っていく。

地域医療再生推進事業   920
今後事業策定予定  310,739

,663,466



宮崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

宮崎県

北部医療圏

(医師等確保)

地域医療の課題 巳標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

ヒ Emの鍬 刀` 少 なく、区 環 資 源
の 層 が 薄 い とい う根 本 的な

課題力`あり、現場の医師の
負担が重いため、医師の負
担を軽減するための取相を
早急に推進するとともに、医
師を安定的に供給てきる仕
組みの構築が謀題である。

現在 IE理してい0医師の養

成・確保策に加 え、新たに、

宮崎 大学医学 部への地城E
廉学講座の設置 や富|1大学
医学部事の定 ■増 (拡大分 )

に合わせた医ET修学資金あ
貸付枠の拡大●

~に
より、平

成25年度末までの間に、本
県内で勤務することが確実
な医師を140人 以上確保す
るとともに、大学からの医師
派遣機能の強化を図る。

縦 言蠍軍菫臨 1繁孵鮎

ξ
学部定員増に伴う合格者について、31人確

(宮崎大学地域特別枠29人、長|1大学宮崎県

鶴 た学資金を綱
“

フカこ貸与0ち地燎
4寺別粋2B人 )

製 鼈 孵υ禦 編
警

・臨床研修病院説明会を県内2回、県外3回 (東

亀癬躍∬[鼎4g理の診庶を支援するJI常勁藤飾を確保
」詭予避冒警堅紹

施撃整備、院内保書施設の

日向入郷日域の3病院の救急勤務医手当を
支撮

・医学生や医学部進学を目指す高校生等の地
~

域医億に対する関心が高まり、将来地域医療を
担う医師の■成に■献
・医師不足地域に地域踵廉学講座所属医師が
派遣され、地域医療に■献
・平成25年度までに地域特別41の 医学部合格
者を40人確保の見込であり、将来の地域医療
への貢献が期待される。
・平成25年度までに医en修学資金を03人に貸
与見込(うち地壇特男1枠40人 )であり、将来の
地域医療への■献が期待される。
・本県の医僚情報の発信により、県外在住医師
の本県勤務を促進
本■の地崚医療への|1心の高まり苺により、
20年度の臨床研修マッチングのマッチ者数が
前年度と比較して倍以上に増加
・延岡市夜間急病センターの裕療を支援する,ト

鷲勁医師3人を確保し、地Ir医僚に貢献
・院内保青施設の設置 運ヽ営により女性医療ス
タッフの出産,育児等と勤務が両立できる環境
を整備
日向入郷回域の3病院に救急勤務E手当が

割蟄されたことにより、宮崎大学からの派遣勤
務医の円滑な確保が可能となり、勤務医の負担
軽減につながった。

109933

の層が薄いという根本的な
課題があり、そのことが、日

保に影響しているため、医師
の安定的な確保を目指すと
ともに、医療施設・設備など
ハード面を充実させることが
課題である。

帯を、平成25年度までに拡
初期救急患書の受入
、平成20年 度比 で 1

、宮崎 県北都医療 田域に

てヽは1096以上、また、
日向入郷□域においても

や,肖 防機関職員(175人 )のドクターヘリ研

・延岡市夜間急鵬センターの施設肇備を実施
・救急医療機関(5施設)、 輸番匿療機聞(5施
設)の設備整備を実施
・■慣臓を対ユとした救急看慶研修会を実施
(県 内7医療日19回壼1934人 )

ことにより、平成23年度の

24%増と目標を上回つた。
,平成2o年度の県立延岡病院の救急搬送患

割合が平成20年度比で北部医療田域
1 1%減、日向入郷口崚で324%減と目

・薔地病院となる宮崎大学医学部附鳳病院の
タツフ(延 16人 )や県内消防犠鵬職員(1

5人)のドクターヘリ研修を実艇 、ドクターヘ

・工岡市夜問急病センターの施設増設年によ
り、医師の動務IR墳や患をサービスが向上
・数急医療機関(5施設)の設備整備により、地
域の中核病院を支える救急医療機脇の機能が

・地域の中核病院で対応できない疾患患者の
受入を行つている輸番医療機関(5施設)の設
備整備により、受入機能が向上
暑IE師研修の実施により、スキルア
、医師の負担経滅、救忠匡療機能が向上

これまでの取組状況(進捗状況)

正化を推進することによ
・平成23年度の県立延冊病院における軽症應

成20年鷹比で約34%減と日標を上



宮崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

宮崎県
都城北諸県医療圏

(医師

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千n)

EImの口か少な 、このこと
が救急医療体劇の確保にも
影響していることから、医師
等の確保を図ることが課題
である。

冨崎大学における救急部F5

の強化により、救急饉を中心
とした医師の姜成 確保を推
進し、平成25年度末までの
間に、本県内で勁務すること
が確実な医師を140人 以上
確保する。

宮崎大学匡学部附属病院救念部の救命救急
センター化に向けたEeT等の確保を実施 翻 孵 ξぎ鳥顧tl乱 じ 柵 纏 2

年4月 にオープンすることとなった。今後、当骸
センターのオープンにより救急E燎を志す着手
医師の確保が期待できる。

■噺人子,3昴 r■0颯口■|1燻   301,886

地撃医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

曖つ4L′二にメ員凛り″学的
かつ効果的な活用を回るた
め.医療機関相互の連携を
強化することが課題である。

,取中郡医じ中
=嬌

瞬こ甲,●

とした本国域の選療機an相
互の連携強iヒ●により、本
田域全体の教急医療機能の
向上を回る。

・地域医療連携笙の輩置促進のための課題零
について検討

・本田重の医療機関を対象とした電子カル■0
導入 ネットトヮーク化により、患者情報の共有

詣[菖象鷺塚戯議講輩野ι≧
解的か鋤彙

・地域E薇連携
=の

設置が回られることにより、

「
銭網譜塁『よ1獄糖鵬

能分化の促進が期待される。

崚千力′レテ●導入ネットワーク
`t   100,000

聾
瞑医療還鋼

=の
設置促進   75,000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

目撃nり私sEIRり 甲接を
担う病院が老朽iヒ寺により
本来有するべき機能を発揮
鵞 ていないため、施設の移
1云奎備や設備の整備や宮崎
大学の救命救急センター化
等により、救急医療機能全
体の底上げを図ることが課
毬である。

整備、体制強化により、平成
27年度までに、本回城にお
ける救急搬送患者の受入割
合を10%以上増やす。
また、宮|1大学の救市救患
センター化により本県の救急
医療機能全体の店上げを図
る。

・署崎木宇E宇郡附属病院救急部の数命救急
センター化に向けた設備整備を実施
・宮崎大学医学部附属病院医療スタツフ(22
人)の研修を実施
・国立病院機構都城病院の口池外T_設備整備
を実施

蹴 で胤:鰈 馴 滞 ヨ
より、県全体の救忠医療機能の底上げが期待
できる。
・医療スタッフエ22人の研修等を実施し、敷命
救急センターの円■な運営力〈期待される。

1馴雛 鵠 翼 醐『 :勤 謝躍 ∬
機能が向上
・今後、都城市郡医師全病院移転整備に伴い、
本田域の救患搬送患者の受入割合1096以上
の増加が期待できる。

E■ス平工鳳務,センター■ll壺員
   2フ 5,021

口 ▼ ●llttEBI、 ■ 饉 帥 研 修    17.662

14,999

1,200,000

30418

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進拶状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額i単位千円)

周鷹期医療の中核を担う病
院の体制が弱体化しており、
施よ 設備の整備や関係医
療機関との運横強化により
体制の強化を図ることが課
題である。

平成25年鷹までに、県の機
含周産期母子医薇センタニ

である宮崎大学医学部附属
薇院への患者搬送割合の低
減を目指す。また、西諸嵌薇
日においては、平成25年震
までに、小林市立病院の農
科匡の確保を目指す。

・日立捐隅機構椰城病院の鷹科手術室施設・
設備整備により、施設の老朽化や衛生面での
課題等が解消し、周産期日療機能が向上
・嬌産期中核病院と県画部地城の建科医療機
関とのネットワークが強化されることで、当骸地
域全体の周慶期医療機能が向上

ロエ蜀城ЯttEll人 科壺籠強iし   340.560

これまでの取組状況(進捗状況)

や医師不足により、本来有
科に関して、3名 以上の医師
を、平成25年度までに新た
に確保する。

小児科医の確保年により、小児散急に関して、
他日域を含めた広範囲を力′`―するための体

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入盤:単位千円)

時間外の取急膠者に対嘔ず
るため、口剤を中心とした匡
棗品や医廉・●r生 材料りを
提供する拠点としての薬局
壺儀が課題である。

地区棗副師含が栞籠する調
剤を中心とした医薬品や目
療・衛生材料等を提供する
拠点としての藁局の移転整
●を支援し、時間外の救忠
患書にも対応する桑局の機
能の充実を図る。

椰 猥 市郡 医師 ,洒隅 の移 囁 に 併 せ 、必 要 とな

る施設・設備整備■について検討    |
取急匡燎の拠点となる綱院野の壺口に併せ
て、拠点となる薬局を壺健し、時間外の敦急患
者に対応する機能の発案を図ることにより、救
急医療機能の向上が期待される。

40,000



宮崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

嘔 師等確保)

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

県全体での医BII数 は増加し
ているが、高齢化及び地域
偏在が顕著であることから、
医学生の県内定着を促進す
るため、キャリアアップ支晨
を行つていく必要がある。ま
た、4疾病6事業に係る専門
匡や指導医が不足している
ことから尊F弓医や指導医の
育成のための支援を行つて
いく必要がある。併せて、医
師のみならず、他の医療従
事者 (特に審護職員につい
ては、求められる機能・役割
は増大しており、At職防止や
医療安全の観点から基礎看
護教育の充実、署護教員の
資質向上が必要)の育成の
ための支援を行つていくこと
も必要。

県題種の機能強化や「宮崎
県地域医廉支援機構Jにお
ける地域医療を担う医師の
キャリアアップ支援対策や確
保対策を一体的に実施する
ことにより、平成23年 4月 1

日現在の自治体病院の医師
不足数2フ 名の確保を図る。
また.臨床研修医について
は、毎年度50名 の確保を目
指す。4疾病6事業に係る専
rlE.指導底や医師以外の
層療従事

=に
ついては、研

修支援事を行うことにより育
成・確保を図る。■慢師養成
に携わる書腹敏員に対し、
必要な知織・技術押 得させ
ることで、看饉基礎教育の内
容の充真、資賃の向上を図
る。臨床現場における医療・
書震の現状にED応できる暑
護師を養成するため、県内
の■捜師等養成施設に必要
な設備を整備し、■IE学生
の教育環境をLtえることによ
り、■護基礎教育の充実及
び責賞向上を図る。

県内の14検の看藪師等霙成施段に必要な国
書、教材●の整備支援を行つた。
県外在住屁師20名 をあっせんした。

蟻,曇掘g婁二躍鴛3島
援するため、学会

轟 1
込まれる。

上回城
から開始の研修医数が58名 と目標を

県内医療橙関の見学案内を実施することによ
り、県外在住医師の本県勤務が促進される.

医師のキャリア支援により、さらに医師の県内
定着を促進できる。

躇口及ひE字■の沼へい   3959

命救急センターの■なる充
実。強化を図り.本県の第二
次救急医療施設としての機
能を向上させる必要がある。
また、当該救命センターの機
能を十分発揮させるため、急

した救急患者の転
院を促進することが課麹。ド
クターヘリについては、導入
後においてもい力,こ円滑な
選航を図るかが課題。また、
ドクターヘリの運航において
は、県民の理解と協力を得
ておくことが必要不可欠であ
り その役割や重要性毎に
ついて、県民への啓発を図
ことが課題.教急医療施lt

こついては、小児科にの

不足や高齢化によ
り7つ の二次医療日では十
分な体制を確保できない状
況にあることから、広域での
小児救急医療体需1の 整備を
図つていく必要がある。

として中核的役割を果たして
いる県立宮崎病院の救命教
急センターの機能向上も重
要な課題。また、小児教急医

て`、ヘリポート毎の施設や
・ドクターカー等の

ついて充実・強
また、同病院の救急医療

化することにより、

、救急医療を担う県内の

強化を図る。さらに、同病院

同病院から県内
の医療施設へ転院患者を受
け入れる体制を整える。ドク

ヘリについては、シンポ
ムを開IEす るなど、各種

広報凛体を活用した普及・替
発を行う。また、ドクターヘリ
場外離着瞳場への書板を設
置し、県民への周知・啓発を
図る。小児救急医療につい
ては、救急医簾提供体制の

ついて、関係機関と
進めるとともに、小児
育成・確保により体制

に向けて、医薇機器りの充実 強化を図り、平
成24年 4月 にオープンした。また、センターの

て、ドクターヘリを導入するため、ヘリポート■
の整備を行つた。

プンに併せて、当餞病院を墓地病院とし

りの導入により、県全体の救急医療体制の■な
る充実・強化が図られることが期待できる。ま

がることも期待できる。
さらに、今後、ドクターカー等の整備により、当

1更なる体制強化が期待でき

ドクターヘリについては、県内でのシンポ
ジウムの開催や場外離着陸場への■板般量等
により、県民への普及・啓発が回られるととも
に、円滑な運航にもつながることが期待できる。

敦急医療を志す着手底師等の確保につな

署経ステーション、訪間介額
サービス事業者、地域包括
支援センタニ等との連携の

、情望交換しながら、切れ
目のないサービスを提供し
く体制の整備が求められて
いる。

Iミ おいて、在宅医療や介
ス事彙者事の関係

リストを作成するは

種の関1糸看が一
=に

含し
、症例検討を行う研修会を

互の連携体制を構

として、今後:各圏理においても、他
る協ll会を設置し、在宅医療や介護
事業者等の関係機関のリストやマップ
るほか、在宅療姜に換わる多くの職相

の関係者が一堂に会して、



これまでの取組状況(進捗状況)

定医療機鴨との協定が未
あり、早急に締結を{テ

がある。DMAT数は、
大地震等を想定すると必ず
しも十分とはいえず、引き続
き、要請を経続するのはもち
ろんのこと、統括DMATの妻
成・確保や災害拠点病院等
関係機関との運携強化も課
題.各機離 の道経鯛整に

いて、防災無練は、各市Itr

、県立病院等には、配備さ
ているが、災害拠点病院

T指定医療機関等ヘ
び、実際に非常時

機能するよう関係機関に
よる訓練も必要。また、災害
時には、病院の被災状況や
受入に関する機能年を災害
医療情報システムに入力す
必要があり、実際に運用す
中で改善すべ

=課
題があ

る。なお、県全域や県をまた

肇 も十分 にできないことか
、各 地 I● において、現地の

集め、限りある医療贅
源を適切に振り分ける等、彼
災現場において現地をコー
ィネートできる人材の青威

ム数を現在の6病院9
チームから、二次医療日ごと
に機ね2チーム常備する体

各チームに対して
はIll星携帯電露や続―のユ
ニフォームを含む贅機材・医

の購入支援を行う。ま

=、

東日本大震災クラスの地
・澪波が起こつた際の対応

については、県地域防災計
画や県津波浸水予想回の見
直し■を踏まえ、検ttするこ■を踏まえ、検ttするこ

なるが、応急的に災書拠

さらに、県内におけ
ステムについて、ぁ

らゆる時間帯に大災書力
`発しても曖時に対応できる体

る。また、宮崎県災
書医療関係者

=絡
会巌の設

立や災書医療従事者研修会
の克実により、関係機関の
連携強化を図る。

る衛豊電話整備支機を実

・宮崎県災害医療関係者連絡会経の蘭催
.DMAT指 定医療機関との協定締結
・県災書暉療従事著研修会の売奥

ていることにより、非常時におけ

1■●ができるようになり、適切な医療の実施

鶴層2iVttT栽甜諄竺1鷺謂:1

讐』幾携聴馳絶退鮮驚署亀

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額1単位千円)

がん様診受診率が低位に日
まつている。また.がん診薇
連携拠点病院等は、集学的
治療と言われる専門的なが
ん医療の提供や、地域のが
ん診療の週携協力体制構築
など、高度な医療提供体制
が求められている。中でも官
崎大学については:都道府
県がん診療連携拠点病院と
して、地域の饉薇従事者に
対する研修を実施することも
求められており、高度な専門
性を持つ人材青咸が課J。
加えて、がん登籠について
は、がん把極軍が5割糧度
であることから、がん診療違
携拠点病院専以外のがんお
瞑を行う病院も●加した地域
がん登録の案施が必要であ
る。

平屈 24年度示までに全市町

村が肺がん検惨を実施する

ように勁言するとともに、受
診署増に対応するため財団
法人宮崎県健康づくり協会
の検診体制を強化する。宮
崎大学については、高度な
診療体制の情繁及び人材冑
成を、平成25年度までの間
に計画的に実施する。その
他のがん診療遭携拠点病院
専についても、集学的治薇
に必要となる診燎体制のII
築を図る。また、力|ん豊僚に
ついては、平成25年 1月を
目途に地域がん登録を開始
する。

※平成24年層実施 財國法人宮崎県健康づくり協会に01検診車
を配置することにより、受診著増に対応せ る
体lll力(壺い、受診率の向上及びがんの早期発
見につながることが期待される。
宮崎大学をはじめとするがん診廉連携拠点摘

院等において、がん惨療に係る医療機器整備、
人村確保を図ることにより、がんE燎の高度
化 均ヽてんイヒが期待される。
平成25年度t4「4か ら地域がん登録を本格的

に実施することにより、力%の履患数、生存率
等の推計が可能となり、がん対策の評価及び
研究に責することが期待される。

がん検診体制強化   30000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入■:単位千円)

8性′●筋薇
=は

、タヒE躍の
高い疾患であり、彙症後、早
期かつ適切な治景が三要で
あることから、広域的な救急
医療体制や敦急搬送体制等
の■実・強化が極めて菫

=。また、県内の急性心筋榎喜
患看書の約4096の 緊急カ
テーテル治療を行い、24時
間3o5日対応可能な高度心
疾患センターである宮崎市都E
師会病院心腱捐センターは、E
康機器の老朽化が著しいと
ともに、救命率の向上のため
には、更なる人員体制の強
化、救急搬送機関との密権
かつ広域的な連携強化が求
められている。

富崎雨郡医師彙用匠●腱病
セン舛の人員体制を、現在の
3チームから4テームに増殷
するとともに、囃 器の新
規導入・更新を行うことによ
り、県内の急性0筋積

=愚者好の50%以上を受け入
れることができる体制を整
備。また、ccuを備えたドク
ターカーの導入や、紋急車
や地域の医療機関との間で
口はデータネットヮークシス
テムを導入することにより、
心疾患による死亡準につい
て増加傾向から減少傾向ヘ
の

“

換を図る。

県内の思性心筋硬墓に関する拠点属瞬である
宮崎市郡医師会病院の日療機器や人員体制
の充実・強化を図つた。 鏡ま霊薔製瑠魅宗鼎

する。
また、高度診藤機能を備えたドクターカニの導
入並びに救急車や地域の医療機関との間で日
像データネットワークシステムを導入することに
より、広撃的な数急E廉体制を構築し、心疾患
による死亡早を増加傾向から減少傾向へ転換
させることが期待せ る。

10""マン9-3量薇籠元妥  344,719
広jr釈穆医療体制薔量  203.1∞



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

示lヽ Z tt rFの 星
'い

兄人所IL
設は、近年の障害の三度・
重複化等に十分対応てきる
体制の整備が求められると
ともに、病床不足の状態にあ
る超重症 F.の 受入態贅の拡
充も課題。また、重心児の保
植者等からのニーズが高い
短期入所やリハビリ等の訓
糠など察宅サービスについ
ても事業への新規釜入の促
進など体制の拡充が求めら
れている。なお、入所施設や
在宅サービス提供事業所が
主に県央、県南地域に所在
するなど、重心児を支経する
体制に地域的な偏在性が見
られることから、体tllの 充実
が求められている。

亜
'い

児薫様の拠点となつて
いる入所施設について、老
朽化した施設・機器の改修、
吏新を行うことにより、障害
の重度・重複1ヒ 等への対応
強化や越

=症
児の受入れ体

制の充英年を回る。在宅
サービスについては、医療機
関等の新規参入を促造し、
県内のサービス提供機能の
強化を回る。また、支援体制
の地域的な偏在への対応と
して、入所施設手がない地
域に所在する病院の看霞飾
寄について、県内の入所施
設等への派遣研修を実施
し、菫症児のケアに関する専
門的な知籠やスキルの向上
を図ることなどにより、当該
地域における人材の青成を
推進するとともに、医療機関
等の新規参入の促造を図
る。

平成 24年 度着エ

受入れ体制臨 紀:fり
、重心児の

・在宅サービスを行う医療機関専の新規参入が
なされることにより、県内のサービス提供機能
の強化が図られる。

E●児■ほ腱燻竃設撻籠強4L _Jヱ
P,369

IFい身暉香児E設新規●入   27.500

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進拶状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

患者が増力。する一方で、神
経内科医が減少しており、特
に県北部では、平成21年度
以降、専Pl医が不在状態と
なつている。そのため、ltl点

病liの機能強iしを図り、県
内各地からの患書を受け入
れること力くできる体制を整備
することが課題。

県璽FI職病医薇ネットワーク
医應

“

鵬ハm占詢障7ふス

平成 25年度着エ

日立病院機構宮崎東病院は、高速遺路へ07
クセスもよく、これまでも県内各地のこ絆協力腐

踏結 禦 懲籠 纂瞬 難 雲 製誌 こ離
より、県全体の神経難病対策の発案が図られ
る。

に調■漁爾瞬厖破 殷,露■   64150

日立病院機構宮崎東病院に
は、神経内科医が3名 おり、
神経鐘病に特化した医療を
提供できることから、施設・設
備の整備により、早期確定
診断や診療機能の充実・強
{じ を図り、県内各地からの患
者受人体制を強化する。

鹿児島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

鹿児島県

鹿児島医療田

( 等 確

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入餞:単位千円)

・本県では,医 B雨 の地壌的
億在や特定診療IIにおける
医師不足に加え.地域の拠
点病院における医師不足問
題が生しており 地域の救
急医療体制の崩壊が危慎さ
れる。
特に 本県の臨床研修医
は,平成16年度の新臨床
研修制度開始以降大きく減
少していることから、将来の
本県医療の貴重な担い手と
なる臨床研修医の確保は喫
緊の課題であり 出床研修
医も含めた医療従事者の多
様なニーズに対応する質の
高い研修体制を早期に確立
する必要がある。

・平成26年度の1年 目鶴床
研修医数について 新餞床
研修制度闘鮨初年度である
平成16年度の1年 目研修匿
数105人と同数程度確保す
る。
。また,鹿児島大学病院のE
師派遣機能の強化を図るた
め 医emのキャリアアップヘ

の支援事により、平成26年
度の同大学医局への入局者
数について′少なくとも84名
以上確保する。
・さらに,平成25年度末ま
でに,県外在住医師20人
程度の本県へのU・ 1タ ーン
を図る。

・震児島大学病院内に,研修目宿舎を設置(H2
03月完成)するとともに,総合的な研修の拠
点となる総合臨床研修センターを平成25年度
に遺般予定。
・屁児島大学病院に「地域E薇支援システム学
語座(番附l●座)Jを開設するとともに,その研

馴 蟹ヂ踊tlF「
療支援セン

・深211化する県内の医師不足の現状を対処し,

効率的・安定的な医8市 配置を図るため,関係者
間の共通認臓の下,地域に必要な医師記置の
方向性などを示した「地域医療支援方策」を策
定(H243)した。

・研修巨信舎は,平成23年 3月 に発成。(平 成
24年 5月 現在,10戸 のうち12戸入居)

・研修医宿舎や総合臨床研修センターの整備
により,研修燎境の充実が図られることから,臨
床研修医の増力D及び勤務墨年の県内定着促
造が期待される。
・地域巨僚支援センターにおいて,「 地域医療支
鱚 ■ 轄 |,腱

==●
E鶴

"薔
ハ n澁 生 1-ト ロ

唸
`墜

床魏,センター奎tl●奮   564.874
日
=研

悸角鋏瑾饉強
`ヒ

対菫,■    24.000

-_l14000

地城匿晨貪撮センター鳳置●■   300,00o
嗜,E療支援方策検31事業   18020

効軍的・安定的な饉師派遣体制の構彙力切 待
される。

地域医療の課題 これまでの取組状況(進捗状況)

ても 専門的な放射繰科
医が不足,または不在の状

ことから,24時間
門的な医師の診断

を受けることができる体制を
整備する必要力くある。

ことにより,地域の各医療機
る治療方針の決
各医療圏で対

応可能な症例を増やす。

・県医師会において,還隔回標診断システムを
構彙し,救急医療通籠画像鰺断センターを平成

(H244月 以降 ,同 センター

・メ尋口な菫籠暉躍夢町マン
'一

を餃ETOこ
とにより,医療機関の放射縁科医が不在である

日等に.遺隔回像診断システムを活
け線科専門医による読影支援が得ら

ことで,地域における救急医療の充実及び
饉師の疲弊防止が期待される。



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況 (進捗状況 )

これまでの成果
(今 後期待される効果)

関連事業名
(基金投入機:単位千円)

|:il:|:lli::|lilllii::|||:i:i

朧鮮[1誓謬
要がある。

・屁Fヨ雨IE病院取命夕凛
センターの機能強化を回ると
ともに,同センター以外の匡
療機関にも救命救急セン
ターを設置し 鷹児島医療圏
の高度救急医療体制の機能
強化を図る。
・周産期電子医療センターの
鹿児島市立病院を中心とし
た周産期医療提供体制を構
築するため,医療機器の整
備や研修尋により 地域の
拠点薇院や日産祖颯諫晨運
施設の機能強化を行い.もつ
て 周産期死亡,新生児死
亡の低減■びに周産期に係
る総合的な医療連書体制の
充実を図る。
救急・災害医療情IHシステ
ムの構築により,救急患者
の症状等に応した適切な救
急医療の搬送体制の充実を
図るための医療情報提供の
璧備を行う。
より迅速な搬送体制を整備
するため.本土及び熊毛医
療圏を対象地域とするドク
ターヘリを導入するとともに1

ヘリポートを豊備する。また.

ドクターヘリ
=入

までのLl.

救急搬送に積極的に活用す
る消防・防災ヘリの賛機材の
整備●を行う.

:歴児島人事病院救急集中治療機の機能強化
として,平成22年度はE療機器の壺傭.平成2
3年度は改惨工事に係る実施設計を実施。(平
成24年度から改修工3に着手予定。)

・鷹児島市立病院救命教急センターの機能強

生:し

て 平成24年度から題燎機器を整備予

・周産期医療の確保を図るため.平 成22年度

雛 難 t鸞 購 墨千
。

・救急・広域災書E療情報システムの整備を平
成24年度から着手予定。
・平成23年 12月 から,県本土,籠毛地域を対
象とするドクターヘリを運航開始。
・ドクターヘリ導入までの平成22年度から20年
度にかけて.消防 防災ヘリの資機材●を登
備。
・鹿児島市立病院のヘリポート

=を
平成25年

度に整備予定。
大隅地域の初期救急IE瞭体制の確保のた
め.太陽広域夜問急病センターを設置。(H2
33月 完成)

・鷹児島大学病院,鹿児島市立病院教命救急
センターの機能強化により,重篤患者の教命準
向上が期待される。
・地域周産期母子医療センターの機能強化によ
り.同産期死亡率の減少が期待される。
・農児島市立病院散命救急センターのドウ

'一ヘリ導入により,患者を通正な医療機間により
迅速にI・a送する機能が充奥された。(平成23
年12月 26日 から本格道航し,3月 末までに13
6件の自動。)

・大隅広域夜間急病センタこの開般(H204)

蹴増し響網鸞 、又 、瀾
嵌 :o,307人 )

型

…

J聖 型
neME●掟

"餃
fI璧 備●■    3.333

日置期医療B.l係 者研修事豪    800
128576

ド●
=■

,3暉彙1111システム●●1,x     60746
マ■●

'■
^」●79-"3,こ円,■■●●1     13,701

1財 隋絆ヘリコフター●ll,■手
「

     6.859
103.521

All撻 重覆mantン ター摯巨事萬    49.180

鹿児島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

鹿児島県

奄美医療圏

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単 位千円)

弛 域のこ幹病院である県
立大島病院の診環科の医師
不足は,地最住民に対する
鯵療機能の低下など多大な
影響を与えることから,医師
にとつて魅力ある県立病院と
なるための環境整備の促遭
により医師確保を図る必要

医師及び饉麻研経医の葉
務環境の改善を図るため.

県立大島病院の医師公舎を
整備するとともに,教命救患
センター内に出床研修セン
ターを併設する。これによっ
て,常勁医の欠員を解消す
る。

・県立大島病院の医師(臨床研修医.勁務E)
公舎の平成25年度完成に向けて,県立大島病
院臓■公舎の解体工事を完了し.医師公舎を
整備するための敷地を確保した。
・鷹児島大学医学部の地域枠の学生20名に対
し新規貸し付|ォを行った。

・県ユ人島鋼院における初期臨床研修希望者
の増加が期待される。
・平成28・ 29年に卒業予定の地域枠学生計2
0名 の確保が見込まれる。

彙ユ大■■
"口

輌公會菫口,=   281.294

医師修学資金貸付事業  155.200

力
'あ

る。

地域医療の課題 日欄 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入顧:単位千円)

・昴二次教8医療体制につ
いては,直児島市や沖縄県
等の病院に併設された救命
救急センター及び総合間崖
翔偉子騒療センターが担っ
ているが,轟天候で自籠障
機手での搬送力t困難な場合
が懇定されるため.奄員医
療田城内に救命敦急セン
ターとしての鰺環機能の整
備をロリ,可能な限リロ域内
において発縮させる必要が
ある。

・電彙医療日のこ幹病院で
ある県立大島病院に地域救
命救急センターを整備する。
これによって日厳外への搬
送件数を礎 るだけ減少させ
る。
・県立大島病院への地域救
命敦3センターの設置に伴
い.同病院を実施主体として
ドクターヘリを導入する。これ
によつて島外搬送時間を平
成20年と比して約30分程度
短縮する。また,救命教急セ
ンター晨上に救急ヘリポート
を整備する.

・離島から島外への牧急搬
送におけるヘリコプターの安
全かつ円滑な還航を図るた
め,場外離着睦場の整備を
行う。

・県ユ大量病院の地撃赦命象8センターは,平
成25年度に建設予定。
・平成22年度から県立大島病院に敷命救急セ
ンター設立準備宝を設置。
・鹿児島医療日の救急医療遭隔画像鰺断セン
ターの活用により.還隔口億支援システム構築
事業を廃止予定。
・「県本土から搬毛地域まで」を通航

"日
とする

ドクターヘリの事業検証を,平成24年度中にド
クターヘリ還航調整晏員会において実施するこ
ととしており、Fれらの動 状況■を請まえて,

奄美地域のドクターヘリ導入にかかる課題●を
整理していく予定。
・和泊町にある場外離詈腱場の照明施設の整
備を。平成24年度に行う予定。

・地域釈爾釈8センターの壺口により,日崚外
への搬送件数の減少が期待でせるとともに,■
篤患者の強命率向上が期待される。
・奄姜地域の商

=島
(徳之島,沖永良部.与腱)

は,沖縄県のドクターヘリが通航しており,場外
離着陸場の整備により迅速かつ円滑な急患
搬送が期待される。

晨■六■●腱載

"ン
ターII畳口8■  1,722.013

晨立大■■賠,●センターtl菫●8■   147.930
自輌■●,IIシステム疇贅●彙

電美ドクターヘリ運航事業  165.12ワ
II外鼈・●饉●●●●ヨ■■■   21016



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

においては,医師の絶対数
が不足するとともに,全般的
に医療供給基盤の整備が立
ち遅れており,多 くの機医地
区等が存在していることか
ら,中 長期的な観点も踏まえ
ながら,離島・へき地で勁務
する医師を確保する必要が
ある。

墨卿よい饉麻,摯墨の乗
務環境の改善を図るため,

県立大島病院の医師公舎を
生備するとともに,救命救急
センター内に臨床研修セン
ターを併設する。これによっ
て.常勧医の欠員を解消す
る。また,離島 へき地の医
師確保対策を積極的に推進
する。

曙期間中毎を利用して行ったF習・
を夏期体

・本県の離島・へ
=地

医療機関での動務を希望
する県外在住E師 1名が,就業先医療機関の

讐言FI割撲 埠1雷錯 謳 罐 Wl『
業を

轟輔鶴言[itti籍
言思塁舅駐基2:地

区燎等に対する理解を課

囃f●●宇
=●

●へ
=増
Eo=F] 7,Ю

l

堕 、螢■,費薔文燿
`●

    5,11,

鹿児島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

これまでの取組状況(進捗状況)

の医療日と比較し高齢化率
が最も高く(H171● :31'%).心

の循環器疾患が多
いことから.当 医療日の中核
的医療機関である.日立指
宿病院及び県立畷南病院に
おいて 当骸疾患
る医療提供体制の整備が急
務となつている。

饉児島市に全て心臓血
を搬送していること

FI地区に区燎機器寄

域の中核的匡療機関として
庭僚を提供している県立病

医療機能の向上や救急
医療体制の充実を図るた

の整備を行い医療体制の強
化を図る.

・へき地における救急医療を
中心とした地域医療体制の
生を図るため,ヘ

の中核を担う都部E療機闘
の設備螢備を行い 県全体

二次敦 急医療 の均衡あ

る医療体制の強化を図る。

■.地域における救急医療体制の充実。強化



これまでの取組状況(進捗状況)

ていることから.先の東日
を踏まえ.地震,台

自然災書にカロえ,大
書による原発事故

整備など力く求められている。

ける緊急複ばく

くした住民の除業施設や
医療施設等の整備及び被ば

・現在のDMAT指 定を受け
るヽ7病院7チームの体制

,平成25年度までにフ病
院14チームの体制に増カロ
する予定である。また,テー

加させ.隊員の技能維持
の向上を図る。さら

」MAT苺を交えた県内外

行い役割分担や機能の連携

・災書拠点病院の多くが場外
リポートであるこ

ら,病院独地内にヘリ

る菫廃救急患者の救命

及び広域搬送体制
化を図る。また.併

て 災害が発生した場合
備えて非常用電痛.受水

の整備を行い.災害
る医療体制の充

自然災書や原発事故等の

充実・強化が期待される。

20   1

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

本県では,第一種感染症捕
定医療機関がないことから,

指定に向けた取組を積極的
に進める必要力{ある。
.本 県の一部の離島には.結
核患者を収容する医療機鵬
がないことから 島内で患看
に良質な結核治廉を提供す
る体制整備を行う必要があ

本県の中核的な医療機関
である鹿児島大学病院に,

感染力,罹患した場合の■
篤性等に基づく観点からみ
た危険性が極めて高い第一

種感染症患書を入院させる
第一種感染lEl日定構床(2
床)を整備することにより,一

・当初計口どおり平成24年度から事事BR始 .

(ただし ■―■感染症指定病床壺傭事業につ
いては,鹿児島大学病院再開発が当初計画よ
り遅れていることから、平成25年度までに病床
整備が着手困難なため

=業
を廃止予定。)

・島内に結核嬌床を燎備することにより,合併症
を有する最者の移送によるリスク等を防ぐととも
に,患者に良質な結核治療を提供すること力t期

待される。
・各保健耐 こ.結核診査キ観察用モニターを整
lHす ることにより、適切な結核患看管理に勢
め 感染症のまん延防止対策の発奥・強化力t

期待される。
・既存病棟をスーバー敦急病棟として整備する
ことにより 念性期の医ll体制の充実・強化が
期待される。
・地熾周産期母子医療センタァの設僣整備によ
り,周 慶期死亡.新生児死亡の低減並びに周

嗜機需床施餞段愧壺備■案   60,196
呻転摯憲

'll●

用モニター■■●■    53,003
摯立llin疎ス‐{―菫ε

“
口■

“
=■

   119,899

疇―■鬱彙症掲,"ホ螢口■■

糧感染症患者帯のまん工肪

・本県の結核罹患率は、増
加傾向にあることから 健魔

工洪ひユコな睡暉提供

「

副
を確保する。

診断をはじめとする法に基づ
く各種施策の実施に加えて,

保健所尋結核対策機能の強
化などを推進する必要があ
る。

核憲者を収容する医療機関
が整備されていないことか
ら.島内に結核嘉床を整備
することにより,合併症を有
する患者の移送によるリスク
苺を防ぐとともに 息者に良
質な結核治猥を提供する。
・各保健所に医学的回偉診
断用の結核診査等観察用モ
ニターモ壺備し,適切な結核
患者管理に努め,感錬症の
まん工防止対策の発案・強
化を図る。
・本県の精神T4臓環の中核
的匿猥性口として、県下全域
から年間365日 24時間体
制で救念患者を受け入れ,

また.県内槽置入院遍■の
ほぼ半数を受け入れている
県立始良病院において,既
存病棟をスーパー救急病棟
として整備し,急性期の饉環
体制の充実・強化を回る,

・地域周慶期母子医療セン
ターの設備壺償を行い 商
産湖死亡.新生児死亡の低
減並びに固鹿期に係る総合
的な医療連携体制の充実を
図る。

崖期に係る総合的な目僚連携体制の充実が期
待される。



沖縄県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果 沖縄県

宮古・ノヽ重山保健医療□(平成21年度補正予算にかかる計画分)

( )

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入薇:単位干円)

慎性口
"医

師不足に悩む離
島の医療機関に対して、県
全体として安定的に医師や

1署護師を供給できる体制を
構築する必要がある。

1孵:秘蛾[る
倍の医師敗の増加を見込
み、医師数として16人以上と
する。

新人書護議の卒後臨床研修定員10人に対し、
12人 の研修を真施した。
新人暑護職指導者研修「責任者研修J定■30
人に対し、46人の研嬌を実施した。「奥地指導
者研修」定員50名 に対し、64人 の研修を栞施し
た。

代診日崚目標100日 に対し、50日 の代診を行っ
た。
離島・へき地診療所にIV86会議システムを導入
した。
醸島・へ

=地
診薇所

=の
医療機器姜備を行つ

た。

1看凛師の需要に応じた供48がなされ、安定した
看菫職員の養成及び確保が図られる。

品慕だ溜鼎溜搬識轟ξ器 、
安定した医 3●の確保が見込まれ る。

研修医等宿舎確保事業   21Xl,000

後期臨床研修医派遣事業   7,350

履雷橙塁爵繁
防止再就   92,938

賛留兵
人材育成・人材確   18,000

唇

=取

育看・lヨ翠医
I成   14p00

闇露騎鎮辱薔鴨   30,000

基響暦露露雰霊箕学資  275,000

暑健研修セレターの建設  316,000

看護職数盲研修事業    80,000

1雰発奥献
ンター事  40,000

雰‰錦鵠総野 lo,`oo

盤黒護:翼
医師の代診   39,960

遺闘画像支理システム    70,tll10

獣ξ懸 ]食
導力こ ・郎4

護黒κ通認亀爵『
府の 加.26

離島診療所の整備     126.000

これまでの取組状況(進捗状況)

するためには、両日域の中
核的役割を担う県立病院と
地域医屎再生基金事業の日

がある。特に、医療機関が連
携するrrを活用した体制濠
備が必要である。

リティカル′ヽスを
及して、

「
による医RIn報

`ヒ

を健遭し、地域E
の連機体制を構簗する。

てヽ、がん惨療に係る医師等の研修
相敲支援事業.がん畳僚促遭亭秦守を
ることにより、各病院の機能強

`L及

び連

、医療体制に関する必携
んサポートハンけ ック)を作成配布すること

、がん医療連携体制が推進された。

底療情報の共有イしを推■Bし、地域医療の連携

携システムの構築

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

第2次及び第3次救急医療
機関に多くの軽fe思者力fIE

接受診しており、結果として、
これらの医療機関が本来に
なうべき医療機能に支障が
生している。特に、小児への
救色患者の疾患の程度によ
る適切な受診を推進する必
要がある。

第2次及び嘉3次取思匡薇
機関に多くの軽簡愚者が直
接受診していることを是正
し、救急患書を適正に振り分
けることで、それぞれの散急
医療機関が本来になってい
る役割を暴たせるようにす
る。

冨宙島市休日夜間散急診景所の里饉を実施し
ている。
救急搬送患者のB5qlを 引を受けている県立八
■山病院の救急室の改装と匡療機器整備を
行つている。
八
=山

保健医療日において、計3台 の散急患
者搬送車を整備した。

宮古、′ヽ三山保健匡僚日において、各惨僚所
の救急医療に要する医療設備等の整備がなさ
れ、通切な処置が可能となる。
第2次及び第3次救な医療機関に多くの経傷意
者が直接受診していることが是正され,敷急意
者を適IEに 撮り分けることで、それぞれの救急
医療機関が本来になつている役割を桑たせるよ
うになる。

譜お鷹壼鵬 蹄    64,308

救急EQ備の改修      61.396

救急壼著搬送車整備事 業   30,485

1北躙
鮮葉 30,∞0

慮宅優賽をまえる●境づくり0興    19266

難病患書青人工呼吸器

畢貧
付けウ刊―●

言
付 

“
J¨

=ittn■
■入能に設暉屎,■    14.500

災害崎E薇贅襲材壺備事業   21,900



地域医療の操題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入輌:単位千円)

藤綺口1-わし'tい :工 .E帰
人科医の確保が不安定であ
り、設備についても不十分で
ある。

こ賜人r4の罐保が不安足な
害古及び八重山保健医療圏
において、助産師外来の整
備を行うことにより、産婦人
料を補完する。また、′ヽ■山
口域で妊娠分嗅産褥:周 産
期の病態の入院医療をすべ
て取り扱つている県立八菫
山病院の設備整備を行い、
国域での周産期医療が完結
できるようにする。

E百保促医療国の多良間診療所における産婦
人科巡回診藤に必要な超音波鯵断装置及び検
診台が奎備され、妊産婦健診書を円滑に実施
できる体制が登った。

嫌 彎 翼 鎖 船 翻 馴 腎 寝電機
び周産期医療施設の改修とともに必要な医療
機器の整備を行い.医療機能と品質の確保が
図られてきている。

富百保健医療回の各診療所におけるま婦人I_・

巡回診療に必要な超音波診断装置及び検診台
の翌備。

蘇臭襲尋冤F保
が図られ、離島つ国産期医療

院内助産所整備事業    47537

鯉1児
集中治療室の改   50,604

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

病1テ 乃`ら地軍の鬱療所と
'イアップした在宅医療ヘス

ムーズに繋げる医療連携が
必要である.

在宅において、快適に暮ら
せる支援が必要であり在宅
の歯科臓療対策を克案する
ことで、全身ケアの維持に繋
げる。

先島地区において、研修を実施し、平成23年度
20名が受講した。

ぼ纏翼]踊鑑 蹴 噺霧
医師の増加が見込まれる。

在宅歯科支援研修事業   12.100

:柔
歯科診療機

言

整備    14,000

沖縄県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成21年度補正予算にかかる計画分)

沖縄県

北部保健医療圏

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

人口10万人あたりのEBT数
が、全国水準より少ない。慢
性的な医師不足に悩むへせ
地・離島の医療機80に対し
て、県全体として安定的にE
師や看EE師を供給できる体
制を構築する必要がある。

平屁14年から平成18年 まで
の医師数の増加は、北部保
健匡燎日で23人となっている
ことから、平均の伸びの15
倍の医師数の増加を見込
み、医師数として05人以上、
人口10万人おたりの医師数
を212人 以上とする。

玩零大学地域枠の学生に平成23年度00名 に貸

与した .

クリニカルシミュレーションセンターを整備した。
琉球大学に寄附ll度を設置した。

地域砕での■付事
=の

成果は数年先となる
が、地颯医療のための各事業を展開すること
で、北部保健饉療日において慢性的な匡節不
足の解消が見込まれる。

■手郡
=員

に,■粋を設足

塁翻
螂絆・  128.0∞

クリニカルシミユレーションセ
ンターの設●        1,400,000

医撃 ス 宇
甲

鴨 嬌 EO段 ■   250,000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入額:単位千円)

田卒中辱の疾思において、
予防、急性期、回饉期、在宅
凱と切れ日のない■組の管
理を要し、各々の時期におい
て、専Pl的あるいは適切に
対応するE療機関が機能分
化しながら医療連携をしてい
く地域完機型匡薇の案現を
目指す必要がある。

地顆遷鶴クリテイカルバスを
置用する農思において、急
Lm薇餞から回復潮病院、
もしくは回復リハビリテーシヨ
ン施設における患署一人あ
たり前治療期間の延べ日数
を、平成22年度比より5%割
滅する。

ITを活用したE療理露システムを橋栞するた
め、
「

連携●■会、脳卒中部会、糖尿鷲部会が
立ち上げされ、システム●磯仕様が績‖されて
いる。また、出卒中市民講座を開催した。

旭事任民の霧属に対する予防意臓及び地域理
機に対する意鷹向上が日られた.

地雄通務クリティカル′駄を■用する嚢患にお
いて、急性期病院から回復期瘍院、もしくは回
復リハビリテーション施設における患者一人あ
たり前治療期間の延べ日数の減少することがで

180,000

20,000

"事
嘉

295015

=る
。

120,000

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(■金投入額:単位千円)

早鷹や興富分脱の壼蛹が釆
院した場合でも、安全に県立
中部薇院の総合周壼期母子
E燎センターヘ搬送するた
めの体制や設備を壺える必
要がある。

1卿睦薇日から甲郡医療日
や爾椰医療ロ ヘ安全に妊

暉・新生児を搬送するためめ
専用牧急車を設置する。

総合周燿期母子医療センターである県
=目

部
医晨センター。こども医薇センターに妊婦・新生
児搬送に必要な救急車及び鶴退E藤機器■が
整備された。

1【郡曖環国から中郡Eロロや爾郡E層ロヘ安
全に妊婦・新生児を饉選するための周屁期競
送体制の強1ヒ が図られた。

壮
"・

詢三児田選用口,二の
配●             36.959



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

病院から地諄の診環所とタ
イアップした在宅医療ヘス
ムーズに繋げる医療連携が
必要である。

在宅医療ヘスムーズに繋げ
る医療連携及び在宅におい
ても、快適に暮らせるよう、
在宅の歯科医療対策を充実
することで、前進ケアの維持
に繋げる。

ltBll地区において研修を粟施し、平成20年層
43名 が受識した。
支援センターにおいて、在宅歯科に関する問い
合わせや医療機関の紹介憲口として運用した。
在宅歯科診療実施に必要な機器を整備し、医
療機8RIミ賞し出した。

在宅菌科医療書売案し、全身ケアの維持に繋
げ、在宅歯科医療を実施するに当たっての必要
な研修を行うことで在宅歯科診療に静わる歯科
医師の増加が見込まれる。

ロモ田l■=L研"手
■     34Ю 00

ロモロl■二ほセンターの改E   120C10
EモE環そ罹澪ア●r_めの

言彗露閉課鴇闇1目踊層
腱セン &026

■ 毛 口 ,F暉 磯 薔 壺 口 尋 ■    16.000

沖縄県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
(平成22年度補正予算にかかる計画分)

沖縄県

(

地域医療の課題 目裸 これまでの取組状況 (進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

鷹|1人科医師の確保か国
難な北部保健医療日におい
ては、県立北部病院の常勁
医師が不足しているため、診
療を制限している状態であ
る。県立病院においては離
島の二次医療日である富
古、/ヽ重山保僣医療日にお
ける産婦人科医の確保も菫
要課題となつている。
新人看藤士の離職率が全国
平均を上回っており、離職防
止と共に渭在看饉1市の再就
職しやすい環境を整える必
要がある。

麗帰人科医師の種膵が日雌
な北部保健目僚日におい
て、民間寄匡凛機関から県
立北卸病院へ常動医師を2
人、他に非常動医師を無遣
し、年間分娩数を約100件か
ら約2∞件まで弓1を上げる。
■眼職■の高度で実践的施
力、定着率の向上を図るた
めバュレーターを活用した教官
プログラムを85発する。ま
た、潜在看篠師の再就ltを

支援するため、急性期施設
での実務研俸、研修施設で
の研修を行いお在看護師を
掘り起こし、ナースプールを
立ち上げる。

看護師●修字質■を平霰20年度315名に買与
した(平成21年度補正分から再掲)。

平成20年民は、実践力向上のための0シミュ
レーター整備完了。②研修プログラムの開発完
了。③シミュレーター敏青指導者養成FJF修実施
した。(受 ll者数38名 )

地域枠子による医師百威・医師確保に繋げてい
くため:それ窓の間、他の自療機関からの医師
派遣の協力体制を構築し、また市町村に寄る医
師確保のための動きと週助した制度の11級が
見込まれる。

慶蝠人科E師確保対策事業   76,000

書護実践力向上支援●案   45,900

む在■壇師の再就職支援●R   28,000

訪間看饉師の育成事業  11,700

■IE師●修学,金■与率栞  12o.600

墜内助達所 (民間)奎麟事貪   141800

曖内■■所IL,(民間,■■,■    84,500

訪問看饉推進事業   20,000

ナースプール事業   20,000

=餞
教育専任執彙曇成手豪   4,600



地域医療の課題 これまでの取組状況(進捗状況)

施設の病床を確保するため

編 網 躍 鶴
、在宅に移行させ

医療 IE祉サービスについて
の相談体制が整っていな

治療が必要な障害児
向にあるが、地
や彙ためには

生活習慣病の医療費の締め
る割合は非常に高く予備軍

(16人 ).肢 体不自
の施設拡充とあわせて、

自由児通園事業及び児
イサービスとの連携を
また、在宅複帰した課

治薇が必要な障害児
者)の増加に対し、県内でア

も適した場所に自腔
衛生歯科治療セジターを建

治療憲者数を約2380
人から約5220人に増加さ

、全身麻酔歯科診療件数
を年間約190に tんから約580
人に増加させる。

医やかかりつ1サ医、各
や保険看等と共同

、本県の疾病特性 に応じ

る年により、保健指導の

:ス体制が構築される。
限られた医療資源の効果的効率的な活

っため、医療の機能分化、連携がなされ、メ
リックシンドロームに対する保健 医療の連

障害者歯科研修事業  13,478

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

北部保健医療圏の産T4医の
確保が難しく、県立北部病院
では鰺薇制限を行つており、
中部保健医療日での出産を
を刷る●■l戯えている。リ
スクのある妊婦は、中部保
健医療日の県立中部病院の
総合周産期センターで生に
1き受けているが、同日域で
もリスクの高い妊婦が増加
傾向のため、その影響を受
け同病Eの NlOuは 、常時満
床状態であるためベッドの分
散配置による病院の機能低
下や、院内感策リスクが生じ
ている.

中郡保腱医薇口に所在する
県立中部病ウインの総合周
産期センターの機能を拡充
し、病室の分散配置による機
能低下及び院内悪葉のリス
ク解消を回る。

平成 23年鷹は母子ホ栞センターの設計、観1量

瞬奎 、土賛調査が完 了し、次年度の工事着エ

に向けて準備が整つた。

リスクの高い妊屋婦や新生児琴に対し、高度な
医療が適切に提供されるよう医療提供体制が
整備されるとともに、連携体制を強化し、さらに
リスクの高い出産を減少させるための県全体の
環境の整備が図られる。

豊畠黒艦雷豊言:露
センタ描 39,∞0

ワ鋼題幣:ツ

ゆ~ク
  5,lXKl

断生児擦生請習会実施手彙   4.400

院内助産所整備事業  16,200

y算島酬昌編庁
母子未来セ  1∞ .OC10

がんlL学彙法センター・総合

Rこ
詢センターヨn・拡充事 171,375

地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

覆
=医

療を行つている票局
は少なく、中でも無口製剤処
理加

=を
“

定している東局
は1施設で、在宅匡猥に必
要な医療材料、樹生材料を
供給している凛島七きわめて
少ない。

簾口al耐処理m耳零を耳
=する案局徴を5施設に増加さ

せ各地区E師会、E燎機関

榮刑BI雪 I●目の3桑局(甲郡、郷■.用 Br)と,
■軍局(宮古・ハ菫山地区)2薬島に注射栞の
無菫製剤を行うための性嶺整■を行い、基欄
局として在宅医療分野における凛島.菫劇鮨の
医療運携体制への多加が見込まれる。

奪ζ層撃婁
菫
`絆
薬局体●1   12.600

して豊億する。



地域医療の課題 目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入額:単位千円)

がん、脳卒中́ 0筋梗喜
"に関して、特に離島を抱える

二次保健医療国において、
専門的検奎・診断、三次E
療機関との連携が求められ
るが、そのための検査機器
は不十分で、画像診断の連
換システムはない。専門医に
よるコンサルトがなく、離島
へき地における緊急時の搬
送定期奥武、救急度の判断
等が制限されている状態で
ある。

がんに係る画像診断の連携
体制を脳卒中、心筋梗豊癖
に関する高度・専門医療体
制の整備による取り組みと
併せて強化し、横診や治廉
の質と件数を向上する。
放射線専「1医や籠燎器専Fl

睫による検量データに係る
医療情報のコンサルテーショ
ンの仕組みを作り、専Pl医に
よるコンサルト、離島・へき地
における緊急時の搬送の適
応判断等ができるよう1_t
る。

平成23年度においては、理隔画像診断センター
(仮 )の設立準備、機器選定 設備整備など運営
基盤の整備を行つた。 傍癬魃 嚇措超記臨輛腿

偏が図 られ る。

力%口燿鰺断凛辮システム

里

粒子線治燎壺応L推遭事   10oβ oo

沖
夕露塩轟躍

°n. lo,ooo

君卿
機壼支  200,000

AI島 へ
=地

E薇を担うこ絆

寧圏 早露
関跳シス 433,600

:業
期鮨卒中E薇体的螢●

   34,900

縮磁臓餞者健お強イL事れ     9,900

艦螢器:贅
相助人工

:臓
菫
   23,940

え I贔 ● 湖 凛 贅 輌 体 燿 脈 晏

勝事壼嗜事串          17ρ 60



資料 3

24年度の地域医療再生計画に係る現地調査 (案)について

【現地調査の狙い】
別紙

【ヒアリング方法】
全国2箇所で実施 (事 業例の多い都道府県を北と南でそれぞれ選定)

2珀 3日 以内で実施
<体制>

有識者会議の構成員 12名 X2箇所
厚労省職員    2名 程度

<ヒアリング相手>
県庁職員、医療審議会会長、県医師会、事業主体 (任意)

<具体的ヒアリングの方法>
・県庁内での全体会議

‐県で行つている地域医療再生計画のうち

① 都道府県で策定された地域医療再生計画の全体像の概要
② 効果的である

'と
思われる事業を3つ

③ 効果がみられない、うまくいっていない事業を3つ

④ その他、知っておいて欲しい事業内容 (今後の変更予定)等
について、プレゼンをしてもらうな

・質疑・応答       ヽ

。あらかじめ統一的な質問事項を定める【要検討】
・有識者から該当県への質問事項をまとめ、事前に送付の上、現地で質問。

こ事業を実施している現場等の視察
・施設整備や医療機器の設置状況などの進捗状況の確認(院長、事務長等)

・現場の医療従事者等との意見交換(視察しながら)

・研修センター等にあつては利用状況など

Oヒアリングによる効果等
・地域医療再生計画によって、具体的にどの様な点が良くなつているかを行政の視
点のみならず、医療関係者等から直接聞くことや、医療現場の医療従事者等の職
員等から直接話を聞くことにより、医療課題等の改善効果等を検証する。

・有識者等とのディスカツションにより、よりよい計画となるよう必要なアドバイスを行
うなど、単なる進捗管理だけではなく必要な見直しが行われるよう促す。

Oこれらの現地調査等の結果を踏まえ、調査方法などより効率的に行えるよう改善を
加え25年度以降のフォローアップヘつなげていく。



別紙

現地調査について(狙い )

O昨年度末の有識者会議において現地視察については、県庁の意見だけではなく地元医

師会等の意見を聞くことや少人数では専門分野に偏り多角的な意見を伺うことが難しく
なることなどの意見を伺つているところ。

Oこ れらの意見を踏まえ、本年度行う現地調査は、平成25年度に本格的に実施する現
地調査に向けたパイロット調査として行うこととする。

具体的には、

①  どういう調査項目で行うことが有効であるか、実際に現地の関係者等とのヒアリング

を行う中で検証する。

②  概算要求とも整合をとるため、有識者が少人数(2人 )で効率的に行うことが可能で、
かつ有効で標準的な現地調査の方法を確立していく。 、

0本 年度実施する都道府県の選定については、現地調査は有識者12名が2回程度の予

算であることや、専門分野の多角的な視点の質疑等を検証することが有効であることな
どから、有識者全員で2箇所の現地調査を行うこととする。

具体的には

① 全国を北と南に分け、それぞれ1箇所選定。

② 事務局において、事業数が多く今後の現地調査に参考となりやすい県を選定

③ 委員からの意見を参考

としながら、現地調査を実施する都道府県を決定。

○ 都道府県のプレゼンについては、①地域医療再生計画の全体像の概要、②効果的で
あると思われる事業、③効果がみられない、うまくいっていない事業、④有識者の特に気
になる事業などをプレゼンしてもらう。

また、あらかじめ有識者に質問事項を登録してもらい、それについても質疑を行う。
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資料4

地域医療再生計画の自己評価 (案)について

【評価の視点】
<計画の進捗管理に関すること>

口事業が計画どおり進捗、又は医療課題の解消が計画どおり着実に進展しているか。
・事業の効果を客観的に示すことができるか。
・事業で掲げた目標を達成できているから(できる見込みか。)

<事業の内容に関すること>
・総事業費に対する基金の投入割合は適切であるか。
・市町村や関係団体など地域から公平性に欠けるなどの指摘を受けていないか。
・事業者の契約の手法や価格等は妥当であるか。
・事業は効率的(費用対効果)に実施されているか:

。設置された機器や設備がきちんと稼働しているか。
・医療機関の建て替え整備は、地元住民を含めた説明をきちんと行つているか。
・必要性の低い事業が含まれていなかったか。(要望もなく事業を縮小・中止するなど)

・有識者会議からの指摘が計画に反映されているか。
<総合評価(事業全体)に関すること>
・地域の医療関係者、地域住民との情報交換や都道府県医療審議会等の活用など、関

係者が互いに情報を共有し計画が円滑に推進される体制が構築されているか。
・毎年度、当該目標の達成状況を評価する体制はできているか。(地域の医療関係者か

ら必要に応じた意見を聴取しているか。)

【自己評価の手法】

“上言己の評価の視点に立って総合的に判断して「s、 A、 日、C、 D」の5段階評価とする。
「S」 =目 標を大幅に上回つた成果が上がっており(予定)、 上記の評価の視点についても

高く評価できる。

「A」 =目標を上回つた成果が上がっており(予定)、 上記の評価の視点についても評価で

きる。

「B」 =概ね計画どおり進捗しており、上記の評価の視点についても概ね妥当である。
「C」 =計画どおり進捗しておらず、大幅な改善が必要である。
「D」 =目 標を達成できる見込みがなく、中止する必要がある。

・それぞれの事業を5段階で評価し、都道府県において分類した「医師・看護師等確保対

策」、「救急医療対策」、「周産期医療対策」、「′]ヽ児医療対策」、「がん対策」、「精神科医療
対策」、「へき地医療対策」、「在宅医療対策」,「医療連携」、「災害医療対策」、「その他」ご

とに、総合的な評価を5段階評価で実施する。 また、都道府県の全体の計画に対する評
価についても実施する。

評価にあたつては、その評価に至つた理由についても記載する。

・併せて、施策分類ごとに総合的に最も評価の高い事業を選定し、自己評価が高かった理
由を記載する。また、総合的に最も評価の低い事業についても選定し、その理由や対策を
記載する。

【自己評価の活用】
・特徴的、他地域で参考となるような事例を紹介。



資料5

有識者会議の評価(案)について

【評価の視点】
口事業が計画どおり進捗しているか。
口事業で掲げた目標を達成できているか。

・事業の成果がみられるか。

・事業は効率的(費用対効果)に実施されているか。

・必要性の低い事業が含まれていないか。(事業を縮小・中止するなど)

【評価方法】

・これまでの取り組み状況、成果について総合的に評価し、「SからD」の5段階評価とする。

「S」 =目標を大幅に上回った成果が上がっており(予定)、 高く評価できる。

「A」 =目 標を上回つた成果が上がっており(予定)、 評価できる。

「B」 =概ね計画どおり進捗しており、概ね妥当である。

「C」 =計画どおり進捗しておらず、大幅な改善が必要である。

「D」 =目標を達成できる見込みがなく、中止する必要がある。

・都道府県の自己評価を評価するとともに、分類した「医師・看護師等確保対策J、「救急医

療対策」、「周産期医療対策」、「小児医療対策」、「がん対策」、「精神科医療対策」、「へき

地医療対策」、「在宅医療対策」、「医療連携」、「災害医療対策J、「その他」ごとに、総合的

な評価を5段階評価で実施し、意見等を記載する。また、各都道府県の計画全体の評価及

び意見等も記載する。

評価にあたつては、その評価に至つた理由についても記載する。

【評価結果】

・有識者の評価の平均値を当該県の施策ごとの評価とする。

(S～ D)→ (5～ 1)に換算し平均値を算出。(小数第二位を切り捨て)

「S」 =4.5点以上、

「A」 =3.5点以上

「B」 =2.5点以上3.5点未満

「C」 =15点以上2.5点未満

「D」 =1.5点未満

・個別の評価結果については、県ベフィードバックする。



評価シート

医師等確保対策

参考資料(資料4・ 5関係)

青森県

地域医療の課題 目毎 45鼻ピ看籠」R菅競li,|111:|
・人 口10カ

"の
日環洒讀覆

事医師数が、奎目平均の半

分に着たなく、慢性的に医師
が不足しており、特に自治体
痢院の動務Eが少ない。
このため、専目的医療機能
が低く、医療を提供せ ない
分野も多L、

・弘ロス手医手邸卒栞

「

田
の颯内定着

弘前大学の遭携等による新

中歓輌院開院時のあ要な医

暉数の確保、人事 ローサー ト

システムによるサテライト医

療機口勤務医師の確保
・女性E●等の多様な働き方

の支饉による女性E●等の

増加
・認定書饉

“

の増加

・つがる日1し五広
=鳳

含がH2211月 に弘爾大手
へ審附講座r地域医療学讚摩Jを餃置した。
・女性E師等の離職防止・復職支援に取り組む
ため、育児・復職相談窓口を餃置するとともに、
年体取得健進支榎ュび青児専支援事業を開始
した。
・日崚における認定着護麟の青成支援を行つ

・■附疇Eの贅置により、自北中央
"瞬

に騒蛛
病診薇に僚る第三内科力噺 設され、非常動医
師(3名 )が派遣されている。
また、医学生に対する請義、地域医療実習の

発案が図られ、西北中央病院での実習受入が
増加した。(H22:1名 ―H2131名 )

。平成22年10月 から、常勘眠科医(1名 )赴任.

常勤麻酔科医増(1名 ‐2名 )、 平成24年 4月 か
ら、第一内科、産婦人科及び小児科に常勤Eが

艘
大学への3111継  208"0

壺構
医師等の働く環境の

   30,C100

最需あ吾う亀発Ftttl・
 20,αЮ

地城医療の課題 目欄 . これまでの取組林澤(進拶状凛)
_これまでの成果 , |

・(今後期待される効果)

■関連事業名  ‐‐ ||
(基金投入饉:単位千円)

●遺府県による
,自 己椰ロ

・菫年暉コしてい0不肇lll■

の医学生や弘前大学饉学椰
地l●枠の医学生が卒業後、
県内において発案した臨床
研修を受け、引き繊告.後期
研修巨毎として定着すること
が必要.

・魅力ある研修燎境づくりの
ため、臨床研修饉の住環境
の整麟が必要.

。日床研澤日、悛用研澤Eと
も採用者●●を回る。

・各臨床研修爾院の研修フログラムの元興や研

修E宿舎等整備による研修環境向上により、研

修目の確保やスキルアップが期待される。 獣歴翌質
プログラム充琴   31000

研修医富舎等整備事業   215.988

盤
ルクラーク青厳 格∞0

都道府県による自己諄籠

l諄輌 の 理 口 ]

Itt爵輌の日い薔栞】 LIl輌 の面い題日]

【量も辟輌の低い事栞】 【辞輌のIB・ い理口及ひ
"賢

J

有漱者による諄薔

【諄日の理由】



医療連携対策 青森県

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入猥:単位千円)

●■府県l球る
自己腑薔 評価の理由 =‖

●による
諄薔 評価の理由

・目域のE療機関にお:ナ う伐

自分担や医療遭携が進展じ

ていない。

・広理選含工■薇眠関のE
燎情報システム(し 、日像情
報の共有化専医療機目同士
のネットワーク化
・民間医書糧目等との情報
共有による地域E廉連携の
推進

・広崚理合ユ化する5目泄体属滉において輌―
的な饉僚情颯システムを導入することとし、23年
度は、3剰院において電子カルテシステム、オー
ダリングシステムを整●した。(25年度までに瞑
次システム壺■を進める予定。)

・日壌内の医療関係者で構成する医療連携検
討晏員会を開催し、地域E巌連携の具体4しに
向けた検討、先逮地調査、セミナー等を行つた。

・理合立医療機関の医療情報システム化・ネット
ワーク1ヒにより、病院間で脇療情報の共有が可
能となるほか、診察券の統一、地域連携システ
ムにより、息者の利便性向上が期待される。
・平成20年度から、地元医師会が西北中央書院
で平日夜間救急医療に週1回

'回
するように

なつた。
・今後さらに、連合立自治体医療機EI闘0ネット
ワークと民間医療機関との医療情報共有などに
よる医薇連携が期待される。

広域連合立匡療機関の
医療情報 ス́テムイヒ・ネットワー   '00m
ク化

地域医療遠携の推進    10,000

これまでの成果
(今後期待される効果):

関連事業名
(基金駐入額 :単位千円)

●tF颯による
自己諄ロ 評価の理由

有口奢による
諄● 評価の理由

・政 薫 E彙 選 轟 覇 畷 長 彙 IEを 開 籠 し、I「薇 ス 石

と意見交換を行うた。
・2□崚において政策臓籠を担う痢餞が中心と
FJIり 、日増内のE薇従事者等を対象とした初期
散急E薇等研修を実施した。
・地域医療情報共有検討姜員会を開催し、先進
事例についての講演及び意見交換を行い、シス
テムあり方について検討した。

。政踊
`薇

そ理う臓彙機関の駿口分Lと遷轟饉
1し及び医燎情報共有システムによる目al「I
の共有が期待される。 騒傍闘雇

連携病院長会    3,"0

1増
区燎力向上・支饉事  18脚

螢鷲憂
僚情報共有システ  110,729

都道府県による自己評輌

【薔価の理由】
~~~~

【最も評価の高い事業】          【諄饉の高い理由】

【最も絆篠の低い事業】          【評価の低い理由及び対策】

有臓者による辟価

【碑薔の理由】



救急医療対策 青森県

椰道府県による自己膵●

【需籠の理由】

【最も膵口の高い事撃】 【Hl価の高い理口】

【量 諄ヽ目の低い畢栞】 【薔口の郎 理`口及び対踊』

有臓者による膵輌

【評

「

の理由】



周産期医療対策 青森県

|lt春蔵枇 電秀島
●■籠●・によう

自己諄薔 評価の理由
有餞■による

|1 諄薔

・醸●周菫期母子E燎セン

ターのMFICu及 び:OUにつ

いて、ほぼ満床の状態が続
き、新規受入れが困難な状
況となつていること、また、地
崚周産期母子医藤センター

も、逆盤送を受け入れること
が困難となっていることから、
その解消が嗅緊の課題
・周産期区薇に携わる医師
が恒常的に不足しており、人
材を安定的に確保する対象
を構じる必要。

・地●周庫期母子E薇セン

ターN:Cuの平均在院 日数
について、平成20年の水準
(17日 )を籠持

・総合周産期母子匿燎セン
ターの1日 平均のNICu不足
腐床を1床以下に潮滅
・当日域の乳児死亡率(出生
千対)を20以下
・当日域の日慶期・障害児医
晨従事E“を新たに4名程
度確保

・お含周産調母子医燎センターにおいてNICu
を増床(0床 )したはか、MFICuの 医療機目を整
出した。

辮 馴踊 轟 紹語辮
のための改修 医ヽ療機彗整饉を行つた。
・総合周産期母子E燎センター、IA市大学時に
対し、日産期目療に係る研究姜託及び専門日
臓保のための事業委託を実施した。

・総合周産期母子医療センターの機籠強イしによ
り、低出生体重児等の常時受入体IIの確保が
回られた。
総合周産期母子医療センターから地壌日産期
母子医療センターヘの逆搬送や県立中央病院
小児科への転床を常に行える体制の確保を
図つた。
・医師確保においては、入局者の増加傾向も見
られるが、交勁もあるため、経続して取組むこと
により今後の医師致増加が期待される。

MttCuの医療機器整備   J14.277

MCUの 増床・機能強
`じ

   441.846

N10Uの増床に饉る運営
経費の増加に対する財政   16.750
支援

3搬 療鯛 
“
2“

辱膳埋悪課£菖譜
・改善 800∞

弘大医学部等に対する事
円医確保のための事業姜  120,画
託

鋼 網 ぶ "曖“

目標 これまでの取組状況(進捗状況)
これまでの成果

(今後期待される効果〕
関連事業名

`基

金投入饉:単位千円)

●■膚県による
自己諄● 評価の理由

有臓者による
絆蜀 ‐評輌の理由

産H医不足を起因とするこ
‖目療機国の減少に対応
し、分綺可籠な医僚機関の
臨設の拡充や、県総合同産
期母子医廉センター●を訪
れる選隔地からの最者の受
け入れ暉境整●滲怪螢。

・県目地域の産Tl嬌床の増
床、県総合日産期母子医壼
センター等を肪れる遺籠地カ
らの意者を受lナ入れる妊婦
等待機宿泊施設の野儡睦国
る。

・僣曖覆
"轟

政の整,と風行394月を行う民間
事彙者を公募により決定し、24年度の開餃に
向けた検討を行った。

・県総合周産期母子医療センター特●宿泊籠段

の整備・運用開始により、妊帰等力安 全かつ安

0して医療を受けられる環境が整備される。
・′ヽ戸市立市民痢腕月産鵬センターの増床によ

り、県南地域における産科医不足への対応強化

が期待される。

蠣」翼珂認雷
産 6∞.000

腱鷹■属産期母子医療セ
ンター待繊宿泊施餃整    17.272
饉・試行的運用



災害医療対策 青森県

地域医療の暉錮 '日
椰 | |■‐法思猥翼1鷲獄豊「 |li● |■性薦 二位革ふ| ‐|[腑薔 :

●ntによる
・  ‐■●

普及を図る必要 .

・贄詈薇点嬌瞑及びIE獄
命敏急センターについて、非
常用発電機の連続稼働時間
の麗伸などによる災書時の
医療機籠の充実を図る。
停■に対応可能な人工透

析・産科医療機関の増加を
図る。
・緊急被ばく目書体制や放射
線による健康影響等の墓ホ
的な知口

=係
るセミナー等を

実施する.

・災詈時の日暉撃記の軽持・羅保のための政偏
整■に係る補助を行つた。
・人工透析・産科医療機関における停電時の機

髯雷履:鷹爵慧倉与湾:自
家発電設‖等の整

放射線による健康影響等に係る知臓の普及啓
発のため.Im査研究を行うとともに、放射線に係
る疇演・実験セミナーを開催し、普及書発を回つ
た.

・災薔拠点翔院等に対す0,「常用発電猥日壺
備年により災害時の医療機能の確保された。
・生命の維持に関わる人工透析・産科医療機関
の停電時の機能が確保された。
・緊急被ばく医燎体制や放射線による健康影響
等の知識の■及啓発が回られた。

器群鯉
麟緩繊 270,690

黒護雲響
E・翻 ψ,1"

被ばく医療普及害発事業   20.339

都道府県による自己群饉

【熙薔の理由】

【最もF口の百い子栞] 【肝価の百い理由]

【最も薔輌のにい

“

栞】

有諄者による絆籠

:諄● の 理 口 ]



その他の対策

これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(薔全投入饉:単位子円)

●遺府県による
自己r● 評価の理由

■口■による
諄● 諄嗣 理由

・菫筵,0身陣詈児鷹設・腋停

不自由児施設とも満床状態
であり、新規入所に対応でき

ない。

まれる。
・障害児医療に携わる医師
が恒常的に不足しており、人
材を安定的に確保する対策
を講じる必要。

,障害のある見等に対する医
際・介臓・福社サービスの総
合的な憲口の般量
・当日増の周産期・障害兒区
藤従事雛 新たに4名程
度確保
・目立鋼院機構青森病院で
障害児巨書に従事する医師
をさらに1名以上確保

て`菫ε児りを・熙ヱ臓燎騒百センターの情■型麗政 |●瞑に同

けた施設繊籠検討祖繊 (青春口城寄練宙機能

検腋 饉 )を離 した。

・平成23年3月 に
'県

立医饉書青センター壼●基
本構想Jを策定し、■症心身障害児施設(目立
病院機構青森欝院)に集約する医晨機能と、福
社型施設に転換する県立医療療青センターが
担う医療機能等を明確にした。
・果立匿察療青センター(2施設)の福祉型施設
転換に向けたま修・増築工事に係る実施餃計を
難 した。
・日立輌腱機構青毒病院に対して■症0身障害
児構櫨増床(40床 )整■に要する経費の機動を
行う予定.

目立病院機構青春綱院に
おける重症10身障害児病  355,625
保の増床整備

弘前大学医学部りに対す
る専円匡確保のための事  40 αЮ
彙姜屁

翻
支援センターの   50,000

県立区壼憲青センターの
福社型施設への転換・改  933963
修

露

書児E薇に係る研究晏  

“

,000

目橿| | これまでの成果
(今後期待される効果)

関連事業名
(基金投入饉:単位手円)

椰遭府県による
自己諄● 評価の理由

有腱者による

諄ロ
1評薔の理由

・不界のがん、日m詈疾層に
係る年齢調整死亡率が全国
最下位グループとわ てい
る。
・がんの薇應状況を把握する
ための力̈ 奎録の精度向
上、がん鯵燎に携わる医療
従事書の賛買向上、ふヽ 患
者を支える患者団体の宙蔵
が必要.

・都道府県がん診彙連携拠
点病院の機能強化による、
地域の医壼機関

^の
支援が

必要。
・県民の日卒中に関する理
解力tt分でなく、受診の通れ
が指摘されている。
・麟卒中医療を提供する医療
機関の機能強化が必要。

・地菫がん登鍬の量鰈薇の
増簿によるOCO率の改善や
がん登録の精度向上を目
る。
・都逮府県がん静燎連携拠
点膚腕がM巨を活用しなが
ら、地域E農支援を実籠す
る。
・県民への日卒中にかかる
工しい知腱の普及のため、
フオーラム等を実施する.

・目卒中について、遠やかに
適ulな専目的力凛を受けら
れるよう、検査機構、リハビリ
機能の発案を回る。

・地域がん量露の量縁取■と稲鷹円上を□るた
め、がん登録実務者への指導,数青。研修を実
施した。
・がん医燎に携わる人材青威のため、24年度
のがん医療従事者の研修会●加.研修会開催
に向けた環境菫饉を行つた。
・脳章中に係る正しい知識の普及を目るため、
一般向けの日卒中フォ‐ ム及び医燎関係者
向けセミナーをBntした。
・日卒中騒轟饉籠の強化を図るため、日卒中対
策に携わる饉療機関(3饉所)の 機E■eを行つ
た。

・がん登録の充実により、今悛、本県のがん躇
策をより効果的に推進することが可能となる。
・がん惨廉に携わる目燎従事者の■咸、がんB
者団体への支援寄によるがん対策の強化力翻
待される。
・目率中に係る工しい知臓の管及が口られたは
か、適切な専目的治療を受けられる検査機能等
の発栞が国られた。

がん螢録促進事業      7.688

道豊異
藤従事者育威候   1。 ,。77

震象塁
者団体専活動支   24,“8

都道府県がん拠点鰺饉
連携拠点病院機能強化   259β∞
事業

腱
卒中フオーラム等の開    4.296

鸞遷漏履霙
機能強化設   1。6.326



都道府県による自己評薔

【押衝0理由】

【最も諄●の高い事業】 【岬籠の目い理由】

臓 t「●の低い事業】 【諄目の低い理由及び対策】

有繊者による諄ロ

【絆●の理爾



《総合評価》
青森県

都道府県による自己諄籠

【評価の理由】

有凛者による評価

【評仁の理由】
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厚 生 労 働 大 臣 殿

愛知県知事 大村秀

愛知県地域医療再生計画の見直 しについて

このことについて、別添のとお り変更 したいので、承認 くださるようお願い

いたします。

(別添資料 )

・ 地域医療再生計画 (平成 22年 1月 策定)の変更について (別 添 1)
・ 愛知県地域医療再生計画 (尾張地域)新旧対照表 (別添 2-1)
。 愛知県地域医療再生計画 (東三河地域)新旧対照表 (別 添 2-2)
・ 愛知県地域医療再生計画 (尾張地域)全文変更後 (別添 3-1)
・ 愛知県地域医療再生計画 (東三河地域)全文変更後 (別 添 3-2)
。 愛知県地域医療再生計画 (平成 22年 1月 策定)の変更 (概要)(別添 4)

健康福祉部医療福祉計画課計画グループ
052-954-6265(ダ イヤルイン)

052-953-6367
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地域医療再生計画 (平成 22年 1月 策定)の変更について

平成24年 10月  愛知県

1 背 景

○ 本県にとって、邁域医療を守る上で最大の課題は救急医療の確保にあり、平成 21
年度補正予算に係る地域医療再生計画では、地域の医療機関の役割を明確化 し、各医

療機関が連携の上、 24時間 365日 、確実に救急患者を受け入れ られる体制の構築

を目指 した。また、平成 22年度補正予算に係る地域医療再生計画では、小児 。周産

期・精神科など分野別の救急医療体制の構築を目指 した。

○ 計画の実施により、概ね充足 した救急医療体制の整備を図ることができるものと考

えているが、計画策定以降の状況の変化 として、東 日本大震災を踏まえた災害医療体

制の再構築が新たな緊急性の高い課題 となった。

○ 国においては、東 日本大震災における災害医療体制について詳 しい検証が行われ、

平成 23年 10月 に報告書がまとめ られた。また、この検討結果を基に「災害時にお

ける医療体制の充実強化について」 (平成 24年 3月 21日  厚生労働省医政局長通

知)力 発`出され、災害拠点病院の指定要件等が見直され、災害医療体制の充実強化が

求められている。

○ さらに、内閣府が本年 8月 29日 に公表 した南海 トラフ巨大地震による被害想定で

は、本県の負傷者は全国で最多の 10万人と予想 されており、こうしたことも踏まえ、

県議会において、今後の災害医療対策に係る質疑が行われたほか、病院関係団体から

本県の災害医療体制整備を求める要望書が提出されるなど、医療関係者を始め県民か

ら一刻 も早い災害医療体制強化の要請が大変強くなっているところである。

2.本県の災害医療体制における課題

○ 本県では、現在、災害拠点病院を 34か所指定 し、DMATを 48チーム養成して

いる。また、 SCU(広 域搬送拠点臨時医療施設)を県営名古屋空港に設置できる体

制を整備 してお り、毎年、消防も参加 した訓練を行つているところである。 さらには

医師会 とも災害時における医療救護に関す る協定を締結し、 トリアージ研修なども実

施されている。

O しか し、東 日本大震災における被災県の対応を踏まえると、本県においては 「災害

拠点病院の機能強化」、医療チームの配置や医薬品の調達配備などを調整する「災害医

療コーディネー ト体制の整備」、慢性疾患患者等へも継続的な医療を提供する「中長期

の対応」の大きく3つの課題があると考えられる。

O この うち「災害医療コーディネー ト体制の整備」、「中長期の対応」は 2次医療圏レ

ベル及び県レベルで体制づくりに向け検討を進めてお り、医療計画の中で明らかにし

ていく予定である。

○ 一方、災害拠点病院については、現在のところ、災害時の通信手段 として有効とな

る衛星電話が未整備の病院や、診療に必要 となる水の確保が万全ではない病院がある。

また、災害時にDMATや 医療救護班を被災地に迅速、確実に派遣するためには、悪

路にも対応可能な派遣用車両が必要 となるが、ほとんどの災害拠点病院が保有 してい

ないといった状況があり、早急に機能強化のための整備を進める必要がある。



3.計画の変更により新たに実施する事業

災害拠点病院等の機能強化 350,438千 円

【具体的に実施する事業】

① 通信機能の強化 <東三河地域計画>
【内 容】

・災害拠点病院に病院用及びDMAT隊 の数に応じた衛星電話を整備

・災害時においても保健所が情報収集や医療機関との連絡調整機能が果たせる

よう衛星電話及び発電機を整備        '
【対 象】

・災害拠点病院 24病院

・ 12保健所及び県本庁

【基金交付額】

40,938千 円

② 診療機能の強化 く尾張地域計画>
【内 溶鴻

・診療に必要な水の確保を図るため、受水槽容量が 1日 以下で井戸設備が未整

備の災害拠点病院に丼戸設備を整備

【対 象】

・災害拠点病院4病院

【基金交付額】

164,500千 円

③  DMAT等 の派遣機能の強化 く尾張地域計画>
【内 容】

・ DMATや 医療救護班を迅速に被災地に派遣できるよう災害拠点病院に悪路

にも対応可能な派遣用車両 (4WD)を 整備

【対 象】

・災害拠点病院 29病院

【基金交付額】

145,000千 円



4.新たに実施する事業に充てる財源について

当初予定していた事業の一部に、補助対象経費の減などにより執行残が生じることから、そ
の財源を活用する。

(1)現計画 (尾張地域)の執行残見込み等   (千円)

事業名 計画額 執行見込 残見込 備   考

医師派遣 24,00o 13,942 10,058 派遣 日数の減

休 日急病診療所運営費 69,600 48,188 21,412 診療収入の増加による補助対象経費の減

救命救急センター設備整備

(大雄会病院)

244,650 243,412 1,238 補助対象経費の減

会議費 (有識者会議等) 27,000 22,153 4,847 会議開催回数の減

女性医師等就労環境改善 24,000 23,278 722 補助対象経費の減

女性医師現場復帰セミナー 720 432 288 開催経費の減

大学連携研修拠点病院整備

(東海・知多市)

50,000 20,000 30,000 補助対象経費の減

MFICU整 備

(名 市大病院 )

80,749 63,021 17,728 補助対象経費の減

PICU整 備

(名 市大病院 )

232,380 40,000 192,380
補助対象経費の減

〔f馨輩[賃募量賢曼[キ『]覇
整響に〕

そ の他 の事業 1,755,650 1,755,650 0

計 2,508,749 2.230,076 278,673

2)現 計 画 (東三河地域)の執行残見込み等 (千 円)

事業名 計画額 執行見込 残見込 備   考

医師 派遣 42,000 53,397 △ll,397 派遣 日数の増

休 日急病診療所運営費 84,000 85,721 △ 1,721 診療 日数の増

分娩医療機関紹介 (豊橋市 ) 15,000 3,259 11,741 補助対象経費の減

NICU整 備

(大 学病院)

131,469 77,140 54:329

補助対象経費の減

〔蟹鷲菫蝙λ環:璽斃

金F季施 したため

〕
なお、新生児受入れ体制の充実を図るため、

GCUの整備への支援 も併せて実施

NICU・ GCU整 備

〈安城更生病院)

21,000 30,450 △9,450 補助対象経費の増

その他の事業 2,213,819 2,213,819 0

計 2,507,288 2.403,786 43,502

(3)見直 し後の執行見込み

項  目 総額 尾張地域 東三河地域

既存事業の執行見込み 4,693,862千 円 2,230,076千 円 2,463,786千 円

新たな災害医療対策 350,438千 円 309,500千 円 40,938千 円

合   計 5,044,300千 円 2,539,576千 円 2,504,724千 円

※ 基金利子 44,300千 円を充当



5.その他

上記変更内容については、平成 24年 10月 22日 に開催 した 「愛知県地域医療連携

のための有識者会議」(座長 :松尾清一 名古屋大学医学部附属病院長)において審議 し、

了承 を得ています。



新 0戦 24年 10月修D 旧 仰城 22年 1月 網

… …
1 はじめに

(日D

2… 導

…

3 -こ

“

●-8

(彎り

○ 東□室大震災機 により、これまで整鮨してきた災書医劇府同醜顆動 明`ら力ヽこなったことから、国において
「災害医療等のありなこ関する検討会lが開催され 平成23年10月に報告書がとりまとめられた

Cl こり盤告書をJこ、平成244F3月 に「災害時における医療体制の充実強fとについてJ(厚生労働省医政局長通知)

が発出され 園療チームの派遣■整等ヵ鋼溜こ実施できる迪議体制の構築や 災害拠点病院の機能強化が求められ
ている。

O凱 出府県lこJし【重、災害時の医療チームの派遣調整等を行うために、災害対策本部の下に派遣調整本部狂
に設置できるよう事前に計画を策定し、派遣調整本部において関係機関力連携し、コーディネート機能が十釧こ発
揮されるような体制を― ることが求められている。

また、地域においても、関係機関が淳携し医療ニーズの詳細醒 ・分析した上で、派置調整本部から派遣され
た医療チーム

ー
E/rどのコーディネート機能が十分に発揮てきるfntを整備することが求められてい/」

^

○ さらに、災害拠点病開こ対しては 衛星電話などの災害時でも使用可能な連絡浮段や6割程度の発電容量を備え
た自家発電機は 受水槽や井戸設備による診療にZ要な水

― 、DMATの保有及び派遣できる体制の整備

ヱ ■M飾 及嘔

I 
…
0

■ 積創目凛体綱

ω
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…
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(Hり

旦 ヨ助 術 及嘔
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新 (平成24年 10月 修正)
旧 0城 22年 1月 策0

皿 周産期医療体制 (通常鋤

(HEl

lV日腋

0

V 医学部を有する大学と連携した医師確保

l■l

Ⅵ 鵬 麒 勘

0

Ⅷ 災害医療体制

(1)災害時の医療連携体制についてlよ 平成24年 8月 30日 に 曜蜘県夕贈曲哺請院協議会災害医療調懃雑舗

を開催じ:コーディネート機能を含めた具体的な連携体制の検討を進めているところである。また、地域の実情
にE「 した災害時の医療体制を構築するため、二次医療田当確dJ由こ溜するコーデイネート機能を含めた連携体

制の検討を行うこととしている。

(2)愛知県では34の災害拠点病院を指定しているが、その中には街星電話などの鍵曽時の通信手段が未整備の病

院書、診療に必要な水の哺保が万全ではなし病院がある.

また、平成24年 4月 1日現在で、DMATを桑有していない災書拠点病院が12赫 るA今 負 聘

働省が実施するDMAT研修を受講することにより、平成26年 3月には全ての災害拠点病院がDMATを保有

できる見込みであ税 災害臨こDMATや菫康救護班を披災地に迅速に派遣するためには、悪路にも対応可能な

車両が必要となるが、ほとんど全ての災害拠点病院が保有していないといった課題がある_

14鵬
27'椰完

34続
1日以下19勅

25"粥完

1カ孵ヒ(4WD恥

周産期医療体制 饉常分m

t■l

帥

lul

医学部を有する大学と連携した医師確保

lHl

地域医薇連携

0





〇

新 (平成24年 10月 修D 旧 (平成22年 1月策0

イ 厚生連海南病院から津島市民病院
^の

医師派遣について、その経費を助成する。

い  派遣元医療機関の逸失和溢

停業岬月)1城 22犠 ～25有疲

停邦躍詢  5354千円 (う ち国庫補助負担分 2677千円、基金負投分 2677千円)

ウ ー官市立市民病院から稲沢市民病院かの医師派遣について、その軽貴を助成する。

働月b市神  渉閥鰤己□剌躙関の動

停業鰤町)職 22戦 ～25確
停薬撤厠  8040千円 (う ち団 崎剛離扮 知 社 刊 、基鋼ミ蓬翁 製 2千P3)

② 休日急病診療所運営費助成事業
ア 海部地区急病診痴所において平日夜間及び休日診療を実施するために必要となる経費を助成すれ

0嘱uttD 人件費 Q拐秘麒昴)

●嘆期n31 羽或22年度～25年度

l―  "円 (う 1搬哺嗅拗 四図ュ刊■)

イ 津島地区休日急病診療所においマ木日診療を実施するために必要となる経費を助成する。

0鴨は轟D 人件費 働務的

l― ul Ⅵ成22年度～25年度

l―  申     (う ち動 分 興 ・FH)

ク 」自市休日診療所において平日夜間診療及び休日診療を実施するために必要となる経費を助成す乙

ln― )A40 (鰯 帥

的 間) 平成22年度～25年度

停紳  22320 fR(う ちJ齢強担分 と」鰹L千円)

工 稲駅市医師絵沐日診療熙 こおいて休日診療を実施するためにZ要となる経費を助成する。

い  人件費 ¨

l― 間)平 成22年度～25年度

嘲 働  ュ千円 (う ち― F_分 ュ千円)

く地域で取り組t・u (施設・設備整備に係る事業)>

(1)地域医療連携推進事業

① 賊 麒 醜 敵 ・鵡 齢 蝶
ア～イ  OD

ウ 総合大雄会病院が地域における緊急性の高しま患に305日 2 4MIH対応する は命救急センターlB励

にあたり必要となる救急医療設備の整徹 こ対し助成する。

い  救急診断・治療用設備

l― 間) 
…

21■
=

- 417,lXXp千
円 (う ち基金負担分 留L」2千円)

工～オ  ⑮

(2)n―
―

集

イ 厚生連海南同亮から津島市民病院への回師派遣につ●て 、その経費を助威する。

助 餐帯禁)%の 逸失利益

蜘 間) 平成22年度～25年度

停鰤  12Ю00千円 (う ち国庫補助負担分 6 11tXl千円、― 担分 6000千円)

ウ ー宮市立市民病院から稲沢市民病院卜の国師派週こついて、その経費を助成す&
¨  瀬鑓ア返療機関の逸失利益

は 期間) 平成22年度～25年度

- 12劇
Ю千円 (うち国庫補助負担分 6J∞ 千円、基金負担分 6 0flll千 円)

② 休日

“

節診廂駆諧費吻鋼嘆
ア 海部地

―

において平日aFFa及び休日診療を実施するためにZ要となる経費を助成する。

例鵬υ

"い

  人件費 (m
囃 期間) 平成22年度～25年度

蝶 鰤  四 諏 うち基金負担分
― _f円 )

イ 津島地区休日急病診療所において休日診療を実施するために必要となる経費を助成する。

い  人件費 ¨

蜘 間) 平成 22年度～25年度

椰業鰤り  5 61Xl千 円 (う 機 担分 5600 fFl)

ク ー宮劇木日錫蔚昴こおいて平日衣閾診療及び休日診療を実施するた潮こZ摂となる経費を助成する。

助 動   人ほ   (聾″籠醸n
l― F日) 平騎え221円賞～25在日

=停業協D 292CXl千円 (う ち基金負担分 29200・Fn)

工 稲沢市国師会休日診療所において休日診療を実施するために必要となる経費を助載する。

い  人件費 ¨

l― 間)嘘 2年疲■ 25年度

l- 5000千 円 (う ち縁 担分 5600千円〉

く― 取り組む事業 (施設・設備整備に係る事礫)>

(1)…

① 賊 断 蟻 搬 ・齢
―ア～イ 的

ク 総合大稚会病院がlLIjにおける緊急性の高1茨患に365日 24時間対応する 輸 救急センター指ロ
にあたり必要となる救急医療設備の整備に対し助成する。

い  救急診断・治療用設備

“

喋期間)平 成 22年度

- 417pcxl fH(ぅ
ち基澄負担分

"巴
螢ユ千円)

工～オ 働

(2)周産期医療対策事業

4



新 颯犠 24年 10月 修D 旧 (平成22年 1月策ロ
① パースセンター施設整備事業

名古屋第‐赤十牛病院が海鳳 尾晨西部地区の正常分颯 こ対応するために必要となるパースセンター 碗設
内m― l及び助           ンターの施設・設は 対し助成する。

働成対厠  パースセンター 20床
は ンター

…
 

…

犠

“

瑚撃踏D lsЮ ,lXXl千円 (うち基金負担分 355,000千円)

く県全件で取り組t・4 (通却 こ係る秘脚 >

(1)医学部を有する大学と連携した医師確保対策率彙

① □罰膚日こ係る― 機 の設置

困当部を有する4大学が情報を共有し、各大学こおける医師派遣を調整するr13と して r医師派遣lき係る大
学問協議会Jを設置する。

中  委員報償費、旅費、側甲費

l― 間) 馳 2-25犠

- 1680千
円 (う ち基金負担分 1580千円)

(2)■口日嗣菫担鯛喋

① 鋤醒動圏りのための時 魏
地減医療連携の効果を測る指標を設定して実績の評価、検証を行うとともに、必要に応じて再生計画の見直

しについて検耐を行うため、「地域医療連携のための布議者会詢 を設置する。
中  委員報債費、旅費、需用費
l― n3)磁 2年度～25年度

∝瑚蛛舗m 2Ю64千円 (うち基金負担分 2“4千円)

② 剛晩断田夢鹸討ワーキンググループの開催

地域における救急医療体制及び周産期医療体制について協議するため、特に医師会を中心とした時間外外来
診療の定点化を推進するため、― を単位とした地城医療連携検討ワーキンググループを論置する。

(対鋼自D 委員報償費、旅費、需用費
l― ml 平成22年度～25年度

l―  1851D千円 (う ち基金負担分 18509千円)

0.lu― lこ係る赫 額覇′灌師師 選
地域医療連携検討ワーキンググループで協議さオk地調園康連携のための市議者会議こおいて必要と認めら

れた病院間の医師昴自こついて、医師の派遣経費 鰤む元病院の逸夫利わ を助嚢する。
O明謗市勁 

―

の透供

"雌知多半島医療田 半田市立半田病院言常滑市民病院 嵯形榊
西三m―  トヨタ制 輌 曇 嚇   (圏形湘帥

¨  職 24-254寝
(事業鰤  lo 334千円 (う ち国庫補助負担分 5167千円、基金負担分 5167千円)

(3)回 医

…

集

m②

① バースセンター施設整備事業
名古屋第一赤十字病院が海証 尾張西mlt区の正常分珈こ対応するために必要となるパースセンター (施設

内助― )及び助産師等医療従事者の研修センタ
=の

施設 .設備睦劇 こ対し助成する。
働成対鋤  パースセンター 20床

研修センター

l-41 

…

戦
悴姜議掏  1,000,000千 円 (う ち轟 担分 3“鰤 千円)

<県全体で取り組む事業 (運営に係る事莉 >

(1)医学部を有する大学と連携した日師確保対策事業

① EET団 こ係る大学問協議会の設置
医学部を有する4大学が情報を共有し、各大学における国師派遣を調整する欄電として「医師派遣に係る大

学問協議旬 を設置する。

申  委員報償猟 旅費、需用費
0臓業却弾1) 平賄え22■円室～251円ξ
¨  2500千円 (う ち基金負担分 2 51Xl千円)

(2)錠山鵬日康

…
① 地域医療連携のための有議者会議つ繊燿

地域医療連携の効果を測る指標を設定して実績の評価、倫証を行うとともに、必要に応じて再生帥画の見直
しについて検討を行うため、¨ のためのい を設置する。

6帯測劉齢  委員報償費、旅費、需用費
嘲 間, 平成 22年度■25年度
(事事喘話厠  2500千円 (う ち基金負担分 25CICl千円)

② ¨ 検討ワーキングカレープの開催
地域における救急医療体制及び周産期医療体制にっいて協議するため、特に医師会を中心とし旭時間外外来

診療の定点イ翡」進するため、― を単位とした即蜘勁鞭醐般討ワーキンググループを設置する。
申  委員報債点 旅費、需用費
伸案獅出)輸 22犠 ～25犠
(事塀串舗D  22Ю00刊  (う ち基綸麟ミ担分 22Ю00千円)

③ 遡田ヨ殖製搬こ係る病囲間の医師応援の支援

地域医療連携欄討ワーキング乃¨ プで協義され、地域医療連携のための有議者会議において嘘 と認めら
れた病院間の医師派適 こついて、国師の派遣経費 (派遣元病院の遼供利■lを助成する。

申  派遣元医療機関の逸失利益

知多半島医療圏 半田市立半田病院→常滑市民病院 い
西三河北部医療圏 トヨタ記念病院■厚生連足助病院 い

(事業期殿) 平成24年度～25年度

蜘  12000千円 (う ち国庫補助負担分 6.lltlll千円、基金負担分 6 1Xlll千円)

(3)周産期医療対策事業

0②



い

新 (羽或24年 10月 修正)
旧 僻城 22年 1月 策0

① 女性医師等就労環境改善緊急対策事業

医療幽関における就労環境を改善し、子供を持つ医師や医療従事者が働きやすい職場作りを総合的に推進す

る隷 に駒裁する。

0「業J辞間) 平騎え224■撻～251円費

伸業絡詢  46■56千円 (うち国章補助負担分 盟騒L千円、基金負担分 濯2■千円)

② 女性医師に対する現湯復帰セミナー開催事業

育児などで離職した女性医師を対象とし、仕事と家庭を両立している病院勤務女性医師等を講師とした謂習

会を開催し、再就業に向けた啓発を行う。

け業期間)職 22戦 ～25牲
〔喘尉閣厠 」2f円 (う ち基金負担分 郷堕千円)

<県全体で取り組ti‐ (施設・設備霊樹 こ係る事業)>

(1)目鵠部を有する大学と連携した医師確保対策事業

① 大学と連携した研圏麺に就 嚇

大学こおける臨床研修の拠点施設として、また大学欄協議会を通して□師を餞給するモカレ病院として、東

海 '知ら

…

け射 る。

(助嘴拙ω 東海市

…

び修 市島読 ′統 合により設置される病院

OF環麒月間)平成25月可壼

l・― l麺
"う

ち縁 齢
"000千

円)

(2)周醐

…
① MFICU嚇

名古屋市立大学にMFICUを 整備し、周産期医療のネットワークを構築するとともに、「7日 標」「V周産

期医療体制 ●ツ リスク分嫉)」 の (4)の取り組みに併せて周産期医療に従事する国師の育成を図る。

い 名古屋市立大学病院 (MFICU施設・動

倅薬期間)平成25年度

倅薬翻り 238μЮ千円 (う ち轟 齢 63"1千円)

② 重臓こ場憚害聰 嚇

NlCU病床の後方支援及び、在宅の重ん心身障害児のショートステイに対応するため、重んL身障害児滝

設に鐵出膚床績 る。

申 名古齢 亀鵬¨ 設

後方支援病床  20床
ショート7・ テイ 10床

(事業靭り 職 25年度
～
26年度

(事菊翻m271X10110千円 (う ち基金負担分 知 脚 千円)

0 ●lCUの整備

重篤なガ颯心和 こ対応するため、PIcUを整備する。

い 名古屋市立大学病院 4廉 (設備整備)

“

りU期間)1■225戦
仲喋囀輌 40劇Ю千綱 (う ち基金負担分 40 1XXl千円)

① 鍵 峨 嚇 緊繊 諜

医療機関における就労環境を改善し、子供を持つ

―

働きやすい職場作りを総合的に推進す

る施設に助成する。

(事業期間) 平成22年度～25年度

伸喋鰤  480∞ 千円 (う ち国庫補助負担分 製 千円、― 担分 製 千円)

② 女性医師に対する現場復帰セミナ¬開催事業

育児などで離職した女性因師を対象とし、仕事と家庭を両立している病院勤務女性医師等を講師とした諄習

会を開催し、― に向けた啓発を行う。

輌業細 )平 成22年度～25年度

麟 鰤  野 円 (うち― 担分

"Q千
円)

く県全体で取り組む事業 (施設 .設備螢爛 こ係641>

(1)医学部を有する大学と連携した医師確保対策事業

① 大学と連携した研修拠点病院の整備

大学における臨床研修の拠点施設として、また― 協議会を通して口師を供給するモデ″同院として、東

海・知多の新市民病院を位置づけ整備する。
い 赫 ¨ U鯵 市動 の統合により設置される病院

(事業期助 平成25年度
=l― 11600000千円 (う ち基金負担分 5tlm千円)

(2)周産期医驀

① MFICU儲
名古屋市立大学にMFICUを整備し、周産期医療のネットワークを構集するとともに、「7目悧  「V周産

期医療体制 0イ リスク分儀〕Jの (4)の取り組みに併せて周産期医療に従事する国師の青成を自る。

働成劫ω 名古屋市中 は FICU施設・酸園日釉

や申り腱勇剛間)勁 25戦
l-238oЮ 千円 (う ち基金負担分 80,49千 円)

② ‐I・L瘍弾書り励疇ヒ瑾備
NICU病床の後方支援及ム 在宅の重症,こ蜀障害児のショー トステイに対応するため、重臓囃 児施

設に饉き病床を整備する。
働成対鋤 尾張地区 1菌所を想亡 鯛陽鏑設は今倒鳳渤

後方支援病床  20床
ショートステイ 10床

(蜘 間)平成24肇 25戦
(事業鰤 34m t10o千円 (う ち基澄負担分 200,000悧 )

③ PlCUの整備

重篤な4癬 に対応するためヽ PIcUど整備する。

助 げ渕像)県内1簡所 動 は今後測D         _
停葬り縦

'24生
産生平成25年度

l-91563Ю 00千円 (う ち基金負担分 232380千円)
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新 好城 24年 10月 修D 1日 (瀾成22年 1月 策D
(3)… 薬

0出 割L語嚇り機艦齢め ためのこ臨 鴎

二 災害拠点病院が災害喘 こおいても診療機能を維持するため、診漁 こ必要な水が確保できるよう井戸設備を

― 0減関朦〕災赫 4病院

l― l報 25戦
_ l― l184ユЮ千円 (う ち基金負担分 164.51Xl千 円)

二 DMATや 医療散護班を高菌こ被郷慇こ派遣できるよう災害拠点脚嶽こ悪路にも対応可散 車両 (4WD)
を磐備する_

0鴨圏部D災
…

29■嘱き                      '
動 職 25軽
鱚畷襄憲D145 QXl千円 (う ち菫認壼襲担分 1る 000千円)

m               義

ω
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新 0職 24年 10月 僣囲D lEI(平成22年 1月 策D
ll周産期医療体綱 饉枷

0

Ⅳ 日轍

(日D

医学部を有する大学と連携した― 保

lhl

Ⅵ 明 敵 鵬

lHl

Ⅷ 貿

…(1)災害時の医療連携体制については、平成24年 8月 30日 に 晦 災害拠点病院協議会災害医療調整部会J

を開催し、コーディネー ト機能を含めた具体的な連携体制の検討を進めているところである。また、地域の剣書

にanlオ後套詩の幅療毬翻わ崚婆十るため、二よ
―

単位で地鯛 こおけるコーディネー ト機能を含めた連携体

制の検討を行うこととしている。

(2)愛知県では34の災害魔点病院を指定しているが、その中には衛星電話などの災害時の通信手段が未整備の痛

院終ヽ鬱療に必要な水の確保が万全c‐lまない病院がある。

また、平成24年 4月 1日現在で、DMAT懃 簾育していない災

―

1`2病院あるが、今後、厚生労

働融が実施するDMAT研修を受話することにより、平成20年 3月 には全ての災害拠点病院がDNIAT樹黒存

できる見込みである.災害時にDMATや恒療敏護班を被災地に迅凛 こ派遣するためには、悪路にも対応可能な

輌 bi漂となるが、ほとんど全ての災害拠点病院が保有していないといつた課題がある。

項   目 保有している病院数 締 嚇

櫂

…固定型衛塁電話 14"甲亮 20病院

肺 勁 27病院 7,囁完

固定型又は携帯衛星電話の

し対枷いヽを保有
29病院 5'¶完

移康l↓

`要
な水の蠅保

鋼 ¨
34'郡亮

(う ち容量1日以下19爾 0

井司則わ雌 25'甲完
9,副亮

(う ち受水槽の容量 1日以下6繭

DlvIAT鑑 22葬甲完
12罪甲完

(26年 3月 までに保輌 きる脚

DMAT等派遣用悪路対応
可能な車両の保存

1競  (4WD莉 33病院

Ⅳ

周産期
―

lml

帥

(ED

医学部を有する大学と連携した医師確保

l■l

…

携

llll

2
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新 (羽裁24年 lo月 fblEl 1日 (平成22年 1月 策励

８
一

目椰

螂 H

(Hり

周産期医療体制 輛詢創D

0

皿 医学部を有する大学と連携した医師確保 (全県対応)

0

lV地域医療連携 (全R対応)

l■l

V 国産期医療体制 (ハイリスク分m

l■l

Ⅵ 災害医療体

"(全
帥

(1)曜蜘県災            、申 理解を得ながら県レやい コーデイネート機能拍 めた具

７
一

目標

救急医療体制

("》

周産期医療体制 Q常鋤

(口D

医学部を有する大学と連続した医師確保

lRl

地域医療連携 (全県対応)

lEl

周産期医療体制 17ヽ イリスク鋤

lHl    i

e2鵬陶対 「
じ)

旦 目

…

脚 難 疇

く地域で取り組む事業 (運営に係る事薬)>

(1)軸 疇 葉

① 繊 断 麟 鰤 瀧 諜

地域の国師不足の病院への医師派遣につして、その経費を助成する。

助 力勝0 瀾 統

―

雌

東静痛部 豊橋市¨ 嚇
豊橋市民病院→厚生連置美病院

豊橋医療センター→厚生連渥美病院  ヽ

体的な連携fml替構築す貌 また、さらに二次― 単位で硼胸討魯行い、地域におけるコーデイネート機能を

含めた具体的な連携体制を構築する。

(2)災害拠沖昴詈詔力鮨囲劉ヒを図り、災書時においても診療機能力絡 できる体制ヽ DMAT―
速に被災地へ派遣できる体制をけ る。

蜘 直目標)

・病院用

―

に加えDMAT隊の数に応じた衛星電話由簾有している病院  8病院 → 32病院

劇 酢 の2病院は独自に整備予0

(3)なお、災書時における各地域の連携体制については、保健所に地域災害医療対策協議会 lulを 設置するこ

ととしているため、通信手段の確保を図る.

2日

く地崚で取り組む事業 (運営に係る事業)>

(1)教急医療対策事業

① 地崚動褻醐購師雌 業
地域の医師不足の病院

^の
医師派遣について、そ― を助成する。

け 欄
東三河南部 豊橋市民病院言蒲郡市民病院

豊橋市民病院P厚生連渥美病院
豊橋― ンター刊 攀 蹴

3



新 (平成24年 10月 御 D 1日 (平成22年 1月 策D
り |1市民病院→蒲都市民病院

東三河北部 名古屋第一・第二赤十字病院→東栄病院

0喋期間)平 成22年僚■ 25年度

13-1 lm m4千 円 (う ち国庫補助負担分 53397千 円、基金負担分 53397 EFH)

② 休日勧 罷療厨國彗1臓威様
ア 新城市夜間診療所において平日夜問及び休日診療を実施するために必要となる経費を助成する。

倒興b"闘  人件費 (鶴耐駆蓼D
麟 期間) 報 22… 25牲
停業枷  拠 千円 (う ち基金負担分 拠 千円)

イ 豊僑市休日夜間急病診療耐こおいて平日夜間及び休日診療を実施するために必要となる経費を助成する。

い  人件費 ¨

a門腱期間) コ円裁22有電好～25確
l-O m千 円 (う ち基金負担分 29220千円)

ク 」 |1市休日夜間急病診療所において平日夜間及び休日診藤を実施するために必覆となる経費を助成する。
(助歳柚総  人件費 (動鞠壼励

(蜘 間) 平成22讐 25戦
l― al %141 fFl(う 機 鋤 %141千円)

工 蒲都市休日急病謗菊諏

“

いて休日診療を実施するために必要となる経費を助嚢する。

い  人件費
―f― 間)… 2年度～25年度

(― t1 6640千円 (う ち基金負担分 5340千円)

(2)… 綺 集

① 燒 ¨
豊橋市口師会が運営する病診連携自 こおける、分挽可能医療機関の調査及び情報提供事業の実魔のために必

要となる経費を助咸する。

は減対象) 運営経費 (人件費、通信費、制甲勤
g門腱期間) ヨ閂■22有電貯～25破
疇 詢  32"千円 (う ち基金負担分 32Ю 千円)

く― 取り畔 艤 設備整備に係る事わ >

(1)樹醒饉 対日喋

①  呻

(2)回 医

…
①  0

く嚇 で取り組む事業 (運営に係る事業)>

(1)目学部お る大学と連携した医師確保対策事業

」 |1市民病院→蒲郡市民病院
東三河北部 名古屋第一・第二赤十字病院→東栄病院

嘲 聞) 平成22年度～25年度

- 340∞
千円 (う ち国庫補助負担分 42劇Ю千円、― 齢 42000千 円)

② 休日御能笏覇樋階 ヨ蹴減諄薬
ア 新城市夜間豹 こおいて平日夜間及び休日診療を実施するために必要となる経費を助成するな
0罰b轟0 人件費 (勤務師
(事業期間) 平成22年度～25年度

麟 欄m 20期Ю fR(う ち基金負担分 2C10tXl千円)

イ 豊橋市休日夜間急病痢 こおいて平日夜間及び休日診療を実施するためにZ要となる経費を助成する。
O胴賊轟動 人件費 磯焼藩EttD

伸礫期間)平 成22年度～25年度                    
｀

仲礫総詢  胆匹堅千円 、うち基金負担分 29200千 円)

ウ リ |1市休日夜間急病診療所において平日夜間及び休日診療を実施するために必要となる経費を助父する。
働咸対鋤  川犠  (鰤
(事業期間  羽成22年度～25年度

嘲 詢  興 千円 (う ち― 担分 四 千円)             ヽ

工 蓄都市休日急病診噺耐こおいて休日診療を実施するために必要となる経費を助成する。
(り鴨腋■い 人件費 饉潟駆動D
(蜘 lL3) 戦 22戦 ～25戦

“

哨辱舗D 66011千 円 (う ち銀 担吟 5600千円)

(2)囲
…

葉

① 州免=嚇握翻瑯盤枡撃
豊橋巾医師会が運営する病診連携富 こおける、分娩可能医療機関の調査及び情報提供事業の実施のために必

要となる経費を助成す乱

働 歯枷恥  運営経費 (人件魚 通信費、篠用費)

(1騨掏明間) 羽裁22戦 ～25戦
G覇等鋪

" 15000 fR(う
ち基金負担分 15000千円)

<地域で取り組む事業 儡螂■ 設備整備に係る事礫)>

(1)樹胆聾対日暉

①  硼

(2)周産期医療対策事業

①  卿

く県全体で取り組む事業 (運営に係る事業)>

(1)医学部を有する大学と連携した国師確保対策事業

N
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新 (平成24年 10月 修D 旧 0城 22年 1月策D

lMl

(2)地域医療連携推進事業

lHl

(3)周産期医療対策事業

③

く県全体で取り組t・4 〈娘 '2-lこ 係

“

業)>

(1)周産期医薇対策事業

い①

② NICU嚇
Jり調腟獅 (特に新製卿翻肇輛)の詢成のため、医学部を有する大学の附属病開 こNICUを設置する。二

た、
…

体制の充実を図るため、CCUの整備を行う。

い NICU部門の整備

名古岬 属病院  3床
名古屋市立大学病院  3床
愛知医科大学病院   3床
藤田保健衛生大学病院 6床
x 名古屋大学附は 名古屋市立大学病院及び藤田保健衛生大学病院ま、再生基金によ

る支援を受lrlこ整備。

CCUの整備

名古屋市立大学病院  6床
(事業期間)平成23年度～25年度

停業縮詢 364987千冊 (う ち
…

担分 15翡 千円、線 担分 77140‐)

③ 総合間産期母子医療センタ■施設・設備整備事業

=河地域に不足しているMFICUを 増床し、総合周産期旧子E擦センターを整備す&
ア  m

イ 厚生連抜城更生病院における新生児の受ス体制の充実を図るため、NICU及びGCUの増床lこ必要とな

る設備の整備に対し助成する。

¨  NICU・ CCU増床に伴う動

的 n31 平城22犠
停菊糊詢  60βЮ千円 (う ち国庫補助負担分

―
f円、基金負担分 3K1450千円)

③ 歯自

―

の整備
NICU病床の後方支援及Uヽ 在宅の番十.こ1郭着蟹児のショー トステイに対応するため、重ルと輸障害児施

設にコ出腐床を割 け る。

働

lul

地域医療連携推進事業

lHl

□

…
0

く県全体で取り組む事業 (施設・設備整備に係和口D

(1)周産期医陣

①  ω

② NICUの整備

(2)

(3)

」り]翻困師 (徹覇腔製層円ヨ師 の賛成のため、医学部を有する大学の附属病開こNICUを設置する。

嚇 対鋤 NICU部門の整備

名古屋大学附属病院  3床
名古屋市立大学病院  3床
愛知医科大学痢院   3床
藤田保健衛生大学病院 6床

麟 期間 平成23年度～25年度

韓唄鞭盗0150∝Ю千円 (う ち基金負担分 ■31469千 円)

③ 総合周産期母子優涼センタ■施設・設備整備事業

=河地域に不足しているMFlCUを 増味し、総合周産期輝子優療センターを
―

る。
ア GD

イ 厚生連安城更生病院における新生児の受入体制の充実を図るため、NICU及びGCUの増床に必要とな

る設備の整備に対し助成する。

助晩拙鋤 NICU・ GCU均末に伴う設備饉備
(事業期間  羽或2二年度
停薬翻m 60μЮ千円 (う ち国庫補助負担分 10 61XI TFl、 動 担分 21 0tXl千円)

lHl

動しι身圏 閥は鋼 縮

NICU病床の後方支援及よ 在宅の重ルと引障害児のショートステイに対応するため、重満む身障害児施

設に」 Lチ株 を― る。
働成対ω 三河地区 1箇所を想定 劇甕嗣翼に姶護認D

④

5



新 (平成24年 10月 修D 旧 絆成 22年 1月 絢

●覗回回D愛知県立理鯛輩害児療育センター第二青い鳥学園

復わ喘聯床  20床
ショートステイ 10床

伸礫勢間)平成25年度～26年度

伸葉納詢 3,4t10,α Ю千円 (う ち基金負担分 2∞ρCKl千円)

(2)災割翻融覇諄彙

●

災害拠点病院の災害嘲こおける通信手段を確保するため、衛星携帯電話を整備する。
倒麟は消ガ 災割 蜘 醗 24鵜
l-3)職 25戦
伸業麹詢 22調 fR(う ち

―
■e22669千円)

② 繭
-1い

ため

…災害喘こおして も鰤 珊電腋室や医療機題との道絡翻笹機能力嗅 たせるよう衡星― 醒 盤機を整備
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1 はじめに

2地域医療連携に係る検討の経緯

愛知県地域医療再生計画 (尾張地域)

1 はじめに

本県における地域医療再生計画については、平成 20年度において、本県独自の

取 り組みとして他県に先駆けて設置された「公立病院等地域医療連携のための有識

者会議」において、原員1と して各医療圏ごとに議論がなされており、その検討経緯
及び内容は地域医療再生の趣旨に適うものであることから、これを基本とし、これ
に全県的な施策としての周産期医療対策及び医師確保対策を付加し、再生計画を策
定することとした。

2 地域医療連携に係る検討の経緯

朦翻漂藤婆》創ド車革と地域医療の確保
公立病院は地域における基幹的な医療機関として、地域医療の確保のために重

要な役割を担っているが、近年、多くの公立病院において、経営状況が悪化する

とともに、医師不足に伴い診療体制の縮小を余儀なくされる事態が生じており、

地域医療に深刻な影響を与えている。
一方、平成 19年 12月 24日 に示された「公立病院改革ガイ ドライン」に基

づき、病院事業を設置している地方公共団体は平成 20年度内に「公立病院改革
プラン」を策定したところであるが、公立病院の改革は、「地域医療の確保」と

切 り離 しては考えられないものであり、この観点からは特に「再編 。ネットワー

ク化」が重要な視点となる。

公立病院には改革を図りつつ、地域医療の確保のための役割を担 うことが求め

られてお り、このためには、地域における公立病院のみならず、民間病院も含め

た医療機関の機能分担と相互連携による、効率的で的確な医療体制を構築してい

くことが、何より重要である。

医療の現状

制限

16年度から必修化された新たな医師臨床研修制度を契機 とした医師不

に病院勤務医不足)は、愛知県においても例外ではなく、病院において勤

足による診療科の閉鎖、縮小事例が相次いでおり、地域医療に深刻な影響
している。

における医療機関の診療制限が、近隣の医療機関における勤務医の負担増
がつており、このような状況が継続すれば、救急医療を始めとした地域医
のさらなる崩壊が危惧されるところである。
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2地域医療連携に係る検討の経緯

医師不足のため診療制限している病院 (平成21年 6月 末)

【単位 :病院】

2次医療圏
病院数

のため
診療制限
している
病院

うち特に影響

団
入院診療の

体止 囲
名 古 屋 132 6

書 11 2 2 1 1 1 0

尾張中 5 0 0 0 0

尾張東部 3 1 1 0

尾張西部 20 4 2 1 1 1

尾張北部 24 6 2 1 1 1 2

知多半島 20 7 5 1 1

西三河北叡 0 0 0 0 0

西三河南諏 3 0 2 0 2

東三河北剖 1 1 1 l 1 1

東三河南却 8 4 2 1 2

計 69

※  「診療制限」の内容
.診療科の全面休上、入院診療の体上、分娩対応の体上、時間外救急患者受入制限、入院診療制限、
分晩数制限、診療日数縮小、診療時間縮小、初診忠者受入制限、検査制限 (内視鏡等)

イ 患者の受療行動

1次、 2次、3次医療といった医療提供側からみた救急医療体制 と、県民・患       ‐

者の意識・行動には乖離がみられる。                   ｀

具体的には、県民・患者は時間外においても専門医を求め、3次医療機関に集
中する傾向が認められ、軽症患者の時間外受診が増加 している。
平成 19年度愛知県医療実態調査によれば、時間外受診患者のうち入院が必要   ヽ

な者は全体の 11.0%と なつている。その結果、救急医療に携わる医師の負担
が増加 し、本来の 2次、3次の救急医療機関としての機能が阻害されるとともに、
医師が救急医療の場場を去ることが懸念される。

時間外F腋に関するIn査 (H19,1-31の lヶ月間の実績)
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2地域医療連携に係る検討の経緯

ウ 公立病院の経営状況
地域医療の確保に当たつて、県内の公立病院は、そのいずれもが救急医療、ヘ

き地医療、周産期医療など、欠くことのできない役割を果たしているが、その経

営状況をみると、平成 13年度ごろまでは市町立の公立病院のうち約半数は黒字

病院であつたが、平成 14年度に約 7割の病院が赤字となって以降、大半が赤字

病院という、大変厳しい状況が続いている。
この原因としては、診療報酬のマイナス改定なども挙げられているが、勤務医

不足による診療の制限が大きく影響していると考えられている。

県内市町村立病院決算状況

にかかる検討組織の設置

ア 公立病院等地域医療連携のための有識者会議

公立病院等における経営状況の悪化及び勤務医不足による診療体制の縮小の

現状を踏まえ、愛知県は、公立病院を含めた県内の全医療機関を対象とし、地域
医療の確保を図り医療機関の連携のあり方を検討するため、「公立病院等地域医

療連携のための有識者会議」(以下「有識者会議」という。)を平成20年 3月 に

設置した。
有識者会議では、医師派遣がどうあるべきかについて問題意識を持ちつつ、全

県的な立場から医療機能の分担・連携のあり方を検討した。

イ 地域医療連携検討ワーキンググループ

地域医療連携の検討にあたつては、医療機関数、医師数等の医療資源の状況が

地域によって異なることから、地域の実情に応じて行うことが必要である。
そのため、2次医療圏を単位 (圏域を越えた検討が必要となる場合には、複数

の圏域を合同で)と して、地域医療連携のあり方について検討する組織として、
地域医療連携検討ワーキンググループ (以下「圏域WG」 という。)を設置した。
圏域WGでは、地区医師会長、関係公立病院長を始め、地域の医療関係者及び

消防関係者等が一堂に会し、救急医療体制のあり方を始めとした地域医療連携の

進め方について、検討を行つた。

●
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2地域医療連携に係る検討の経緯

おける基本的な考え方 (中間とりまとめ)

いては、勤務医不足による診療体制の縮小を余儀なくされる中
で、地域においてまず最優先で確保すべき医療は何かを検討し、平成 20年 5月
27日 に 「公立病院等の地域医療連携に向けて」 (中間とりまとめ)と して、そ
の考え方を以下のとおり整理した。

〇 地域医療を守る観点から注目すべき政策医療

地域医療を守る観点からは、救急医療体制の確保が最大の課題であり、地域医
療連携に向けての検討は、中 。長期的視点に立ちつつ、まずは当面の救急医療体
制確保の視点から行 うべきである。

○ 救急医療体制の確保のための基本的な考え方

公的・民間病院を含めた地域の医療機関の役害Jを明確化することが必要であり、
365日 24時間、救急患者が受診できる体制を確保するため、外来・入院の機
能を分けて医療提供体制を構築していく必要がある。

具体的には、「外来救急医療」(患者が自ら医療機関に赴き通常の診療時間外に

受診)と 「入院救急医療」 (入院治療を必要とする救急医療)を区分 し、それぞ
れの医療提供体制を構築していくことが適当である。

○ 外来救急医療体制の確車

救急医療は地域全体で支えるものとの認識を共有し、実情に応じて地域の医師
会等が中心 となって対応することが必要であり、診療所における時間外診療の拡
大を図ることや、外来救急医療を定点 (決まった場所)で行 うことを検討すべき
である。

○ 入院救急医療体制の確立

現在の 2次救急医療体制にとらわれず、医療機関の機能に即した検討を行 うベ

きであり、常に患者を受け入れることができるよう、高度救命救急医療機関 (救

命救急センター)等を中心に365日 24時間、複数の医療機関が対応できる体
制を確保することが必要である。

この場合、緊急性の高い疾患 (心筋梗塞、脳卒中、多発性傷害、急性消化管出
血)は、高度救命救急医療機関等が対応 し、緊急性の高くない疾患 (一般救急)

については、それ以外の医療機関で対応する。

う
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2地域医療連携に係る検討の経緯
~

あり方について
間とりまとめ」で示した考え方をもとに、圏域WGにおいて地域における

救急医療体制のあり方及び地域医療連携について検討を行つた。       
´

特に緊急性の高い疾患別に365日 24時間対応可能な医療機関について、専

門的な立場の見識及び医療現場における現実の対応状況も加味した判断基準を

有識者会議において下記のとお り整理 し、それを基に県内で緊急性の高い疾患に

365日 24時間対応できる医療機関 (高度救命救急医療機関)を次 (6ページ)

のとお り位置づけた。

緊急性の高い疾患への対応可能医療機関 判断にあたつての考え方
(365日対応可否の判断方法 )

の高くない

疾患対応
又は他の病院との

の 高 くな い

疾患対応
又は他の病院との

緊急性の高くない

疾患対応
又は他の病院との
嶺縫によL麟正

緊急性の高くない
疾患対応

又は他の病院との
遭 機 に よ り針 麻

365日 対応 可能

時間外対応医師

〈病院全体 。当直 )

4名 以上

専門医師数
②及び
時間外対応医師
(病院全体・当直 )

4名 以上

①
　
　
　
②

365日 対 応 可 能

24



2地域医療連携に係る検討の経緯

高度救命救急医療機関 (365日 24時間対応できる医療機関)

※ 1 名古屋医療圏は名古屋市が独自で検討 しているため除く。
※2 東三河北部、東三河南部医療圏は地域の話し合いにより合同で検討を行つた。
※3 名古屋第一赤十字病院の所在地は名古屋医療圏6

圏域ごとの地域医療連携のあり方について、有識者会議では、圏域WGの検討
結果を尊重して議論を行つた。

その結果、海部、尾張西部、知多半島、東三河北部 。南部医療圏については、
緊急性の高い疾患に複数の医療機関で対応する体制ができていないなど、特に課 '

題のある地域であるとして、今後の在 り方について個別に提言がとりまとめられ
た。

また、地域医療連携の1実現のために求められることとして、公立病院の設置者、
地域の医療機関 (医師会等)、 本学、県及び地域住民 (自 治体)に対する提言を
とりまとめ、「地域医療連携のあり方について」として、平成 21年 2月 25日
に公表した。

なかでも、医師派遣の中心的役割を果たしている大学においては、圏域ごとの
地域医療連携において位置づけられた病院に対し、優先的に勤務医の派遣を行う
ことが求められており、これを実行に移すためには、医師派遣の実質的主体であ
る大学内の各診療科医局においても、上記の考え方が共通認識となるよう、大学

医療圏 心筋梗塞 脳卒中 多発性傷害 急性消化管出血

部海
厚生連海南病院
名古屋第一赤十車病院

厚生連海南病院
名古屋第一赤+宇病院

厚生連海南病院
名古屋第一赤+字病院

厚生連梅南病院
名古屋第一赤+宇病院

尾 張 東 部

公立陶生病院
愛知医科大学病院
藤田保健衛生大学病院

公立陶生病院
愛知医科大学病院
藤田保健衛生大学病院

公立陶生病院
旭労災病院
愛知医科大学病院
藤田保佳衛牛大学病院

公立陶生病院
旭労災病院
愛知医科大学病院
藤田朧 街■

「大学琥舞院

尾 張 西 部
県立循環器呼吸器病セ
ンター

総合大雄会病院

―宮市民病院
総合大雄会病院

―官市民病院
総合大雄会病院
杏嶺会=官西病院

一官市民病院
厚生連尾西病院
総合大雄会病院
杏帯会―官百病院

尾 張 北 部

小牧市民病院

春 日井市民病院
厚生凛江南厚牛病院

小牧市民病院
春 日井市民病院
厚生凛江南厚生病院

小牧市民病院
春日井市民病院
厚生連江南厚生病院

小牧市民病院
春日井市民病院
厚生連注南厚生病院

知 多 半 島 半田市立半田病院 半田市立半田病院

半田市立半田病院
常滑市民病院
知多市民病院
厚生凛知多厚生病院

半田市立半田病院
厚生連知多厚生病院

西 三 河 北 部
厚生連豊田厚生病院
トョタ記金病院

厚生連豊田厚生病院
トヨタ記念病院

厚生連豊田厚生病院
トョタ記イト病院

厚生連豊田厚生病院
トヨタ記念病院

西 三 河 南 部
岡崎市民病院
厚生連安城更生病院
刈谷豊田総合病院

岡崎市民病院
厚生連安城更生病院
刈谷豊田総合病院

岡崎市民病院
西尾市民病院
厚生連安城更生病院
刈谷豊田総合病院
人千代病院

岡崎市民病院
厚生連安城更生病院
刈谷豊田総合病院

東三河北部。南部
豊橋市民病院
豊橋ハートセンター

豊橋市民病院
豊り11市民病院

豊橋市民病院
豊川市民病院
蒲都市民病院
豊橋医療センター

厚生連握美病院
総合青山病院
成田記念病院

豊橋市民病院
豊川市民病院
厚生連渥美病院
成田記念病院

ｒ
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2地域医療連携に係る検討の経緯
‐

内で地域医療確保のための委員会を設置す るなど、関係者の理解を深めていくこ

とが肝要であるとされている。

また、大学間で医師派遣のシステムを構築することが重要であ り、県内の医学

部を有する4大学が具体的な医師派遣のあり方について話し合いを行 う必要が

ある、とされている。

さらに、地域における医療機能分担・連携を確保するため、地域の中核的な病

院から連携病院への臨時的な医師派遣を行 うことは、大変重要な取 り組みである

ことから、これを円滑に行 うため、中核的な病院と大学が十分協議 し、連携を図

ることが肝要であり、大学側はその必要性を理解 し、積極的に協力 していくこと

が求められている。

さらに、地域医療連携が現実に機能するために、大学問及び大学 と地域の中核

的医療機関との協議を円滑に進めることが肝要であり、県に対 しては積極的に調

整役 としての役割を果たすことが求められている。

具体的には、県は4大学の参加を得て、医師派遣のシステム構築を目標 とする

協議会を設置することが求められている。

また、地域の病院間における臨時的な医師派遣は、原則的には個別の病院間の

協議 と関係大学の理解が前提となるが、当該病院からの要請に応 じて、県は当該

病院と関係大学との積極的な調整役 としての役割を果たすことが求められてい

る。

晨
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3 周産期医療に係る検討の経緯

(通常分娩)の現状

ア 医療機関の状況

○ 愛知県においては、平成 20年度、分娩を取り扱っている病院が 59箇所、
診療所が 102箇所、助産所が 21箇所である。

○ ハイリスク分娩に対し、高度かつ専門的な医療を提供するために、平成 10

年度から周産期医療体制を確立し、「周産期医療協議会」を中心に、 2箇所
の総合周産期母子医療センター、10箇所の地域周産期母子医療センター、4
箇所の医学部を有する大学病院等との連携体制を構築している。

○ しかしながら、医師不足のために診療を制限している診療科で最も割合の

高いのが産婦人科で、 2番目が小児科である。
○ 東三河北部圏域においては分娩を扱っている医療機関がない状況である。
○ 地域によつて医師 1人あたりの分娩取扱件数が 1年間に 1,000件近くとな

る医療機関があるなど、産科医師の過重労働は深刻な状況となっている。

(医師不足のため診療制限し 病院のうち主な診療科ごとの状況)ている病院の

診療科 病院数 (構成比)

産婦人科
「
ェ 7/ 69(24.6%)

小児科 16/133(12.0%)
精神科 12/101(11.9%)
内科 28/288(9.7%)
整形外科 12/206(5。 8%)
外科 8//201(4.0%)
麻酔科 4/107(3.7%)

注)診療制限している病院数/当該診療科を標榜する病院総数

○ 愛知県においては、分娩を取 り扱つている病院が平成 19年度 61箇所から

平成 20年度 59箇所へと2箇所減少し、診療所についても、平成 19年度 108

箇所から平成 20年度 102箇所へと減少している。
○ 平成 21年 6月 時点では、県内で 17箇所の病院が分娩数等の診療制限をし

てお り、そのうち 10箇所は分娩を休止している。

医師数 (産婦人科及び産科医師)

○ 愛知県における産婦人科及び産科医師は平成 16年 12月 31日 現在 581人
から平成 18年 12月 31日 現在 574人 と7人減っており、特に病院の医師が

減つている。                 '
○ 産婦人科及び産科医師数を人口 10万対比で比べた場合、平成 18年 12月

31日 現在で全国平均が 7.4に対 して愛知県も7.4であり、全国平均と同じで
ある。

，
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3周産期医療に係る検討の経緯

区分
産婦人科・産科医師数

総 数 病 院 診療所

平成 16年 581人 338人 243人

平成 18年 574人 325A 249人

増減率 989% 96.1% 1023%

ウ 連携協議と後方支援

〇 通常分娩については、地域における医科有床診療所を中心とした医療機関

確保が主な課題であることから、ネットワークを含む地域での連携協議を主

体的に検討 しなければならない。

○ この場合、通常分娩の後方支援としての地域周産期母子医療センター、総
合周産期母子医療センターとのネットワーク化、連携は重要な視点となる。

ア  MF

医療 (ハイリスク分娩)の現状

ICU(母 体・胎児集中治療室)について

○ 平成 19年度、周産期医療を行 う医療機関から、自院では対応できないと
いう理由で総合・地域周産期母子医療センターに対 し母体搬送の受入要請の

あつた件数は 1,353件 あつたが、そのうち 193件 (14.3%)は受人を断らざ

るを得なかった。

○ また、愛知県内には重篤な患者を受け入れるMFICUが 平成 21年度時

点で 19床 しかなく、その全てをMFICUで 受け入れることはできない。
このため、実際にはMFICUの ない医療機関で受け入れ、必要な医療を

提供 しているが、より高度で専門的な医療を提供できるよう、MFICUを
整備する必要がある。

O 特に三河地域においては、受入要請件数の うち 17.0%が受入できず、尾張

地域の 12.6%に比べて割合が高くなつている。

(県内のMFICU整 備状況 )

医療圏 病院名 種別 MFICU数
名古屋 名古屋第=赤十宇病院 総合周産期 9床
名古屋 名古屋第二赤十宇病院 総合周産期 6床
東三河南部 豊橋市民病院 地域周産期 4床

計 19床

NICU(新 生児集中治療室)について

愛知県内にはNICUが 平成 21年 2月 1日 現在で 108床あるが、厚生労

働省の示 した出生 1万人あたり25床から30床を目標 とした場合、70床から
100床程度不足している。

9
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3周産期医療に係る検討の経縛

○ 平成 20年 3月 1日 現在、総合 r地域周産期母子医療センターのNICU
に入院 している患者のうち、3ヶ 月以上の長期入院者が 32.1%を 占めており、
新規の入院患者の受入を圧迫しているため、後方病床の確保が必要である。

ウ 重症心身障害児施設について

○ 県内の重症心身障害児施設は4施設、定員 382名 であるが、人口 1万人あ
たりの定員数は0.53と なってお り、全国平均の 1.51を 大きく下回り、全国

最下位 となつている。

○ 県内の重症心身障害児者数は、平成 19年 12月 末現在で 2,512人 (う ち在
宅対応 2,048人)と なっており、障害の重度 。重複化、介護者の高齢化によ
り、地域での生活が困難 となる方は増カロ傾向にある。

(県内の施設の状況)

運営方法 施設名 定員

公設公営 コロニーこばと学園 180

公設民営 青い鳥医療福祉センター 120

国立病院機構 東名古屋病院
つ
４

／
ｔ

国立病院機構 豊橋医療センター 40

合計 382

工 医師の養成など

○ ハイ リスク分娩については、地域、総合周産期母子医療センターにおいて

新生児医療を担 う小児科勤務医及び産婦人科勤務医の複数配置が必要不可
欠であるが、これらの医師が減少 している現状から、医師の養成を図つてい

くことが重要である。

○ また、限られた医療資源の中、地域、総合周産期母子医療セシターの設置
にづいては、地域的バランスを考慮 しながら、全県的視野で整備 していかな
ければならない。

10
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圏回麟藝卑救急医療

ア 小児救急医療体制

○ 愛知県の月ヽ児救急については、基本的には大人も含めた一般的な救急医療
体制により対応しているが、急性感染症、脱水、脳炎 。脳症、腸重積などの

小児救急重症患者は、成人に比べて症状の把握が困難なことから、小児科医
が勤務する病院による小児救急医療体制の整備が必要となっている。

○ 少子高齢化の進展に対して、誰もが安心して子どもを育てることができる
社会づくりが大きな政策の課題であり、小児救急医療に係る施策の充実及び
体制の整備が求められている。
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イ 小児重症患者に対する医療

○ 愛知県の平成 18年度の小児童症患者数は 2,141人であり、そのうちIC
U(集中治療室)も利用した患者は 384人 となっている。

小児重症患者に対する医療 (平成 184.1～平成 19331)

医療圏
当該医療圏内の

病院における
小児重症患者数

入院患者の内訳

ICUも
利用

一般小児科
病棟のみを

利用
その他

名  古  屋 1,221 263 913 45
海 部 80 72 0

三 張 中 0 0 0

己 張 東 127 う
‘

尾 張 西 部 3

尾 張 北 部 95 0

知 多 半 島 210 33 126

西 三 河 北 部 76 3

西 三 河 T 124 2

東 三 河 北 0 0
東 三 河 南 39 14

計 2.141 384 1,624 133

資料 :平成 19年度医療実態調査 (愛知県健康福祉部 )

注  :小児重症患者は、重篤な疾病、多発外傷、手術などにより人工呼吸管理、

中心静脈栄養管理など集中的な全身管理が必要な小児患者 とする。
(NICU入 院患者を除く。 )

PICU(小 児集中治療室 )

O PICUに ついては、アメリカや医療費の国内総生産に対する比率が日本
と似ているオース トラリアを参考とした場合、愛知県においては約 25床～

50床が必要であるのに対 して平成 21年度現在で 2床 しかなく、整備が必要

である。

(県内の PICU整 備状況 )

医療圏 病院名 PICU数 備考

名古屋 名古屋第二赤十字病院 2床 H21年度中整備予定

計 2床

(周産期医療)

ウ

ア 小児科医師

〇 愛知県における小児科医師は平成 16年 12月

年 12月 31日現在 719人 と23人減つている。

○
´
小児科医師数を人口 10万対比で比べた場合、

全国平均が 11.5に対 して愛知県は 9.8であり、

31日 現在 742人から平成 18

平成 18年 12月 31日 現在で

全国平均を下回つている。

一
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3周産期医療に係る検討の経緯

区分

小児科医師数

総 数 病 院 診療所

平成 16年 742人 422A 320A
平成 18年 719人 414A 305人

増減率 969% 981% 953%

イ 女性医師

○ 平成 18年 12月 31日 現在、診療科別の病院に勤務する女性医師の害1合は、
産婦人科が 29.1%、 産科が 35.4%、 小児科が 32.5%であり、全科の平均
18.1%に比べて女性の割合が高くなっている。

○ 女性医師が子供を育てながら働く環境等が未整備のため、女性医師が現場
を離れざるを得ない状況がある。

:係 る委員会における検討経緯

こうした中で、愛知県においては、周産期医療の医師の確保を図るため、平成
20年度において「小児科医確保に係る委員会」、「産科医確保に係る委員会」を開

催し、検討 した。

また、産科医師、小児科医師においては、他の診療科に比べて特に女性医師割
合が高いことから、「女性医師確保に係る委員会」を開催し、検討 した。

【小児科医確保に係る委員会】

ア 日時

平成 21年 1月 30日 (金)      .
イ 議題

(ア)今後の小児医療のあり方につぃて

a「公立病院等地域医療連携のための有識者会議」意見と
b小児救急医療について

(イ )小児科医確保対策について
ウ 主な発言

○ 日本小児科学会の小児医療提供体制モデル案の策定には、各県ごとに様々

な事情があったが、愛知県では4大学が協力 しながら策定してお り、モデル

案で示 した地域小児科センターは自然発生的な納得できるリス トとなって
いる。

○ 公立病院等地域医療連携のための有識者会議の意見とりまとめで位置づ

けられた病院とも、おおむね一致しているのではないか。
○ 小児科医は女性医師の比率が高いため、女性医師への対策が重要である。

りまとめ

，
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【産科医確保に係る委員会】

ア 日時

平成 20年 11月 18日 (火 )

イ 議題

(ア )本県の産科医療提供体制について

a産科医不足のため診療制限している病院の状況

b「公立病院等地域医療連携のための有識者会議」報告書 (中間とりまとめ)

(イ )東三河の産科医療を考える会議について

ウ 主な発言

〇 基幹病院の医師が減 らないようにすることが必要。

○ ハイ リスク分娩を扱 う病院は、正常分娩で産科医が疲弊しないよう、正常

分娩に対する分娩制限していただきたい。

○ 病院と診療所の役割分担を含めて、ネットワークの構築が必要であり、行

政にはできるだけサポー トをお願いしたい。

○ 産婦人科医は女性が多く、女性医師への支援が重要である。

【女性医師確保に係る委員会】

ア 日時

平成 20年 12月 24日 (水 )

イ 議題

(ア)女 性医師確保対策について

a男女別年齢別医師数の状況

b愛知県における医師不足の影響

c愛知県の医師確保対策について

ウ 主な発言

○ 非常勤で勤務 している女性医師に常勤になつてもらうなどの働きかけが

重要。

○ 出産、育児などの大変な時期を乗 り切れば勤務を続けることができる。出

産から子 どもが 3歳 くらいまでは当直が免除されるような制度があると良

レヽ 。                                          ,
〇 始めから仕事を続ける意識が低く、退職する女性医師もいる。そういう女

性医師にいくら呼びかけても効果はない。今、勤務 している女性医師への支

援や医学生への教育が重要である。

０
‘
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4 災害医療に係る検討の経緯

〇 東 日本大震災の発生により、これまで整備 してきた災害医療体制の課題が明ら

かになつたことから、国において「災害医療等のあり方に関する検討会」が開催
され、平成 23年 10月 に報告書がとりまとめられた。 .

〇 この報告書を基に、平成 24年 3月 に「災害時における医療体制の充実]資化に
ついて」 (厚生労働省医政局長通知)が発出され、医療チームの派遣調整等が円

:滑に実施できる連携体制の構築や、災害拠点病院の機能強化が求められている。

○ 都道府県に対しては、災害時の医療チームの派遣調整等を行 うために、災害対

策本部の下に派遣調整本部を迅速に設置できるよう事前に計画を策定し、派遣調

整本部において関係機関が連携し、コーディネー ト機能が十分に発揮されるよう

な体制を整備することが求められている。

また、地域においても、関係機関が連携 し医療ニーズの詳細を把握・分析 した

上でt派遣調整本部から派遣された医療チTムの配置調整などのコーディネー ト

機能が十分に発揮できる体制を整備することが求められている。

0 さらに、災害拠点病院に対しては、衛星電話などの災害時でも使用可能な連絡

手段や 6割程度の発電容量を備えた自家発電機の保有、受水槽や井戸設備による

診療に必要な水の確保、DMATの 保有及び派遣できる体制の整備など、機能強

化が求められている:

つ
０

，
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5対象地区及び地区選定の者え方 _

6計画期間

5 対象地区及び地区選定の考え方

圏覇継対象地区
次の地区を地域医療再生計画の対象 とする。

海部医療日、尾張西部医療日を中心とした尾張地区       1

上記に加え、全県単位で実施することが効果的である事業を付加する:

画圏騒鱗事選定の考え方
愛知県には11の医療圏があるが、先述の有識者会議においては、このうち救

急医療体制の確保の観点で特に課題を抱える地域として、圏域WGでの検討結果
を踏まえ、次の地域について個別に提言がなされている。

・海部医療圏
・尾張西部医療圏
。知多半島医療圏
。東三河北部及び南部医療圏  ′

このうち地域医療再生の必要性や緊急度、対象とする事業の成熟度、更には地
域性を加味し、上記の地区を対象地区として選定することとする。

6 計画期間

平成 22年 1月 8日 から平成 26年 3月 31日 までとする。
ただし、施設整備事業については、平成 25年度までに着工するものを含む。

И
↓

う
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7 現状の分析及び課題

地域の現状
海部医療圏】
本地域医療再生計画の対象地域である「海部医療圏」は、県西端に位置し、津

島市、愛西市、弥富市及び海部郡の 3市 5町 1村で構成されており、後述の尾張
西部医療圏と隣接している。

面積は 208平方キロメー トル、人口 331,553人 (H20.10.1現 在)を有する地域
であり、圏内は地理的に東部地域 (甚 目寺町、美和町、大治町ヾ七宝町)と 西部
地域 (津島市、愛西市、弥富市、蟹江町、飛島村)に大きく区分される。

圏域内の医療機関数は、病院 11(う ち公立 2、 公的 1、 民間 8)、 診療所 201

(う ち有床診療所 26、 無床診療所 175)で あるが、一般病床 200床 を越える病院
が 2つ (公立 1、 公的 1)しかなく、地域の中核的な医療機関が不足している。

近年、地域の公立病院における医師不足が顕在化 し、県内の救急医療体制や周
産期医療体制を維持するのに必要な医療資源の不足が問題 となっている。

(対象地域周辺の概要 )

話 が

は

．“

Ｆ

，
一

一
¨
¨

」
　

由
　
響

ヽ

動』．

Ｅ
●

●
●



7現状の分析及び課題

【尾張西部医療圏】

本地域医療再生計画の対象地域である「尾張西部医療圏」は、県の北西部に

位置 し、一宮市と稲沢市の 2市で構成されてお り、前述の海部医療圏と隣接 し

ている。

面積は 193平方キロメー トル、人口514,726人 (H20.10.1現 在)を有する地

域であり、圏内は地理的に北部地域 (一宮市)と 南部地域 (稲沢市)に大きく

区分される。

圏域内の医療機関数は、病院 20(う ち公立 4、 公的 1、 民間 15)、 診療所 318

(う ち有床診療所 40、 無床診療所 278)で あるが、病院の統廃合や公立病院の

民間移譲などの事例が続いており、医療体制の再構築が必要となっている。
また一部の公立病院における医師不足による救急体制の弱体化が、地域の民

間病院を含めた医療機関への負担を招いているとの指摘もあり、救急医療体制
を始めとした医療体制の早急な検討が求められている。

雲雌援菫魯医療体制

【海部医療圏】

(1)緊急性の高い疾患に365日 24時間対応可能な医療機関が圏域内には海部
西部地域に所在する厚生連海南病院 しかない。

海部東部地域にあっては、隣接する名古屋医療圏に所在する名古屋第一赤十
字病院において、緊急性の高い疾患の対応を行うてお り、医療圏を超えた医療
連携により救急医療を始めとした地域医療体制が支えられている。

(2)近年、海部東部地域に所在する公立尾陽病院においては、医師不足が顕著 と
なり、救急受入件数が減少 している。(平成 18年度 1,890件⇒平成 19年度 1,477

件 (△413件減)、 うち軽症 。中等症者 平成 18年度 1,757件⇒平成 19年度
1,385件 (△ 372件減))

名古屋第一赤十字病院への海部医療圏管内からの救急搬送が増加 (平成 18

年度 1,225件→平成 19年度 1,284件 (59件増)している現状から、この地域
における救急医療体制の維持が危惧 されるところとなつている。

そして、海部医療圏の緊急性の高い疾患への対応のみならず、県内の 3次救
急医療体制の維持にまで影響を及ぼしかねない状況となっている。

(3)海部西部地域にあっては、同じく津島市民病院の医師不足による救急受入件

数の減少 (平成 18年度 3,655件⇒平成 19年度 2,952件 (△703件減 )、 うち軽
症 。中等症者 平成 18年度 3,086件⇒平成 19年度 2,494件 (△ 592件減))に
より、厚生連海南病院に救急搬送が集中 (平成 18年度 4,755件⇒平成 19年度
5,038件 (283件増)、 うち軽症者 平成 18年度 2,927件⇒平成 19年度 3,024

件 (97件増))し、緊急性の高い疾患への対応に支障を生じかねない状況とな
つている。

(4)救急軽症者 との医療機能分担を図るため必要な休 日夜間診療体制にういて、
海部医療圏には休 日急病診療所 として、津島市内に 2箇所 (津島地区休 日急病

●
Ｕ

う
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7現状の分析及び課題

診療所、海部地区休 日診療所)あ るが、いずれも平日夜間外来は実施 していな
いため、平日夜間の軽症患者が津島市民病院、厚生連海南病院や公立尾陽病院

などの時間外外来を受診 している。

その結果、厚生連海南病院におぃては時間外の患者が増加 して救急車受け入

れに支障が生ずる一方、津島市民病院や公立尾陽病院においては医師不足によ

り時間外対応医師が減少 しているため、勤務医の過剰負担を招いている。

【尾張西部医療圏】

(1)緊急性の高い疾患に365日 24時間対応可能な医療機関としては、一宮市
立市民病院と総合大雄会病院があるが、いずれも高度救命救急医療機関として

の機能整備が充分ではなく、機能強化を図る努力が続けられている。

(2)=宮市立市民病院の循環器医療部門の専門医が不足しており、緊急性の高い

疾患のうち心筋梗塞については充分な医療ができていない。

その一方、県立循環器呼吸器病センターでは、従来から圏域内の循環器医療

を担ってきたが、循環器医療部門以外の医師が不足し、循環器疾患の合併症治

療に支障が生じている。

(3)稲沢市民病院では医師不足により救急受入件数が減少 してお り、その結果、
一宮市立市民病院や総合大雄会病院を始めとした地域の救急対応医療機関の

救急搬送件数が増加し、緊急性の高い疾患を始めとした救急対応に支障を生じ ―

かねない状況となつている。

(圏域内の主な医療機関の救急搬送件数)

病院名
開設

主体

搬 送 件 数

平成 18年度 平成 19年度 増減 (△ )

稲沢市民病院
公 立

2,055 1,864 ∠ゝ 191

|う ち軽症丁下専雇 1,882 1,686 ∠ゝ 196

一宮市立市民病院

|う ち重肇ガ:
|う ち中等症・重症

公 立

5,840

3,667

2,117

6,517

4,071

2,353

677

404

236

総合大雄会病院

民 間

3,371 3,922 〓
υ

Ｅ
υ

|う ち軽症 1,953 2,112 159

|う ち中等症 。重症 1,378 1,737 359

厚生連尾西病院 公的 1,537 1,670 133

一宮西病院 民 間 1,435 1,538 103

(4)尾張西部医療圏には休 日急病診療所 として、一宮市及び稲沢市にそれぞれ

(一宮休 日急病診療所、稲沢市医師会休 日診療所)あ るが、いずれも平日夜

間外来は実施 していないため、平 日夜間の軽症患者が一宮市立市民病院や総

合大雄会病院などの時間外外来を受診 し、病院の救急車受け入れに支障が生

じていることに加え、病院勤務医の過乗1負担を招いている。

７
′
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7現状の分析及び課題

画頭麗m摩

“

医療体制 (通常分娩)

【海部及び尾張西部医療圏】
(1)県内の病院勤務の産婦人科医師の不足は、この地域においても例外ではなく、

公立尾陽病院 (海部医療圏東部地域)及び稲沢市民病院 (尾張西部医療圏南部
地域)が産科の診療制限 (分娩制限)を行つているなど、地域の正常分娩の応
需体制が充分ではないことから、産科医療機関の確保が求められている。

(産科診療制限の状況)

圏域名 病院名 内容

海部 公立尾陽病院 入院制限く分娩中止

尾張西部 稲沢市民病院 入院制限、分娩中止

(2)後方支援体制として、地域内の厚生連海南病院 (海部医療圏)及び一宮市立
市民病院 (尾張西部医療圏)が地域周産期母子医療センターの指定を受けてい
るが、地域内に総合周産期医療センターはないため、総合周産期母子医療セン
ターである名古屋第一赤十字病院と綿密な連携を図る必要がある。

【全県の現状】

理蟄医師数
(1)愛知県は人口10万人当たりの勤務医師数が全国に比べて低い状況にある。

(医療施設従事医師数の状況 ) 平成 18年医師・歯科医師・薬剤

医師数 (人 ) 人口 10万人当たり医師数 全国順位

愛知県 13,208人 180.7人 36うと

全国値 263,540ノ k 206 3人

都道府県く従業地)別にみた医療施設に従事する人口10万対医師数

平成:8●∞0年12月 3:日現在
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7現 状の分析及び課題

(2)全国的な医師不足の現状は愛知県においても例外ではなく、

医学部定員の増が必要不可欠である。

(愛知県内の医学部を有する大学)

将来を見越 した

大 学 名 定員 (H21年度) うち地域医療枠

名古屋大学

名古屋市立大学

愛知医科大学

108名
92名

105名

1   0名.  2名

|   ―名

藤田保健衛生大学 110名 一名

計 415名 5名

する1大学と連携した医師確保
を始めとした地域医療を確保していくためには、地域の医療体制を

支えている医療機関に必要とされる医師を確保 していくことが重要と考えら

れる。

(2)本県においては、県内の医学部を有する4大学が診療科ごとに関連病院に医

師を派遣している実態があり、実質的には大学が医師の派遣 。調整を行つてい

る。

(3)地域に必要な医師の確保のためには、地域での議論を踏まえ、地域の実情に

応 じて、医師の派遣を調整するためのシステムが必要であり、大学間における

認識の共有と合意形成が重要な課題となっていることから、県内4大学が協議

する会議を設置することが求められる。

(4)ま た、医療の高度化・専門化により医師が専門分野に特化してきている。
救急の初期対応を行 う、幅広く診療科を診ることができる医師 (救急対応医)

が減少 してきている現状がある一方、救急医療や周産期医療 (小児科、産科 )

など、医師の負担が大きい医療分野については医師が不足する傾向にある。

(5)地域医療を担 う医師の養成については、学生に対 して地域医療に係る養成プ
ログラム等により教育するとともに、4大学が連携し、医師の研修を行うなど、

従来の枠を超えた取組が求められている。

また、卒後の専門医教育においても、先述した大学問の会議等での協議を踏
まえた地域医療支援プログラムを作成し、地域医療に必要な複数の診療科に対

応できる医師の養成が必要となつている。

計画を実効性のある計画として推進するためには、その進捗状

況を常に把握するとともに、地域医療再生に向けて地域及び医療機関に対する

指導・助言を行 う組織を設ける必要がある。

(2)その一方で、地域においても救急や周産期を始めとした地域医療体制を維持

するため、医療圏ごとに協議する組織を設ける必要がある。

20
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7現状の分析及び課題

災害医療体制

(1)災害時の医療連携体制については、平成 24年 8月 30日 に「愛知県災害拠

点病院協議会災害医療調整部会」を開催 し、コーディネー ト機能を含めた具体

的な連携体制の検討を進めているところである。また、地域の実情に即した災

害時の医療体制を構築するため、二次医療圏単位で地域におけるコーディネー

ト機能を含めた連携体制の検討を行 うこととしている。

(2)愛知県では 34の災害拠点病院を指定しているが、その中には衛星電話など

の災害時の通信手段が未整備の病院や、診療に必要な水の確保が万全ではない

病院がある。

また、平成 24年 4月 1日 現在で、DMATを 保有していない災害拠点病院
が 12病院あるが、今後、厚生労働省が実施するDMAT研 修を受講すること

により、平成 26年 3月 には全ての災害拠点病院がDMATを 保有できる見込

みである。災害時にDMATや 医療救護班を被災地に迅速に派遣するためには、

悪路にも対応可能な車両が必要となるが、ほとんど全ての災害拠点病院が保有
していない といつた課題 がある。

(災害拠点病院の状況)

項   目 保有している病院数 未保有の病院数

衛星電話の保有

固定型衛星電話 14病院 20病院

携帯衛星電話 27病院 7病院

固定型又は携帯衛星電

話のいずれかを保有
29病院 5病院

診療に必要な水の確保

受水槽の保有
34病院

(う ち容量1日以下19病院)

0

井戸設備の保有 25病院
9病院

(う ち受水槽の容量1日 以下6病院)

DMATの 保有 22病院
12病院

(26年 3月 までに保有できる見込)

DMAT等 派遣用悪路

対応可能な車両の保有
1病院 (4WD車 ) 33病院

ｎ
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8日標

8 目標

鶉 菫急医療体制

○ 地域の救急医療体制を整備 し、緊急性の高い疾患に24時間365日 対応で

きる医療機関 (高度救命救急医療機関)を複数整備する。
○ 高度救命救急医療機関が緊急性の高い疾患に集中して対応できるよう、高度

救命救急医療機関の周辺に一般救急に対応する医療機関を位置づける。

○ 外来の軽症患者については、医師会等地域の開業医の協力により休日急病診

療所等において、平日夜間対応を行 うことにより、軽症患者の病院への集中を

防ぎ、病院勤務医の疲弊を防止する。

【海部医療圏全体】

(1)緊急性の高い疾患について、常時患者が安心して医療を受けることができる

よう、高度救命救急医療機関である厚生連海南病院が海部西部地域を、名古屋

第一赤十字病院が海部東部地域をカバーすることにより、365日 24時間緊

急性の高い疾患に対応できる体制を確保する6

(2)こ のためには、高度救命救急医療機関に救急患者が集中することを防ぐ必要
があることから、救急車受け入れ (一般救急)対応については、津島市民病院
及び公立尾陽病院を中心とした体制を確保する。

(3)軽症患者の時間外対応については、海部地区休 日診療所及び津島地区休日急

病診療所において平日夜間診療及び休 日診療を行 うとともに、地域住民に対し

ては、軽症の場合は時間外に安易に病院を受診 しない (コ ンビニ受診をしない)

よう、啓発活動を行 う。

(数値 目標 )

・海部地区休 日急病診療所の患者数を増やす。
8, 462人 /年 → 9, 500人 程度/年

。周辺医療機関 (津島市民病院、公立尾陽病院)の時間外患者数を減らす。
津島市民病院 9, 670人 /年 ⇒ 9, 000人 程度/年
公立尾陽病院 2, 378人 /年 ⇒ 2, 000人 程度/年

(4)地域の医療資源の機能分担 と連携を図るため、圏域内の保健所 (津島保健所)

を事務局として圏域医療連携検討ワーキンググループを定期的に開催 (尾張西

部医療圏 (一宮保健所)と 合同で開催)し、地域における患者動態の情報等を

収集・分析・共有するとともに、地域の医療機関の連携を推進するための具体
的対策を企画・立案する。

【海部東部地域】

(1)名 古屋第一赤十字病院と公立尾陽病院において、高度救命救急と一般救急の

機能分担を図りつつ、名古屋第一赤十字病院の機能を維持 していくため、両病

院間での医療連携、機能分担を進める。

具体的には、名古屋第一赤十字病院が緊急性の高い疾患に対応し、公立尾陽
病院が一般救急及び、急性期を過ぎた (亜急性期)患者に対応する。
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8目標

(数値 目標 )

・名古屋第一赤十字病院の救急搬送受入件数のうち、海部医療圏からの救急

搬送件数を減らす。
1, 284件 /年 →  1, 200件 程度/年

・公立尾陽病院の救急搬送受入件数 (軽症 。中等症)を増やす。

軽症 。中等症者 1, 385件 /年 → 1,500件 程度/年

(2)この機能分担を一層推進するため、名古屋第一赤十字病院から公立尾陽病院

に対 し、急性期を過ぎた患者の紹介を円滑に行えるよう、連絡体制を確立する

とともに、患者の治療継続を支援するため、名古屋第一赤十字病院の担当医を

定期的に公立尾陽病院に派遣する。

(3)名古屋第一赤十字病院から急性期を過ぎた地元の患者を受け入れるため、公

立尾陽病院に名古屋第一赤十字病院 との連携支援病床を5o床整備するとと

もに、公立尾陽病院が一般救急に対応するための救急施設 (診察室、処置室等)

及び救急対応病床 20床を整備する。

(4)これにより、急性期を過ぎた患者が地域により近い医療機関において継続的

な治療が受けられるようにするとともに、名古屋第一赤十字病院の病床を有効

活用することにより、緊急性の高い疾患に常時対応可能な体制を確保する。

【海部西部地域】

(1)厚生連海南病院と津島市民病院との間で医療連携、機能分担を行い、厚生連

海南病院が緊急性の高い疾患に対応することとし、厚生連海南病院の救急対応

機能の充実を図る。

(数値 目標 )

。厚生連海南病院の救急搬送受入件数の うち、軽症者を減 らし、中等症及び

重症者を増やす。

軽症者     3, 024件 /年 ⇒ 2, 700件 程度/年
中等症 。重症者 1, 532件 /年 ⇒ 1, 600件 程度/年

(2)しかしながら、厚生連海南病院は、隣県である二重県の救急にも対応 してい

ることから、受け入れ体制に限界が生じている。
このため、津島市民病院において緊急性の高い疾患に一部対応するとともに、

一般救急及び、急性期を過ぎたものの、引き続き治療が必要な患者についても

既存の病棟を活用することにより対応する。

(数値 目標 )

・津島市民病院の救急搬送受入件数 (軽症 ,中等症)を増やす。

軽症 。中等症者 2, 494件 /年 ⇒ 2, 800件 程度/年

(3)これを進めるため、厚生連海南病院から津島市民病院に対 し、急性期を過

ぎた患者の紹介を行 うとともに、厚生連海南病院から津島市民病院今の医師

応援を行 う。
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8目 標

【尾張西部医療圏全体】      |
(1)一宮市立市民病院と総合大雄会病院を救命救急センターに指定し、緊急性の

高い疾患について、常に365日 24時間対応可能な医療体制を確保すること
により、尾張西部医療圏における高度救命救急医療機関による対応の充実を図
る。

なお、総合大雄会病院は熱傷センターとして尾張地区の熱傷治療対応を行い、
一宮市立市民病院は地域周産期母子医療センター として、尾張地区の総合周産

期母子医療センターである名古屋第一赤十字病院 と連携する。
(数値目標 )

。一宮市立市民病院の救急搬送受入件数 (中等症及び重症者)を増やす。
中等症 。重症者 2, 353件 /年 ⇒ 2, 500件 程度/年

・総合大雄会病院の救急搬送受入件数 (中等症及び重症者)を増やす。
中等症・重症者  1, 737件 /年 → 2, 000件 程度/年

(2)尾張西部医療圏の救急医療を確保するという観点で、一宮市立市民病院にお
いて「′さ筋梗塞」に対する医療機能の充実を図るとともに、地域住民の合併症

治療について、より質の高い医療提供を行うため、、県立循環器呼吸器病センタ
ーと一宮市立市民病院を統合し、県立循環器呼吸器病センターの循環器医療機
能を―官市立市民病院に移行する。

両病院の統合に伴い、県立循環器呼吸器病センターの保有する結核及び感染
症医療機能も一宮市立市民病院に移行し、一宮市立市民病院に結核病床 18床

|と 感染症病床 6床を整備する。

(3)救急車受け入れ (一般救急)対応については、救命救急センターヘの患者集
中を防ぐため、圏域内の稲沢市民病院、厚生連尾西病院、一宮西病院を中心と
した体制を確保する。

(4)軽症患者の時間外対応については、一宮休日急病診療所及び稲沢市医師会休
日診療所において平日夜間診療及び休 日診療を行 うとともに、地域住民に対し、
軽症の場合は安易に病院を受診しないよう、啓発活動を行 う。
(数値目標 )

. 。一宮市休 日急病診療所の患者数を増やす。
4, 301人/年 → 6, 000人 程度/年

・周辺医療機関 (一宮市立市民病院)の時間外患者数を減らす。
34, 306人 /年 ⇒ 32, 000人 程度/年

(5)地域の医療資源の機能分担と連携を図るため、圏域内の保健所 (一宮保健所)

を事務局として圏域医療連携検討ワーキンググループを定期的に開催 (海部医

療圏 (津島保健所)と 合同で開催)し、地域における患者動態の情報等を収集・

分析・共有するとともに、地域の医療機関の連携を推進するための具体的対策
を企画 。立案する。

【尾張西部医療圏南部地域】

(1)尾張西部医療圏の南部地域の救急体制を確保するため、一宮市立市民病院と

稲沢市民病院の医療連携を強化 し、一宮市立市民病院が緊急性の高い疾患に対
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8目標

応 し、稲沢市民病院が一般救急及び、急性期を過ぎたものの、引き続き治療が

必要な患者に対応する。

(数値 目標)

。一宮市立市民病院の救急搬送受入件数のうち、軽症者を減 らし、中等症及

び重症者を増やす

軽症者     4, 071件 /年 ⇒ 3, 700件 程度/年
中等症 。重症者 2, 353件 /年 ⇒ 2, 500件 程度/年

・稲沢市民病院の救急搬送受入件数 (軽症 。中等症)を増やす。

軽症 ,中等症者  1, 686件 /年 ⇒ 1,800件 程度/年

(2)これを進めるため、一宮市立市民病院から稲沢市民病院に対し、急性期を過

ぎた患者の紹介を行 うとともに、稲沢市民病院の医師不足に対応するため、一

宮市立市民病院から稲沢市民病院に対 し医師の応援を行 う。

(3)一宮市立市民病院から急性期を過ぎたものの、引き続き治療を必要 とする地

域の患者を受け入れるため、稲沢市民病院に連携支援病床を50床整備すると

ともに、稲沢市民病院が一般救急に対応するための救急施設 (診察室、処置室

等)及び救急対応病床 20床 を整備する。

(4)これにより、急性期を過ぎた患者が地域により近い医療機関において継続的

な治療が受けられるようにするとともに、一宮市立市民病院の病床を有効活用

することにより、緊急性の高レ)疾患に常時対応可能な体制を確保する。

医療体制 (通常分娩)

【海部及び尾張西部医療圏全体】

(1)正常分娩に関しては、海部医療圏東部地域及び尾張西部医療圏南部地域の分

娩制限に対応するため、バースセンター 20床を名古屋第一赤十字病院に新た

に設置する。

また、バースセンターに研修センターを併設し、助産師を始めとした地域の

医療従事者の研修を行 うことにより、地域において安心して出産できる体制の

確保を図る。

(数値 目標 )

。名古屋第一赤十字病院における正常分娩実施数 (う ち海部及び尾張西部医

療圏の患者)を増やす。

正常分娩実施数 1, 000件 程度/年 増加

(2)後方支援に関しては、総合周産期母子医療センターである名古屋第一赤十字

病院が、地域周産期母子医療センターである厚生連海南病院及び一官市立市民

病院 との連携を強化し対応する。  '

44
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8日標

齢 ‐:1大学
.と

導携した医師確保 (全県対応)

だ対応チるため、大学医学部の入学定員を増カロするとともに、地域
医療を志す医学部学生の経済的支援を行うことにより、将来的に地域医療を担
う医師を養成する。

(数値目標)

。大学医学部の定員増を行う (県全体で5名増)

108名 ⇒ 110名 (2名 増)

92名→  95名 (3名増)

105名⇒ 110名 (5名増)

(2)地域医療を担 う医療機関への必要な医師派遣を調整していくため、県内の医

学部を有する4大学において、各大学内の合意形成と地域医療TiC保の現状につ

いて認識の共有を図るための委員会を設置する。

(3)限 られた医療資源である医師の有効、最適な派遣の調整のためには、医学部
を有する4大学が連携することが重要である。

そこで、4大学が地域の医療事情などの情報を共有し、医師派遣の必要性と

方向性を調整していく機関として「医師派遣に係る大学問協議会」を設置する。
ア 協議会の構成員
・医学部を有する4大学病院の院長
・医学部を有する4大学に設置した地域医療確保のための委員会の責任者
・愛知県健康福祉部職員

イ 協議会の所掌事務

_・ 県内の医療機関に対する医師派遣状況を調査し、その情報の共有を図る。
・有識者会議の提言に基づいた医師派遣の事Jllについて協議を行 う。
。医師派遣のシステム構築に向けての検討を行い、その基本的な考え方をと

りまとめる。
・「地域医療支援センター」 (後述 (5))力 行` う研修 。指導及び診療支援の

対象となる医療機関の検討を行 う。

(数値目標 )

… 大学問協議会開催 年 4回

(4)救急対応医を養成し、地域医療を確保 していくため、県内の医学部を有する

大学に下記のとおり寄附講座を設置する。
ア 設置する寄附講座

【救急医療学講座】
・講座の内容
救急医療部Flに従事する医師

・設置する大学

名古屋市立大学、愛知医科大学、藤田保健衛生大学

イ 寄附講座の活動内容

・上記専門医の養成、確保 (シミュレァションセンター (後述)を活用)

・救急医療に携わる医師への支援方法、機能分担と連携による効率的な医
師配置の研究 (臨床研修プログラムの開発 )

名古屋大学

名古屋市立大学

愛知医科大学

(救急専門医)を育成する
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8目標

・救急医療を支える地域の基幹病院への診療支援

(数値 目標)

。養成医師 6名

(5)大学医学部卒業後の専門医教育課程の者に対し、広く地域医療を担えるよう、

教育していく必要があることから、名古屋大学に地域医療支援センター (仮称 )

を設置 し、重点的に育成にあたる。

具体的には、内科系救急、外科系救急、産科、小児科等を中心とし、広く地域
医療を担 うために作成された育成プログラム (地域医療支援プログラム)を通じ、
地域医療に必要な知識・技術の修得を図る。

なお、地域医療支援センターが支援を行 う医療機関の検討に当たつては、先述

(3)の 「医師派遣に係る大学問協議会」での協議を踏まえる。

(名称)  地域医療支援センター (仮称)

(設置場所)名 古屋大学

(診療科) 内科系救急、外科系救急、産科、小児科等

(構成員) 各診療科毎に 2名  計 8名

(活動)  地域医療支援プログラムの作成

プログラムに基づく研修、指導

地域の医療機関への診療支援

(6)大学における臨床研修の拠点施設 として、また本学問協議会を通 じて医師を

供給するモデル病院としての臨床研修基幹病院を整備する。
(整備対象医療機関)

。現在、東海市及び知多市の間で協議中の、両市の市民病院を統合 した新市

民病院について、新たな研修機能の付加を具体的に検討 していく。

儡 蟹嵐館 を権保するための協議組織として、地域医療連携検討
ワーキンググループ (WG)を設置する。
ア WG構 成員
・圏域内の主な医療機関 (基幹病院及び連携病院)

。地区医師会、歯科医師会、薬剤師会等の関係団体
。圏域内の消防本部

イ WGの 所掌事務

・圏域における医療機能の確保 (救急医療、周産期医療、在宅医療)のため

に必要な医療資源の調査を行 う。

・地域の病院間の連携協議状況を把握 し、地域医療の確保のために必要な医

療機能連携のあり方について協議を行 う。
・地域医療連携のための有識者会議 (後述)に対 し、地域医療連携の協議状

況を報告するとともに、地域医療を確保するために必要となる医師派遣に

ついて要望、提言を行 う。

(数値 目標)

・地域医療連携検討ワーキンググループを県内全医療圏に設置する。

県内 11医療圏に設置
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8日標

(2)地域医療連携検討ウーキンググループで協議された地域医療連携に対する具
体的な提言、要望を全県的に検討し、地域医療に対する指導、助言を行 うとと

もに、地域への医師派遣について、「医師派遣に係る大学問協議会」に検討を

依頼するなど、地域医療再生計画の実現に向けた調整機関として、「地域医療
連携のための有識者会議」を設置する。
ア 有識者会議構成員

。県内の医学部を有する大学病院の院長
・県医療関係団体の長 (県医師会、県病院協会、県公立病院会)

。県内の主な公的病院の院長

イ 有識者会議の所掌事務
。地域医療連携検討ワーキンググループで協議された地域医療連携に対する

具体的な提言、要望を全県的に検討 し、地域医療に対する指導、F/t言を行

う。
。地域医療確保のための医師派遣について、その必要性を協議 し、必要と認

めた医師派遣について、「医師派遣に係る大学問協議会」に検討を依頼す

る。
。地域医療連携の効果を測る指標を設定し、地域医療再生計画実施による効

果を評価するとともに、必要に応じ地域医療再年計画の見直し検討を行 う。

(3)地域医療連携検討ワーキンググループで協議 され、地域医療連携のための有
識者会議において必要と認められた病院間の医師派遣について支援 していく。

(4)在宅医療に係る調査研究

地域において包括的、継続的な医療提供体制を構築するためには、救急医療
体制の整備のみならず、急性期の治療を終えた患者が回復期、療養期を過ぎて
退院し、自宅において安心した生活ができるまでの体制 (在宅医療)を整備 し
ていくことが求められる。

しかしながら、現在は在宅医療 (在宅歯科医療及び在宅服薬指導を含む)に
ついては、在宅医療に係る医療資源及び在宅医療に係る住民のニーズ等の把握
が充分ではなく、具体的な検討が進められていない。

そこで、地域における医療資源及び医療ニーズ等について調査を行 うととも
に、構築すべき在宅医療のモデルにういて提言を得ることにより、今後の在宅
医療提供体制の検討、協議の基礎資料を得るため、専門機関に調査研究を委託
する。

(数値目標)

。地域医療連携の推進のための調査及び医療機能連携モデルの提言を 2次医
療圏ごとに順次実施する。

毎年 2圏域ずつ調査を実施 し提言を行 う。 (4年間で8医療圏)

(5)地域医療連携に係る研修

地域医療を具体的に支えるのは、地域の医療機関の医師を始めとした医療ス

タッフ及び事務職員であるが、職員に病診連携や病病連携など、地域医療連携
の必要性の認識が不十分であり、その具体的方策について承知している者が少
ない。
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8日標  :

また、地域医療の継続のためには、病院の経営改善は不可欠であるが、特に
公立病院においては人事異動等により経営ノウハウを有する職員の確保が困
難となっている。

そこで、地域の中核的医療機関において地域医療連携を進めるスタッフを養
成するため、「地域医療再生研修」を、医療関係団体への委託により実施する。
(研修会対象) 医師、看護師、事務職員等
(数値日標)

。医療機関職員を対象とした研修の受講者を毎年確保する。
毎年 500人超 (4年間で2, 000人超)

医療体制 (ハイリスク分娩 )

(1)必要な妊婦に対 して高度かつ専門的な医療を提供するための総合周産期母子

医療センターについては、県内のMFICUが 不足してお り、特に三河地域の

整備が不足 している状況から、厚生連安城更生病院と豊橋市民病院にMFIC
Uを整備し、総合周産期母子医療センターとする。

さらに、厚生連安城更生病院においては、NICU及 びGCUを 整備 し、新

生児の受け入れ体制の充実を図る。

(整備計画)

厚生連安城更生病院 MFICU O床 → 6床 (6床整備 )

NICU 15床 → 18床 (3床整備 )

GCU  30床 → 36床 (6床整備 )

豊橋市民病院    MFICU 4床 → 6床 (2床整備 )

(数値 目標)

。MFICUを 増床 して、受入患者数を増やす。
796人/年 ⇒  1, 100人 程度/年

(796人 ×27床 (増床後の病床)/19床 (現在の病床)=1,131人 )

(2)地域周産期母子医療センターを始めとしたNICUの 整備状況は、70床～

100床の不足が認められる。
これは、医師、看護師の不足という課題も内在していることから、小児科医

及び産科医の研修機能を有する大学においてNICUの 整備を進める。

(数値 目標)

。大学病院へのNICU設 置

名古屋大学附属病院  6床 → 9床

名古屋市立大学病院  6床 → 9床

愛知医科大学病院   6床 → 9床

藤田保健衛生大学病院 0床→ 6床
・NICUの 増床により、受入患者数を増やす。

1, 896人 /年 ⇒  2, 400人 程度/年

０
０
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8目 標

(3)NICUの 効率的な運用を図るため、NICUに 長期滞在する患者の後方支

援病床として、重症心身障害児施設を整備することとし、地域的バランスを考
慮し、尾張、三河地区それぞれに整備する。
(数値計画)

。尾張地区 (名 古屋市内)及び三河地区に各 1箇所ずつ整備する。
。整備病床数 各90床

(う ちNICUの 後方支援 20床、ショー トステイ 10床 )

(4)新生児医療を担 う小児科医及び産婦人科医を養成するため、基本的な医療手
技、例えば新生児医療であれば挿管、採血、診察などの手技を、小児科医であ
れば誰もが習得し、対応できるように、シミユレーション装置を利用し、効果
的に研修するシステムを確立する。

シミュレーション研修は、4大学協力体制のもと、センター形式で行い、名
:   古屋市立大学病院にセンターを設置する。

このセンターでの研修は、大学関係者のみならず地域の医療機関勤務医師も
参加できるものとし、出身大学にとらわれない医師のスキルアップを図るもの
とする。

また、センターにおいては、不足している医療機関への応援についても可能
な範囲で対応することとする。

名古屋市立大学病院にはさらにMFICUを 設置し、併せて周産期医療学に

係る寄附講座における医師の養成にあたっての実地訓練の場 としても活用す
る。

(5)小児科医、産婦人科医の養成について1ま、名古屋市立大学病院にシミュレニ

ション研修システムを運営していくための寄附講座を置く。
ア 設置する寄附講座

【周産期医療学講座】
・講座の内容

周産期医療 (産科、小児科)に従事する医師を育成する
。設置する大学

名古屋市立大学
イ 寄附講座の活動内容

。上記専門医の養成、確保 (シ ミュレーション装置を活用)

。周産期医療に携わる医師への支援方法、機能分担 と連携による効率的な
医師配置の研究 (臨床研修プログラムの開発)

・周産期医療を支える地域の基幹病院への診療支援
(数値目標 )

。研修参加医師 50名

(6)小児科医、産婦人科医に女性が多いことから、女性医師が子供を育てながら
働きやすい環境を整えることで離職を防止し、さらに育児等で離職した女性医
師の復職を促すことにより、女性医師の害1合の高い産科医及び小児科医を確保
する。

30
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8目標

(全県対応)｀

(1)「愛知県災害拠点病院協議会」を開催 し、関係者の理解を得ながら県レベ

ルのコーディネー ト機能を含めた具体的な連携体制を構築する。また、さら

に二次医療圏単位での検討を行い、地域におけるコーディネー ト機能を含め

た具体的な連携体制を構築する。

(2)災害拠点病院の機能強化を図 り、災害時においても診療機能が維持できる

体制や、DMATや 医療救護班を迅速に被災地へ派遣できる体制を構築する。

(数値 目標)

。1日 を超える容量の受水槽または井戸設備のいずれかを保有する病院

28病院 →  32病 院

(未整備 となる 2病院のうち 1病院は敷地が借地、もう1病院は容積率か

ら丼戸設備の設置が困難)                   
′

・ DMATや 医療救護班を被災地に派遣するため悪路にも対応可能な車両

(4WD)を 保有している病院

1病院 →  30病 院

(未整備 となる4病院のうち 1病院は独自に整備予定、3病院は当面共用

車両で対応 )

ｎ
Ｖ

Ｅ
Ｕ
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9 日標達成のための具体的実施内容

9 日標達成のための具体的実施内容

地域で取 り組む事業 (運営に係る事業)

医療対策事業

① 地域医療連携医師派遣事業

ア 名古屋第一赤十字病院から公立尾陽病院への医師派遣について、その経

費を助成する。

(助成対象)派 遣元医療機関の逸失利益

(事業期間)平 成 22年度～ 25年度

(事業総額)4,156千 円 (う ち国庫補助負担分 2,078千 円、
基金負担分 2,078千円)

イ 厚生連海南病院から津島市民病院への医師派遣について、その経費を助

成する。

(助成対象)派 遣元医療機関の逸失利益

(事業期間) 平成 22年度～ 25年度

(事業総額)5,354千 円 (う ち国庫補助負担分 2,677千 円、
基金負担分 2,677千円)

ウ ー宮市立市民病院から稲沢市民病院への医師派遣について、その経費を

助成する。

(助成対象)派 遣元医療機関の逸失利益

(事業期間) 平成 22年度～ 25年度

(事業総額)8,040千円 (う ち国庫補助負担分 4,020千円、
基金負担分 4,020千円)

② 休 日急病診療所運営費助成事業

ア 海部地区急病診療所において平 日夜間及び休日診療を実施するために
必要 となる経費を助成する。

(助成対象) 人件費 (勤務医師)

(事業期間)平 成 22年度～ 25年度

(事業総額)20,203千円 (う ち基金負担分 20,208千 円)

イ 津島地区休日急病診療所において休 日診療を実施するために必要とな

る経費を助成する。

(助成対象)人 件費 (勤務医師)

(事業期間)平 成 22年度～ 25年度

(事業総額)5,660千 円 (う ち基金負担分 5,660千円)

ウ ー宮市休 日診療所において平 日夜間診療及び休 日診療を実施するため

に必要となる経費を助成する。

(助成対象)人 件費 (勤務医師)

(事業期間) 平成 22年度～ 25年度

Ｅ
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9 目標達成のための具体的実施内容

(事業総額)22,320千 円 (う ち基金負担分 22,320千 円)

工 稲沢市医師会休 日診療所において休 日診療を実施するために必要とな

る経費を助成する。

(助成対象)人 件費 (勤務医師)

(事業期間)平 成 22年度～ 25年度            、

(事業総額)0千 円 (う ち基金負担分 0千円)

地域で取り組む事業 (施設口設備整備に係る事業)

療連携推進事業

① 地域医療連携施設・設備整備事業

ア 公立尾陽病院が名古屋第一赤十字病院との医療連携により整備する救

急医療施設 (一般救急対応)及び連携支援病床の整備に対 し助成する。

(助成対象)救急対応部門 (救急専用入口、救急処置室、救急手術室等)

連携支援病床 50床
(事業期間)平 成 24年度～ 25年度

(事業総額)6,000,000千円 (う ち基金負担分 363,000千 円)

イ ー官市立市民病院が地域における緊急性の高い疾患に 365日 24時
間対応する (救命救急センター指定)にあたり必要となる救急医療設備の

整備に対し助成する。         ´
(助成対象)救 急診断・治療用設備

(事業期間) 平成 22年度

(事業総額)480,000千円 (う ち基金負担分 244,650千 円)

ウ 総合大雄会病院が地域における緊急性の高い疾患に 365日 24時間

対応する (救命救急センター指定)にあたり必要となる救急医療設備の整

備に対 し助成する。

(助成対象)救 急診断・治療用設備

(事業期間) 平成 22年度

(事業総額)417,000千円 (う ち基金負担分 243,412千 円)

工 稲沢市民病院が一宮市立市民病院 との医療連携により整備する救急医
療施設 (一般救急対応)及び連携支援病床の整備に対 し助成する。

(助成対象)救急対応部門 (救急専用入日、救急処置室、救急手術室等)

連携支援病床 50床
(事業期間)平 成 24年度～ 25年度

(事業総額) 10,180,000千 円 (う ち基金負担分 363,000千 円)

オ ー官市立市民病院が県立循環器呼吸器病センターとの統合にあたり、県
立循環器呼吸器病センターが担ってきた結核、感染症医療に対応するため

に必要となる結核、感染症病棟の整備に対し助成する。
｀
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9 日標達成のための具体的実施内容

(助成対象)

(事業期間)

(事業総額)

結核病床  18床
感染症病床  6床
平成 22年度

256,000千円 (う ち基金負担分 200,000千円)

魃聾⊇革

"産

期医療対策事業

① バースセンター施設整備事業

名古屋第一赤十字病院が海部、尾張西部地区の正常分娩に対応するために
必要となるバースセンター (施設内助産施設)及び助産師等医療従事者の研
修センターの施設・設備整備に対 し助成する。

(助成対象) バースセンター 20床
研修センタ

=
(事業期間) 平成 24年度

(事業総額) 1,000,000千 円 (う ち基金負担分 355,000千円)

県全体で取り組む事業 (運営に係る事業)

晴有する大学と連携 した医師確保対策事業

① 医師派遣に係る大学問協議会の設置

医学部を有する4大学が情報を共有し、各大学における医師派遣を調整す
る機関として 「EXI師派遣に係る大学問協議会」を設置する。

(対象経費) 委員報償費、旅費、需用費
(事業期間) 平成 22年度～ 25年度

(事業総額) 1,580千 円 (う ち基金負担分 1,580千円)

② 医学部定員増に伴 う奨学金の設置

平成 24年度から新たに実施される大学医学部の入学定員の増 (愛知医科
大学 5名 を予定)に伴い、医学部入学者に対する奨学金制度を設定し、医学
生への貸付を行 う。    |

(対象)平成 24年度から新規増員となる医学生

(奨学金単価)1年生 :月 175千円、 2～ 6年生 :月 15o千円
(事業期間) 平成 24年度～ 25年度

(事業総額) 30,000千円 (う ち基金負担分 30,000千 円)

医療連携推進事業

① 地域医療連携のための有識者会議の設置
地域医療連携の効果を測る指標を設定して実績の評価、検証を行うととも

に、必要に応じて再生計画の見直しについて検討を行うため、「地域医療連
携のための有識者会議」を設置する。

(対象経費) 委員報償費、旅費、需用費
(事業期間) 平成 22年度～25年度
(事業総額) 2,064千 円 (う ち基金負担分 2,064千円)

つ
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9 目標達成のための具体的実施内容

② 地域医療連携検討ワーキンググループの開催

地域における救急医療体制及び周産期医療体制について協議するため、特

に医師会を中心とした時間外外来診療の定点化を推進するため、医療圏を単

位 とした地域医療連携検討ワーキンググループを設置する。

(対象経費) 委員報償費、旅費、需用費

(事業期間) 平成 22年度～ 25年度

(事業総額) 18,509千 円 (う ち基金負担分 18,509千円)

③ 地域医療連携に係る病院間の医師応援の支援

地域医療連携検討ワーキンググループで協議され、地域医療連携のため―の

有識者会議において必要と認められた病院間の医師派遣について、医師の派

遣経費 (派遣元病院の逸失利益)を助成する。

(助成対象)派 遣元医療機関の逸失利益

知多半島医療圏 半田市立半田病院→常滑市民病院 (整形外科)

西三河北部医療圏 トヨタ記念病院→厚生連足助病院 (整形外科 )

(事業期間) 平成 24年度～ 25年度

(事業総額) 10,334千 円 (う ち国庫補助負担分 5,167千円、

基金負担分 5,167千 円)

il.(1)1周 産期医療対策事業

① 女性医師等就労環境改善緊急対策事業

医療機関における就労環境を改善し、子供を持つ医師や医療従事者が働き

やすい職場作 りを総合的に推進する施設に助成する。

(事業期間) 平成 22年度～25年度

(事業総額) 46,556千 円 (う ち国庫補助負担分 23,278千円、

基金負担分 23,278千円)

② 女性医師に対する現場復帰セミナー開催事業

育児などで離職 した女性医師を対象 とし、仕事 と家庭を両立している病

院勤務女性医師等を講師とした講習会を開催し、再就業に向けた啓発を行

う。

(事業期間) 平成 22年度～25年度

(事業総額) 432千円 (う ち基金負担分 432千円)

県全体で取り組む事業 (施設・設備整備に係る事業)

① 大学と連携した研修拠点病院の整備
大学における臨床研修の拠点施設として、また大学問協議会を通じて医師

を供給するモデル病院として、東海・知多の新市民病院を位置づけ整備する。
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・ 9 目標達成のための具体的実施内容

(F/t成対象)東海市民病院及び知多市民病院の統合により設置される病院

(事業期間)平成 25年度

(事業総額)21,150千円 (う ち基金負担分 20,000千円)

颯 口産期医療対策事業

① MFICUの 整備

名古屋市立大学にMFICUを 整備 し、周産期医療のネットワークを構築

するとともに、「7目標」「V周産期医療体制 (ハイリスク分娩)」 の (4)
の取 り組みに併せて周産期医療に従事する医師の育成を図る。

(助成対象)名古屋市立大学病院 (MFICU施 設・設備整備)

(事業期間)平成 25年度

(事業総額)238,000千 円 (う ち基金負担分 63,021千円)

② 重症心身障害児施設の整備                    ‐

NICU病 床の後方支援及び、在宅の重症心身障害児のショー トステイに

対応するため、重症心身障害児施設に重心病床を整備する。

(助成対象)名古屋市重症心身障害児者施設

後方支援病床  20床
ショー トステイ 10床

(事業期間)平成25年度～ 26年度

(事業総額)2,700,000千 円 (う ち基金負担分 200,000千円)

③ PICUの 整備

重篤な小児患者に対応するため、PICUを 整備する。

(助成対象)名古屋市立大学病院 4床 (設備整備)

(事業期間)25年度

(事業総額)40,000千 円 (う ち基金負担分 40,000千円)

離 た条害医療対策事業

① 災害拠点病院の機能強化のための設備整備
ア 災害拠点病院が災害時においても診療機能を維持するため、診療に必要

な水が確保できるよう井戸設備を整備する。

(助成対象)災害拠点病院 4病院

(事業期間)平成 25年度

(事業総額)184,500千円 (う ち基金負担分 164,500千 円)

イ DMATや 医療救護班を迅速に被災地に派遣できるよう災害拠点病院     
‐

に悪路にも対応可能な車両 (4WD)を 整備する。

(助成対象)災害拠点病院 29病院

(事業期間)平成 25年度

(事業総額)145,000千 円 (う ち基金負担分 145,000千 円)
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